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巻 頭 言

『スポーツ研究センター紀要』創刊にあたって

松　井　　　健
追手門学院大学　スポーツ研究センター長

　スポーツは、教育、健康・福祉、メディア、経済・ビジネス、観光、まちづくりなどあらゆる領域において重要な役
割を担うようになってきました。国はスポーツ基本法（2011年施行）やスポーツ基本計画（2012年）を定め、様々な政
策を推進しています。さらに、スポーツ庁を設け（2015年)、スポーツを通じて「国民が生涯にわたり心身ともに健康
で文化的な生活を営む」ことができる社会の実現を目標として掲げています。こうした社会の変化や目標に応じて、ス
ポーツの多様な役割を実現するためには、基本背景となるスポーツ文化の存在が不可欠です。追手門学院大学では2014
年から「スポーツキャリアコース」を設け、幅広いスポーツ分野で活躍できる人材を育成しています。そして大学のス
ポーツ人材を活かしつつ、地域に根ざした健全なスポーツ文化の育成を図ることを基本理念とし、スポーツ研究セン
ターが2014年５月29日に設立されました。センターでは、スポーツ教育、地域スポーツ、生涯スポーツ、スポーツボラ
ンティア、スポーツマネジメントなどについての調査・研究を行うとともに、地域と連携したスポーツ活動、地域住民
へのスポーツ指導、健康・体力向上支援などの活動に取り組んでいます。
　『追手門学院大学スポーツ研究センター紀要』は、センターで取り組んでいる調査・研究の成果や、スポーツに関わ
る様々な情報を広く発信するとともに、大学や地域におけるスポーツ文化の醸成に資することを企図して創刊しました。
創刊にあたり、ご寄稿いただいた皆様に感謝申し上げますとともに、スポーツや教育に関わる研究成果を掲載した創刊
号を発刊できましたことは、当センター構成員の大きな喜びとするところです。５編の報告とも、現場に根ざした実際
的な問題意識に基づいてなされた研究であり、今後の運動やスポーツの各領域の方向性を示唆するものであると考えて
おります。
　2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、国内でのスポーツの機運が高まりつつありますが、この機運
が一過性のものとならないよう、着実なスポーツ文化の定着が望まれるところであります。今後も本紀要から様々な調
査、実践の情報が発信され、それらが地域や大学におけるスポーツ文化の定着に寄与することを期待しております。ま
た、センターの所員・研究員を中心とした多くの皆様に、研究成果の発表媒体として、本紀要をご活用くださいますよ
う、お願い申し上げます。　
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論　　文

スポーツコースに所属する高校生の学校・競技生活の現状と課題
：Ｊユース選手と他競技選手の比較分析

巽　　　樹　理 松　井　　　健

追手門学院大学 追手門学院大学

The present situation and problems of high school students in school and sports
settings: A comparative analysis of J-League youth athletes and other sports

Juri TATSUMI Takeshi MATSUI

Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University

Abstract
　The purpose of this study was to investigate how J-league youth athletes perceived their life both in school and 
sports settings compared with students who are involved in other sports. The data were collected from the students 
of one private high school and 107 students in total participated in this study. A questionnaire was designed to 
evaluate, for example, characteristics of the respondents, satisfaction with their life in school and sports settings. As 
a result, this study demonstrated the distinctive characteristics of the youth athletes. Then, direction for future study 
was shown.

Keywords：J-league youth，high school students，school and sports settings，comparative analysis

※巽　樹理（追手門学院大学基盤教育機構特任助教，スポーツ研究センター）
　松井　健（追手門学院大学基盤教育機構教授，スポーツ研究センター）
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Ⅰ．緒言と目的
　近年、Ｊリーグチームの育成組織であるユースチーム
の重要性が認められている（注１)。例えば及川（2001)
によれば、プロ野球と比較し、クラブチーム（主に所属
チームのユース）出身者の割合は15.2%を占め、トップ
チームへの重要な選手供給源となっていることが指摘さ
れている。さらに、2016年に開催されたリオデジャネイ
ロ五輪出場をかけたアジア最終予選に日本代表（男子)
として選出されたメンバーをみてみると23名中14名が
ユースチーム出身者であった（サッカーキング・ネクス
ト,2016.1.13)。Ｊクラブがユース組織を適切に運営す
ることは今後より一層重要になると思われる。そのため
下部組織をより効率的に整備し、競技力向上につながる
一貫育成のしくみを作ることが不可欠となる。例えばＪ
ユース（高校生年代）については、プロ予備軍としての
選手を指定された学校に集結させることが、より一般的
な方策となっていくだろう。
　これまで、競技を強化するという点ではＪユース設立
の目的は達成されていると言えよう。しかし、ユース
チームを運営していく中で解決されるべき問題が認識さ
れはじめ、中には解決されずに残っているものもある。
ユース組織は今やプロ選手になるための登竜門といえる
存在であり、ユース選手は将来性を見込まれた有望な人
材でもある。
　Ｊユース選手を対象にした先行研究においても、Ｊ
ユース選手の競技生活と学校生活に着目したものが散見
される。立木（2014）は、Ｊユースクラブ指導者へのイ
ンタビュー調査において、指導者が「学校生活への積極
的参与」を肯定し、学業を含めた人間教育の重要性を意
識している点を明らかにした。また、Ｊリーグユース
チームと高校の提携を結んだ理由について金森（2015)
は、サッカーで「体育」を学び、高校で「知育」を学
び、両方で「徳育」を育てることの必要性を指摘してい
る。この結果から、教育を強調してきた学校クラブと競
技志向を目指してきたJクラブという両者の関係性が変
化する可能性があり、学校運動部同様に学業や人間教育
といった教育的な部分が意識され始めていることを指摘
している。また、Ｊリーグの事業報告書（2012）におい
ては、育成年代の一貫した指導体制として、子どもたち
の人間性や社会性を育む活動を推進することが挙げられ
ている。したがって、一日の大半を過ごす学校生活にお
いて、Ｊユースや運動部がそれぞれの特徴を有した選手

を育成、教育するためには、人的サポートをうまく機能
させる必要がある。また、Ｊクラブとのさらなる連携が
求められる中、高校側もユース選手の学校生活と競技生
活の両方の現状把握に務めるのが責務であると考える。
　高校卒業後の進路は、エリート育ちでプロを目指して
いるユース選手でさえも学年で１～３名ほどしかプロに
昇格できないという非常に狭き門である。そのため高校
３年間が選手本人にとって、将来を考える貴重な時期に
なることは間違いない。飯田（2012）はユース選手の進
路決定プロセスについて聞き取り調査を行っており、最
終的進路決定プロセスにはスタッフ、寮長、寮母さんな
どのクラブ関係者たちが関わっていることを明らかにし
た。一方で山本らは高校一流サッカー選手を対象とした
キャリア志向の調査で、サッカーを続けることに不安や
悩みを有する者が多い中、｢サッカー漬け」にしてきた
まわりの大人や指導者の責任も指摘している（山本：
1999)。Ｊリーグで活躍するプロサッカー選手のキャリ
ア支援については、公式にサポートをしてくれるＪリー
グキャリアサポートセンターが存在する一方、Ｊユース
選手のサポート支援に関する体制や情報が少ないという
現状もある。こうした背景を踏まえて、選手の多様化す
る卒業後の進路について、学校としてのサポート体制の
あり方を検討する必要がある。特に、Ｊクラブは、学校
運動部とは異なる組織であるため、様々な配慮や連携を
伴ったサポート体制が求められる。Ｊクラブに所属する
ユース選手全員が通うＡ高校においても、この様なサ
ポート体制の構築が急務の課題となっている。
　そこで、本研究では、Ｊユース選手の学校・競技生活
の実態を他競技選手との比較から明らかにすること、な
らびにユース選手育成における今後の方向性を示すこと
を目的とした。

Ⅱ．研究方法
１．調査対象と方法

　本研究の対象者は、大阪府内の私立Ａ高校スポーツク
ラス（１クラス）に所属する１年生から３年生の計107
名である。
　・Ｊリーグユース選手（42名）
　・女子サッカー選手（28名）
　・女子ラグビー選手（12名）
　・アメリカンフットボール選手（25名）
　特徴として、本研究で対象としたＪユース選手におい
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ては、ユース入りが確定したと同時に指定されたA高校
の入学が義務付けられている。また、その他の競技、女
子サッカー、女子ラグビー、アメリカンフットボール競
技のスポーツ推薦入学者ともに１学年１クラスのスポー
ツコース生として所属している。
　調査方法としては、通常授業内の総合学習の時間帯に、
筆者が調査の趣旨説明を行い、同意を得てから調査を開
始した。約30分で全員の記入が終了し、全数調査であっ
た為、回収率は100％であった。
２．調査実施日・場所・実施方法

　調 査 日：2015年９月５日午前
　調査場所：Ａ高校視聴覚室
　実施方法：留置法による質問紙調査
　　　　　　（107部の回収、有効回答数107部）
３．調査項目

　１）基本的属性
　　年齢、学年、出身地、代表選手の経験
　２）競技としてのキャリア形成に関わる要因
　　競技をはじめた時期、きっかけ、など
　３）自身の身体能力について
　４）現在の（学校・競技）環境要因
　 　競技環境の満足度、競技成績の満足度、現在の学習

状況（学力・勉強量)、学習と競技の比重（小・中・
高）など
　５）進路決定プロセス
　 　卒業後の進路、将来を考えるきっかけ、決定におけ

る重要な他者の存在、引退後など

Ⅲ．結果と考察
１．基本的属性

　表１は、年齢、学年、出身地を示したものである。調
査対象者は全てスポーツ推薦者であり、出身では大阪府
が63.0％と最も多く、次いで兵庫県9.3％、京都府8.4％
である。Ｊユース選手に関しては、出身が大阪府であっ
ても学校から15分以内にある指定された寮に入ることが
求められている。

表１．調査対象者の基本的属性

年齢 Ｎ（％） 出 身 地 Ｎ（％）
15歳 18(16.8) 大 阪 府 67(63.0)
16歳 34(31.8) 兵 庫 県 10( 9.3)
17歳 35(32.7) 京 都 府 9( 8.4)
18歳 20(18.7) 奈 良 県 6( 5.6)

滋 賀 県 4( 3.7)
学年 N（％） 三 重 県 3( 2.8)
１年 38(35.5) 栃 木 県 1( 0.9)
２年 37(34.6) 東 京 都 1( 0.9)
３年 32(29.9) 岐 阜 県 1( 0.9)

愛 知 県 1( 0.9)
和 歌 山 県 1( 0.9)
島 根 県 1( 0.9)
徳 島 県 1( 0.9)
沖 縄 県 1( 0.9)

　本研究の対象となった選手の最も高い競技歴（表２）
と各競技選手とのクロス集計を示した（表３)。全選手
107名うち93名（86.9％）が何らかの代表を経験して
おり、全体的に高い競技レベルといえよう。競技別で
は、Ｊリーグユース選手が各年代のナショナルチームで
ある日本代表ユースに４名（9.5％)、ジュニアユースに
５名（11.9％）選出されている。上向ら（2007）が報告
しているように、近年ではＪリーグの下部組織に所属す
る選手が増え、目ざましい活躍をしていることが、この
結果からもうかがえる。また、女子ラグビー、女子サッ
カー、アメリカンフットボールに関しては学校内のクラ
ブ活動ではあるが、女子ラグビー選手12名のうち７名
(58.3％）が高校選抜に選出されており、７人制女子ラ
グビーとしてはレベルの高い安定したチームが結成され
ている。
表２．調査対象者の競技成績 Ｎ（％）

日本ユース代表 4( 3.7)

ジュニアユース代表 6( 5.6)

ジュニア代表 2( 1.9)

高校選抜 7( 6.5)

ブロック代表 17(15.9)

都道府県代表 31(29.0)

市代表 26(24.0)

その他 14(13.1)
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２．競技としてのキャリア形成にかかわる要因

　選手が競技を始めた時期やきっかけなど、スポーツ
への社会化を促進する要因について、各競技の特性を
検討する。競技別でみると（表４)、Ｊユース選手は小
学校以前に始めた者が20名（47.6％)、小学校低学年で
始めた者は19名（45.2％）であり、両者合わせて全体の
92.8％を占めた。上向ら（2007）がＪリーグユース選手
を対象に行った調査によれば、小学校以前に競技を始
めたものは33.7%であり、小学校低学年で始めたものは
57.5%であった。上向ら（2007）の結果と比較してみる
と、本研究の対象者の方が小学校以前に競技を始めた者
がやや高い割合ではあるが、90％以上が小学校低学年ま
でに競技を始める点に関しては同様の結果がみとめられ
たと考える。アメリカンフットボールに関しては、競技

　表６に、過去に競技を辞めたいと思ったことの有無
についての回答結果を示す。Ｊユース選手は「非常に
そうだ」５名（11.9%)、｢ややそうだ」14名（33.3%）
と両者合わせて45.2%であり、｢そうではない」と答え
た者が23名（54.8%）と最も多かった。一方で、女子
サッカー選手は「非常にそうだ」３名（10.7%）と「や
やそうだ」18名（64.3%）を合わせると7.0%、７割以
上の選手が競技を辞めたいと思った過去があることが

を始めた時期が高校生（40.0％）と他の３競技に比べて
遅く、高校生の時期に他競技から転身した者が多いこと
がうかがえる。
　競技を始めたきっかけについては、表５に示した。８
つの要因の中で最も当てはまるものを１つ選択しても
らった。その結果、Ｊユース選手においては、｢兄弟の
勧め（影響)」(40.5％）と回答した者が最も多く、次い
で「自分自身の判断で」｢友人のすすめ」共に（19.0％)
であった。またＪユース選手と同様に「兄弟（姉妹）の
勧め（影響)」という身近な人的要因で開始したと回答
した者が最も多い女子サッカー選手（46.4％)、女子ラ
グビー選手（33.3％）に対して、アメリカンフットボー
ル選手は、｢自分自身の判断で」(36.0％）と回答した者
が最も多い。これは競技開始時期が遅いことが影響して
いると考えられる。

明らかになった。さらに女子ラグビー選手に至っては
「非常にそうだ」２名（16.7%）と「ややそうだ」10
名（83.3%）を合わせて100%、12名全員が辞めたいと
思ったことがあることが分かった。アメリカンフット
ボール選手は非常にそうだ」４名（16.0%）と「ややそ
うだ」12名（48.0%）を合わせて64.0%であった。これ
らの結果から、Ｊユース選手は他の競技と比較すると、
競技継続意欲が高い傾向であることが明らかとなった。

表３．各競技と競技成績のクロス集計  Ｎ（％）

日本代表
ユース

ジュニア
ユース代表 ジュニア代表 高校選抜 ブロック代表 府・県代表 市代表 その他

Ｊユース 4( 9.5) 5(11.9) 0( 0.0) 0( 0.0) 9(21.4) 18(42.9) 5(11.9) 1( 2.4)

女子サッカー 0( 0.0) 1( 3.6) 0( 0.0) 0( 0.0) 2( 7.1) 13(46.4) 2( 7.1) 10(35.7)

女子ラグビー 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 8.3) 7(58.3) 0( 0.0) 0( 0.0) 2(16.7) 2(16.7)
アメリカンフットボール 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 4.0) 0( 0.0) 6(24.0) 0( 0.0) 17(68.0) 1( 4.0)

表４．競技を始めた時期  Ｎ（％）

小学校以前 小学校低学年 小学校高学年 中　学　生 高　校　生

Ｊユース 20(47.6) 19(45.2) 1( 2.4) 2( 4.8) 0( 0.0)

女子サッカー 5(17.9) 14(50.0) 6(21.4) 3(10.7) 0( 0.0)

女子ラグビー 2(16.7) 0( 0.0) 1( 8.3) 7(58.3) 2(16.7)

アメリカンフットボール 1( 4.0) 4(16.0) 4(16.0) 6(24.0) 10(40.0)

x２＝73.259＊＊＊ ＊＊＊p<.001

表５．競技を始めたきっかけ  Ｎ（％）

両親のすすめ 自分自身の
判断で 兄弟のすすめ 友人のすすめ 学校・監督の

すすめ 憧れの選手 観戦して そ の 他

Ｊユース 6(14.3) 8(19.0) 17(40.5) 8(19.0) 0(0.0) 2( 4.8) 0( 0.0) 1( 2.4)

女子サッカー 3(10.7) 6(21.4) 13(46.4) 5(17.9) 1(3.6) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)

女子ラグビー 2(16.7) 2(16.7) 4(33.3) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 2(16.7) 0( 0.0)

アメリカンフットボール 4(16.0) 9(36.0) 6(24.0) 1( 4.0) 3(12.0) 2( 1.9) 4( 3.7) 1( 0.9)

x２＝30.256（n.s.）
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これは、先行研究である上向ら（2007）が、全Ｊユース
選手を対象にした調査において確認した「競技を辞めた
いと思ったことの有無」の結果と同様の傾向であった為、
全Ｊユース選手は他の競技者に比べ、競技継続意識が高
いといえよう。
表６．過去に競技を辞めたいと思ったことはあるか N（%）

非常にそうだ ややそうだ そうではない

Ｊユース 5(11.9) 14(33.3) 23(54.8)

女子サッカー 3(10.7) 18(64.3) 7(25.0)

女子ラグビー 2(16.7) 10(83.3) 0( 0.0)

アメリカンフットボール 4(16.0) 12(48.0) 9(36.0)

x２＝15.793＊ ＊p<.05

４．現在の（学校・競技）環境について

　表８は、現在の学校環境の満足度を示したものである。
学校生活では1学年7クラスであり、うち１クラスが本研
究の対象者であるスポーツコース生である。学校生活の
全体的な満足度では「非常に満足」(13.1％）と「ほぼ
満足」(49.5％）の両者で62.6％であった。
　一方、表９に示すように競技環境の満足度は「非常
に満足」(63.6％）と「ほぼ満足」(29.0％）の両者で
92.6％を占め、学校生活全体よりも高い値であった。全
体的に競技を行う上での環境面に恵まれ、充実した競技
生活を送ることができていることが、これらの結果から
うかがえる。さらに競技別での満足度をみると、Ｊリー
グユース選手においては、｢非常に満足」(83.3％）と
「ほぼ満足」(14.3％）の両者を合わせて97.6％の選手
が、競技における環境面で非常に高い満足度を示した。
これは、先行研究である上向ら（2007）のＪリーグユー
ス全選手を対象とした調査報告データ（注１）と比較し
ても高い満足度である。
　したがって、本研究の対象者であるＡ高校に通うＪ
リーグユース選手は、他のユース選手と比較してより良
いサッカー環境で活動していると考えられる。具体的に、

３．自身の身体能力について

　表７は、自身の身体能力について示した。Ｊユース
選手は「あまり恵まれていない」(28.6%）と回答した
者が最も多く、｢恵まれていない」(14.3%）を合わせる
と42.9%のＪユース選手が自身の身体能力について否定
的に受容している。これは、統計的な違いは認められな
かったものの、他の競技と比較して、本研究対象の中で
は一番優れた実績をもつＪユース選手の多くが、自身の
身体能力を否定的に受容していることは予想外の結果で
あった。このことには、Ｊユース選手という、全国から
選抜された非常に競技力の高い選手が集結した中で、互
いに自分の能力を比較している状況、つまりユース選手
間での競争が日常化している環境的背景が関連している
と思われる。

Ｊリーグユース選手におけるサッカー環境の満足度の理
由を自由記述で回答してもらったところ、以下の点が挙
げられた。
　■人工芝、トレーニングルームが完備されている
　■支給品含め、用具が完備されている
　■ トレーニングの開始時間が早く、食事や睡眠が満足

にとれ、規則正しい生活が送れている
　■コーチやトレーナーなどのスタッフが充実している
　■サッカーに集中できる生活を送れている
　特徴としてはＪユース選手が１校（Ａ高校）に集中し、
寮生活・学校生活・トレーニングが一貫した環境で行わ
れるため、効率良く移動ができ、またサッカーに打ち込
める施設環境が十分に完備されていると感じている選手
が多い。また女子サッカー選手、女子ラグビー選手にお
いても「非常に満足」が最も多く、｢ほぼ満足」を合わ
せると女子サッカー選手は89.2％、女子ラグビー選手は
100％と競技環境に対して高い満足度を示した。アメリ
カンフットボールに関しては、｢ほぼ満足」(48.0％）が
最も多かったが、｢非常に満足」(36.0％）を合わせると
84.0％であった。

表７．自身の身体能力について  Ｎ（％）
非常に恵まれている やや恵まれている どちらともいえない あまり恵まれていない 恵まれていない

Ｊユース 3( 7.1) 10(23.8) 11(26.2) 12(28.6) 6(14.3)
女子サッカー 0( 0.0) 13(46.4) 9(32.1) 4(14.3) 2( 7.1)
女子ラグビー 1( 8.3) 1( 8.3) 8(66.7) 1( 8.3) 1( 8.3)
アメリカンフットボール 2( 8.0) 7(28.0) 11(44.0) 1( 4.0) 4(16.0)
x２＝19.712（n.s.）
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　表10では、小学生から高校生（現在）までの競技と勉
強への没頭度を示した。｢競技中心」と「勉強中心」を
両端する５段階の基準で選んでもらった結果、全体的に
競技選手別の傾向がみられた。小学生時に「競技中心」
を選択した者はＪユース選手が最も多く59.5%であった。
次いで女子サッカー25.0%、アメフト12.0%、女子ラグ
ビーは０%という結果であった。前述したように、女子
ラグビー、アメリカンフットボール選手に関しては、中
学生以降に競技を開始する者が多い。そのため今回の小
学生時の回答に対して「競技中心」を選択していないの
は妥当な結果であるといえる。
　次に、中学生時の没頭度では、｢競技中心」を選択し
たＪユース選手64.3%、女子サッカー28.6%、女子ラグ
ビー8.3%、アメリカンフットボール32.0%と４競技と
も小学生時に比べて競技志向者がわずかながら増えてい
る。女子２競技に至っては、｢両立」と答えた者が最も
多く、女子サッカー28.6%、女子ラグビー33.3%と、競

技と勉強を「両立」していた様子が伺える。
　最後に現在で（高校時）では、｢競技中心」を選択し
たＪユース71.4%、女子サッカー50.0%、女子ラグビー
50.0%、アメリカンフットボール60.0%と全ての競技に
おいて５段階評価の中で最も競技志向の高い「競技中
心」を選択した割合が多く、｢勉強中心」と返答してい
る者は一人もいなかった。
　小学生から時系列で結果を追っていくと、Ｊユース選
手は他の競技選手と比べて早期段階で勉強よりサッカー
中心の生活を送っている。中学校時代では「やや勉強重
視」｢勉強重視」を合わせて１人（2.4%）のみであった。
山本ら（1999）が調査した高校一流サッカー選手のサッ
カーへの没頭度が「やや勉強重視」｢勉強重視」の両者
を合わせて8.2％であったことと比べると2.4％はより低
値であるが、傾向としては同様であった。さらに今回は、
Ｊユース選手だけではなく、他の競技者との比較ができ
たことも有意義であった。

表８．学校生活の満足度  Ｎ（％）
非常に満足 ほぼ満足 どちらともいえない やや不満 非常に不満

Ｊユース 4( 9.5) 19(45.2) 15(35.7) 2( 4.8) 2( 4.8)
女子サッカー 3(10.7) 15(53.6) 8(28.6) 2( 7.1) 0( 0.0)
女子ラグビー 0( 0.0) 7(58.3) 4(33.3) 1( 8.3) 0( 0.0)
アメリカンフットボール 7(28.0) 12(48.0) 5(20.0) 0( 0.0) 1( 4.0)
x２＝11.856（n.s.）

表９．競技環境の満足度  Ｎ（％）
非常に満足 ほぼ満足 どちらともいえない やや不満 非常に不満

Ｊユース 35(83.3) 6(14.3) 1( 2.4) 0( 0.0) 0( 0.0)
女子サッカー 16(57.1) 9(32.1) 2( 7.1) 1( 3.6) 0( 0.0)
女子ラグビー 8(66.7) 4(33.3) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
アメリカンフットボール 9(36.0) 12(48.0) 4(16.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
x２＝20.350＊ ＊p<.05

表10．勉強の没頭度  Ｎ（％）
小学生 競技中心 やや競技中心 両　　方 やや勉強重視 勉強中心 無 回 答
Ｊユース 25(59.5) 6(14.3) 8(19.0) 1(2.4) 2( 4.8) 0( 0.0)
女子サッカー 7(25.0) 8(28.6) 7(25.0) 3(10.7) 1( 3.6) 2( 7.1)
女子ラグビー 0( 0.0) 0( 0.0) 4(33.3) 2(16.7) 0( 0.0) 6(50.0)
アメリカンフットボール 3(12.0) 3(12.0) 2( 8.0) 2( 8.0) 5(20.0) 10(40.0)
x２＝60.084＊＊＊ ＊＊＊p<.001

中学生 競技中心 やや競技中心 両　　方 やや勉強重視 勉強中心 無 回 答
Ｊユース 27(64.3) 11(26.2) 3( 7.1) 1( 2.4) 0( 0.0) 0( 0.0)
女子サッカー 8(28.6) 7(25.0) 8(28.6) 4(14.3) 0( 0.0) 1( 3.6)
女子ラグビー 1( 8.3) 1( 8.3) 4(33.3) 1( 8.3) 1( 8.3) 4(33.3)
アメリカンフットボール 8(32.0) 3(12.0) 1( 4.0) 2( 8.0) 3(12.0) 8(32.0)
x２＝53.193＊＊＊ ＊＊＊p<.001

現在 競技中心 やや競技中心 両　　方 やや勉強重視 勉強中心 無 回 答
Ｊユース 30(71.4) 8(19.0) 4( 9.5) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
女子サッカー 14(50.0) 9(32.1) 5(17.9) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
女子ラグビー 6(50.0) 5(41.7) 0( 0.0) 1( 8.3) 0( 0.0) 0( 0.0)
アメリカンフットボール 15(60.0) 8(32.0) 2( 8.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
x２＝14.724（n.s.）



－　 －7

追手門学院大学スポーツ研究センター紀要　第１号

　表11は、競技の悩みの相談相手について競技別に比較
したものである。競技の悩みの相談相手について比較分
析（x２検定）を行った結果、６項目中２項目に違いが
認められた。相談相手として「監督やコーチ」を選択し
た者はＪユース選手47.6%、女子サッカー17.9％、女子
ラグビー16.7％、アメリカンフットボール24.0％となり、
Ｊユース選手の半数近くはＪリーグ所属の監督やコーチ
に競技の悩み相談を持ち掛けていることがわかった。ま
た４競技を通して高い値を示したのが、｢同競技の選
手」であった。その中でも女子サッカー選手は82.1％で

　次に「現在の勉強量」について他の一般生徒と同量が
確保できているかどうかを質問した結果を表13に、ま
た「今後の勉強量の確保」を表14に示した。現況につ
いて、勉強量の確保が「できていない」と回答した者
は、Ｊユース83.3％、女子サッカー100%、女子ラグ
ビー83.3％、アメリカンフットボール80.0％となり、ど
の競技も非常に高い値を示し、勉強量の不足を自覚して
いることが明らかになった。それを踏まえ、今後の勉強
量についても回答してもらった結果、｢もっと確保した
い」に高い値を示したのが女子サッカーで75.0％、続い
て女子ラグビーが66.7%であり、女子の両競技が意欲的
であることがわかった。男子では、アメリカンフット
ボールが48.0%で、約半数が勉強量の確保を望んでいる
ことが明らかになった。一方、Ｊユースに関しては、勉
強量が十分に確保できていないことを自覚していながら、

あり、他の相談相手と比較しても非常に高い値を示した。
　一方、表12に示した競技以外での悩みについて、競技
別では統計的な違いは認められなかったものの、｢親」
｢同競技選手」では、どの競技も比較的高い値を示して
いる。これらの結果から、全体的に「親」と「同競技選
手」を主な相談相手として選択しているが、Ｊユース選
手においてはＪリーグ所属の監督やコーチ（14.3%）と
もコミュニケーションをとり、技術面だけではなく幅広
く相談ができる環境が整っているのではないかと考えら
れる。

｢もっと確保したい」(28.6%）と答えた者は３割に満た
ず、｢現況で良い」が52.4％と半数以上であった。今後
の勉強量については、競技別に統計的な違いが認められ
た。したがって、本研究の対象者であるスポーツコース
に所属している高校生の今後の勉強量・時間・授業内容
といった環境的要因については、競技別の学習意欲の特
徴も踏まえて、学校側と再検討し整えていく必要性が明
らかになった。
表13．現在の勉強量の確保 N（％）

できている できていない

Ｊユース 4(  9.5) 35( 83.3)

女子サッカー 0(  0.0) 28(100.0)

女子ラグビー 1(  8.3) 10( 83.3)

アメリカンフットボール 3( 12.0) 20( 80.0)

x２＝5.955（n.s.）
※無回答者が多いため母数が異なる

表11．(競技以外の悩み）相談相手について （％）

Ｊユース
（n＝42）

女子サッカー
（n＝28）

女子ラグビー
（n＝12）

アメフト
（n＝25） d.f x２

親 50.0 50.0 41.7 32.0 2 2.47

監督やコーチ 14.3 3.6 0.0 4.0 2 4.84

同競技選手 50.0 50.0 50.0 24.0 2 5.26

他競技のクラスメイト 9.5 3.6 16.7 12.0 2 2.07

学校の先生 2.4 0.0 8.3 12.0 2 5.24

その他 11.9 32.1 33.3 12.0 2 6.72

※複数回答

表12．(競技の悩み）相談相手について （％）

Ｊユース
（n＝42）

女子サッカー
（n＝28）

女子ラグビー
（n＝12）

アメフト
（n＝25） d.f x２

親 52.4 35.7 50.0 36.0 2 2.80

監督やコーチ 47.6 17.9 16.7 24.0 2 9.44 ＊

同競技選手 59.5 82.1 50.0 40.0 2 10.37 ＊

他競技のクラスメイト 7.1 3.6 16.7 12.0 2 2.42

学校の先生 0.0 0.0 0.0 4.0 2 3.31

その他 14.3 17.9 41.7 24.0 2 4.59
＊p<.05 ※複数回答
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表14．今後の勉強量の確保 N（％）

もっと確保したい 現況で良い

Ｊユース 12(28.6) 22(52.4)

女子サッカー 21(75.0) 5(17.9)

女子ラグビー 8(66.7) 2(16.7)

アメリカンフットボール 12(48.0) 6(24.0)

x２＝18.285＊ ＊p<.05
※無回答者が多いため母数が異なる

　続いて、学校の強化クラブに所属する生徒と学外のク
ラブチーム（Ｊクラブ所属ユース）に所属する生徒が共
存する、全国でも極めて珍しいクラスについて、各選手
はどう感じているのであろうか。Ｊユース選手に「学校
も寮もクラブチームも24時間同じユース仲間との共存に
ついて、どのように感じていますか」という質問（自由
記述）を行った結果、例として以下のような意見が見ら
れた。
　◆ ずっと一緒にいることで絆が深まっていっていると

思うし、楽しく過ごせている
　◆ みんなと常に一緒にいるのでコミュニケーションが

しっかりとれているし、もし困った事があってもす
ぐに話せるので良いと思う。

　◆ 先輩と話す機会が増えて先輩が思っていることとか
自分が思っていることとか話せてお互いのことが知
れて良いと思う

　これらの自由記述の回答をまとめる方法として、著者
らが回答の中から重要だと思われる語句を抽出し、カテ
ゴリー別に分類した。
＜Ｊユース選手の回答における語句の集約＞
　■楽しい（11件）
　■コミュニケーション（10件）
　■絆（８件）
　■チームワーク、チーム力、団結力（５件）
　■良い環境（５件）
　■人間関係（先輩含）(２件）
　■その他（肯定）(６件）
　■その他（否定）(４件）
　■どちらでもない（２件）
　集約された回答を見ても分かるようにＪユース選手は、
選手同士の共同生活を、非常に肯定的に捉えている。特
にサッカーに関係するような意見が多く、ただ「楽し
い」というだけでは理解することができない「絆」や
｢チーム力｣、｢一体感」を同じクラスで過ごす上で構築
できていることを認識している。一方で、学年で１～２

名ではあるが、｢世界が狭くなるので学校は違うほうが
良かった」｢楽しいが、たまにしんどい」｢たまには一
人の時間がほしい」｢学校は一緒でもクラスは別でもよ
かった」との否定的な意見も認められた。
　次に、女子サッカー、女子ラグビー、アメリカンフッ
トボール選手には「Ｊユース選手（学外クラブ）との共
存（同じクラス）についてどのように感じていますか」
との質問（自由記述）を行った結果、例として以下のよ
うな意見がみられた。
　◆  クラスの雰囲気が明るくなり、たまにボールをさ

わっているところを見れるので、レベルの高いプ
レーを見れて自分の刺激にもなっている（女子
サッカー）

　◆  ガンバユースだけど、普通に喋れて楽しい（女子
ラグビー）

　◆  スポーツに関しての意識の高さに驚いていて、す
ごく刺激になる（アメリカンフットボール）

　これらの自由記述の回答を各カテゴリーに分類した結
果、以下のようにまとめられた。
＜ 女子サッカー、女子ラグビー、アメリカンフットボール

選手の回答における語句の集約＞
　■明るい、楽しい、元気（30件）
　■刺激（20件）
　■尊敬（８件）
　■競技意識が高い（５件）
　■嬉しい（５件）
　■切り替え（サッカーと私生活の違い）(４件）
　■応援したい（４件）
　■その他（肯定）(５件）
　■その他（否定）(３件）
　Ｊユース選手と同じクラスメイトということに対して、
｢楽しい」｢刺激になる」など、他競技の選手は、クラス
メイトであるＪユース選手に対して好意的な意見を持っ
ていることがうかがえる。一方で、否定的な意見として
は「授業中の言動」が挙げられており、肯定的な意見と
して見られた授業中の「盛り上げ」や「明るくて賑や
か」が、ごく少数の者には困惑する原因となっているこ
とも明らかになった。この自由記述による質問紙に関し
て（調査対象校である）A高校の教員は当初、否定的な
意見が多くあがるのではないかと懸念していた。しかし、
今回の結果ではクラスメイト同士、互いに心理的に良い
刺激を与えられている生徒が多くいることが分かり、良
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い意味で予想が外れる結果となった。

５．進路決定プロセス

　ここでは将来の志向性について、現時点での卒業後の
進路希望を競技別（表15）とＪユースの学年別（表16）
でみていくことにする。その結果、表15に示したよう
に、競技別でみた卒業後の進路では、Ｊユースとそれ
以外の競技で、統計的な違いがみられた。Ｊユース選
手は「プロ」を目指す3つの項目（｢プロしか考えてい
ない」9.5%「プロを目指しているが厳しければ大学進
学」57.1%「大学卒業後にプロ」11.9%）を合わせると
78.5%とプロ志向が非常に高いことがわかる。
　一方で「大学でのプレー」を求める２項目（｢大学の
強豪校でプレー」｢大学で楽しくプレー｣）においては、
合わせると女子サッカー64.3%、女子ラグビー4.6%、
アメリカンフットボール64.0%とＪユースを除く他の競
技選手で大学志向が目立った。また、表16で示したＪ
ユース選手の学年別志向性でも違いがみられた。具体的
には、１年のユース選手は１名（高校卒業後に引退）を
除く全ての選手（93.3%）がプロ志向（｢プロしか考え
ていない」6.7%「プロを目指しているが厳しければ大
学進学」86.7%）であり、入学時からプロへの夢と希望
を抱いてトレーニングに励んでいる様子がわかる。しか
し学年が上がると同時に上記のプロ志向の値が下がり２
年ユース選手では76.9%、３年ユースに至っては28.5%
となっている。プロへの狭き門を目の当たりにしてい
るのか、それに比例し、｢大学の強豪校でプレー」１
年ユース0.0%、２年ユース7.7%、３年ユース21.4%と
上昇し、同じく「大学卒業後にプロ」１年ユース0.0%、
２年ユース15.4%、３年ユース21.4%とプロから大学志

向に移行している様子もうかがえる。
　ここではＪユース選手を対象におこなった飯田
（2012）の研究を参考に、Ｊユース選手における進路決
定プロセスを考察する。Ｊユース選手は１・２年時にい
かに多くトップチーム（サテライト）の合宿や練習に参
加できたかが重要であり、この実績がプロに昇格可能か
どうかの判断材料となっている。つまり、Ｊユース選手
は学年が上がるにつれて、ふるいにかけられ、プロ以外
の選択肢を考えざるを得ないようになる。プロになるた
めの厳しい現実を直視しながら将来の進路を決定してい
るといえよう。一方で、上向ら（2007）は「各育成年代
の選抜歴が高い選手ほど、職業像をプロ選手として明確
に志向している」ことを指摘している。これに関しては、
本研究においても同様の結果が得られた。一方、上向ら
の研究では、「学年があがるほど強く上を目指す傾向が
ある」のに対して本研究は、逆の結果であった。その理
由として、上向ら（2007）の調査では、対象となった3
年生ユース選手の母数が１・２年生と比較して少ないこ
とがあげられる。Ｊユース選手の中には、競技を続けて
いく途中でプロへの道が難しいと判断され、ユースクラ
ブを辞める者もいる。したがって３年生まで続ける選手
は、トップを目指すに資する能力があると評価され、実
際にプロを目指して取り組んでいる者である（上向ほか
2007)。しかし、本研究対象者の３年生の何人かは、プ
ロ選手と自分の力量の差を痛感し、不安を抱きながらも
ユース選手として活動に励んでいる。その中で、次の活
躍の場を大学に求め、プロへのチャンスを完全には諦め
ていない者が多いことが明らかとなった。先行研究では
報告されていないＪユース選手の異なった部分が見えた
のではないかと考えられる。

表15．高校卒業後の進路について  Ｎ（％）

プロしか
考えていない

プロを目指して
いるが厳しけれ

ば大学進学

大学の強豪校
でプレー

大学で
楽しくプレー 留　　学 大学卒業後に

プロ
高校卒業後に

競技引退
就職し、

楽しくプレー そ の 他

Ｊユース 4( 9.5) 24(57.1) 4( 9.5) 0( 0.0) 1( 2.4) 5(11.9) 1( 2.4) 0( 0.0) 1( 2.4)
女子サッカー 1( 3.6) 1( 3.6) 8(28.6) 10(35.7) 0( 0.0) 2( 7.1) 0( 0.0) 1( 3.6) 5(17.9)
女子ラグビー 0( 0.0) 0( 0.0) 4(33.3) 1( 8.3) 0( 0.0) 0( 0.0) 3(25.0) 0( 0.0) 4(33.3)
アメリカンフットボール 0( 0.0) 0( 0.0) 12(48.0) 4(16.0) 1( 4.0) 0( 0.0) 5(20.0) 1( 4.0) 2( 8.0)
x２＝95.120＊＊＊ ＊＊＊p<.001

表16．Ｊユース選手（学年別）高校卒業後の進路について  Ｎ（％）

プロしか
考えていない

プロを目指して
いるが厳しけれ

ば大学進学

大学の強豪校
でサッカー

大学で楽しく
プレー 留　　学 大学卒業後に

プロ
高校卒業後に

競技引退
就職し、

楽しくプレー そ の 他

１年 1( 6.7) 13(86.7) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 6.7) 0( 0.0) 0( 0.0)
２年 2(15.4) 8(61.5) 1( 7.7) 0( 0.0) 0( 0.0) 2(15.4) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
３年 1( 7.1) 3(21.4) 3(21.4) 0( 0.0) 1( 7.1) 3(21.4) 0( 0.0) 0( 0.0) 3(21.4)
x２＝22.480＊ ＊p<.05
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　次にキャリアプロセスについて、重要な他者の存在
(表17)、将来を考えるきっかけ（表18)、決断の時期
(表19）の３つの視点から述べる。まず、｢重要な他者の
存在」を質問したところ、Ｊユースで最も多かったのが
｢親」(52.4%）であり、半数以上を占めている。続いて
｢監督・コーチ」(31.0%）であり、｢学校の先生」に関
しては0.0%であった。また、Ｊユースと同様に重要な

　次に将来を考える「きっかけ」になった時期につい
てみてみると（表18)、Ｊユース選手の54.8%が「中学
生」が将来を真剣に考えるきっかけの時期であったと回
答した。同様に女子サッカー（28.6%）と女子ラグビー
(50.0%）も全ての項目の中では「中学生」が最も多く
なったのに対して、アメリカンフットボールは「高校１
年」(28.0%）が最も高い値となった。また、現時点で
｢まだ考えていない」と回答したのがＪユース4.8%に対
し、女子サッカー17.9%、女子ラグビー25.0%、アメリ
カンフットボール36.0%となり、Ｊユース選手の進路を
考えるきっかけが他の選手に比べて早期であること、現
時点での進路のイメージを持っている者が多いことが
分かる。次に、将来を「決断」した時期をみてみると
（表19)、｢中学生」と回答した者はＪユースが最も多
く57.1%であった。６割近い選手が自らの将来を中学生
時に決断しており、女子サッカー10.7%、女子ラグビー
33.3%、アメリカンフットボール28.0%と比較して、早

存在に「親」を選択した女子サッカー（75.0%）は７割
以上であり、女子ラグビーは「親」(33.3%）と「学校
の先生」(25.0%）に分散していた。一方、アメリカン
フットボールは「監督・コーチ」(36.0%）が最も多く、
次いで親（24.0%）という結果であった。共通している
のは、どの競技でも「親」の存在を重要視していること
が分かった。

期に将来を決断していることが分かる。その理由とし
てＪユース選手の「きっかけ」｢決断」の自由記述に多
かった、｢Ｊユース選手への昇格」もしくは「入団が決
まったこと」があげられる。中学生の終わりにＪユース
に選抜されたことが将来の決断に重要な影響を及ぼして
いることが明らかとなった。これは高橋・重野（2010)
が指摘するキャリアトランジション理論でいう「イベン
ト」(何らかの出来事）から起こる転機であると考えら
れる。今回の対象者はすべて選抜されたユース選手であ
り、今後もサッカーエリートとして歩んでいく可能性が
ある。一方で、エリートのキャリアを歩んできた選手や
全てを犠牲にしてきた選手は、｢ノンイベント」(引退や
戦力外通知、監督から使われない等）によって大きなス
トレスを受けるとの指摘もあり、今回の調査のようなか
たちで現状を定期的に把握することは、今後の選手サ
ポートを検討するうえで、非常に重要であると考える。

表17．進路における重要な他者の存在  Ｎ（％）

監督・コーチ 学校の先生 親 友人（同競技) 友人（同競技以外)
Ｊユース 13(31.0) 0(0.0) 22(52.4) 3( 7.1) 0( 0.0)
女子サッカー 2( 7.1) 1( 3.6) 21(75.0) 3(10.7) 0( 0.0)
女子ラグビー 2(16.7) 3(25.0) 4(33.3) 1( 8.3) 0( 0.0)
アメリカンフットボール 9(36.0) 2( 8.0) 6(24.0) 3(12.0) 1( 4.0)

x２＝32.773＊ ＊p<.05

表18．将来を考えるきっかけになった時期  Ｎ（％）

中　学　生 高校１年生 高校２年生 高校３年生 まだ考えていない

Ｊユース 23(54.8) 6(14.3) 7(16.7) 4(9.5) 2( 4.8)

女子サッカー 8(28.6) 4(14.3) 5(17.9) 6(21.4) 5(17.9)

女子ラグビー 6(50.0) 1( 8.3) 2(16.7) 0( 0.0) 3(25.0)
アメリカンフットボール 6(24.0) 7(28.0) 3(12.0) 0( 0.0) 9(36.0)

x２＝24.911＊ ＊p<.05

表19．将来を決断した時期  Ｎ（％）

中　学　生 高校１年生 高校２年生 高校３年生 まだ考えていない

Ｊユース 24(57.1) 3(7.1) 2(4.8) 2(4.8) 11(26.2)

女子サッカー 3(10.7) 0(0.0) 2(7.1) 5(17.9) 17(60.7)

女子ラグビー 4(33.3) 1(8.3) 0(0.0) 0(0.0) 7(58.3)
アメリカンフットボール 7(28.0) 3(12.0) 3(12.0) 0(0.0) 12(48.0)

x２＝32.380＊ ＊p<.05
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　最後の設問では３つの視点から「将来」について尋ね
た。１番目に「人生に対してのビジョンを具体的に描
いているかどうか」(表20）を質問したところ、Ｊユー
ス選手では「非常にそうだ」(26.2%）｢ややそうだ｣
(64.3%）の両者を合わせると90.5%と非常に高い数値
であり、｢そうではない」は、9.5%であった。女子サッ
カー選手では「非常にそうだ」が3.6%、｢ややそうだ｣
が60.7%、｢そうではない」が35.7%であった。Ｊユー
スに比べて具体的なビジョンを描いていない選手が多
かった。女子ラグビー選手、アメリカンフットボール選
手、これらの2競技においては70%以上の選手が将来の
ビジョンを意識していることが分かった。Ｊユース選手
は、他競技の選手と比べ、ユースに昇格するなどの人生
の転機を早くに迎えやすいために、将来を考える、また
は決断する時期も早くなる（高橋・重野,2010)。このこ
とは、今回調査したＪユース選手にもあてはまり、他競
技の選手より人生に対してのビジョンを早期に具体的に
描いていることが明らかとなった。
　次に「将来に対して（引退後）不安であるか」を
質問した（表21)。Ｊユース選手は「非常にそうだ｣
(33.3%)、｢ややそうだ」(52.4%)、｢そうではない｣
(14.3%）と回答しており、将来に対して不安と感じて
いる選手が「非常にそうだ」と「ややそうだ」を合わせ
ると85.7%であった。1999年にＪリーグ選手協会により
行われた選手への意識調査の中では「引退後の生活に不
安を抱く」と回答したＪリーグ選手が９割であり、本研
究が対象にしたチームのユース選手に関してもほぼ同様
の結果であった。ユースからプロ引退まで、各段階での
プレッシャーが大きいことがうかがえる。競技人口が多
く、ライバルが多いことが背景にあると考えられる。
　３番目の「将来（引退後）に備えて（現時点で）
準備はしているか」という質問に対して（表22)、Ｊ
ユース選手は「非常にそうだ」(2.4%)、｢ややそうだ｣
(26.2%)、｢そうではない」(71.4%）と答えており、準
備をしている者が少ない。一方、女子サッカー選手は、
Ｊユース選手に比べると「ややそうだ」の人の割合が高
いが、この質問項目では競技種目間での統計的有意差は
みられなかった。
　今回の調査で、引退後や将来の不安は多くの者が抱い
ているが、現時点では、競技種目にかかわらず将来に対
しての準備は不足していることが明らかになった。高校
生の選手からすれば引退が遠い先のように思えるのは不

思議ではない。しかし、引退後に直面する問題として、
選手という役割を失うことが自分自身のアイデンティ
ティを失うように感じられる心理的問題と、引退後のビ
ジョン、そして技術的な準備不足が常に起こり得ると
高橋・重野（2010）は指摘する。高校生を含む現役のス
ポーツ選手が引退後をどのように考えるかということは
非常に重要な点である。しかし、それらの問題について
深く述べることは本稿の目的からずれてしまうため、こ
こでは控えることにしたい。
表20．人生に対するビジョンを具体的に描いている

非常にそうだ ややそうだ そうではない

Ｊユース 11(26.2) 27(64.3) 4(9.5)

女子サッカー 1(3.6) 17(60.7) 10(35.7)

女子ラグビー 0(0.0) 9(75.0) 3(25.0)

アメリカンフットボール 4(16.0) 14(56.0) 7(28.0)

x２＝13.992＊ ＊p<.05

表21．将来に対して（引退後）不安がある

非常にそうだ ややそうだ そうではない

Ｊユース 14(33.3) 22(52.4) 6(14.3)

女子サッカー 9(32.1) 16(57.1) 3(10.7)

女子ラグビー 3(25.0) 8(66.7) 1(8.3)

アメリカンフットボール 9(36.0) 8(32.0) 8(32.0)

x２＝7.619（n.s.）

表22．将来（引退後）に備えて（現時点で）準備をしている
非常にそうだ ややそうだ そうではない

Ｊユース 1(2.4) 11(26.2) 30(71.4)

女子サッカー 0(0.0) 11(39.3) 17(60.7)

女子ラグビー 0(0.0) 3(25.0) 9(75.0)

アメリカンフットボール 1(4.0) 6(24.0) 18(72.0)

x２＝3.241（n.s.）

Ⅳ．ま と め
　本研究の目的は、高校生スポーツ選手を対象とした育
成段階における今後の支援の方向性を示す為に、Ｊリー
グ所属チームの下部組織と提携を結んでいるA高校ス
ポーツコースに所属するＪユース選手と、他競技選手に
おける学校・競技生活の実態を明らかにすることであっ
た。ここでは２つのポイントに焦点をあててまとめを行
いたい。
　本研究は、Ｊユース選手の学校・競技生活の実態を他
競技選手との比較から明らかにすること、ならびにユー
ス選手育成における今後の支援の方向性を示すことを目
的として行った。ここでは、１）他競技との比較によっ
て明らかにされたＪユース選手の特徴、ならびに２）今
後の研究の方向性に焦点をあててまとめを行いたい。
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１． 他競技との比較によって明らかにされたＪユース

選手の特徴

　■ 自身の身体能力について、他競技と比較しても高成
績を収めている選手が多いにも関わらず、自身の身
体能力を否定的に受容している。

　■ Ｊユース選手は、勉強量が足りていないことを認識
しながら現状維持を望んでいることが、他競技選手
と大きく異なる。

　■ ユース選手同士の共存（同クラス）について、｢楽
しい」以外に「絆が深まる」｢コミュニケーション
がとれる」｢団結力や一体感が強まる」といった
サッカーに繋がる肯定的な意見が多い。

　■ Ｊユース選手の存在が、他競技者に良い刺激（心理
的な向上）を与えていることが明らかになった。一
方で、授業中の言動に対して、否定的な意見も少数
ではあるが見受けられた。

　■ Ｊユース選手は他競技の選手より、人生に対するビ
ジョンを早期に具体的に描けている。

２．今後の研究の方向性

１ ）Ｊリーグ選手が引退後の進路を考える際に、問題を
抱えやすいことが報告されている（高橋・重野,2010)。
問題解決には、高校での学習が重要な役割を果たすが、
本研究ではＪユース選手の学習に取り組む姿勢が消極
的であることが明らかになった。そのため、今後は、
Ｊユース選手の学習を促す動機づけの強化についても
研究を行いたい。

２ ）本研究は、引退後のビジョンが具体的に描けている
か、いつか引退するという将来への不安の有無を調べ
た結果、Ｊユース選手は他の選手に比べてビジョンが
具体的に描けていることが明らかになった。一方で、
将来に対して（引退後）の不安は、どの競技も共通し
て多くの選手が不安を抱いていることも明らかになっ
た。今後は、ユース選手が描いているビジョンの具体
性や引退への不安などを質的に明らかにする研究を行
う必要があるであろう。

３ ）Ｊユース選手と一緒に学校生活を送ることに対して、
クラスメイトの多くの者が肯定的に捉えていることが
示唆された。今後、Ｊユース選手を高校で受け入れる
ことが、他の生徒の学校生活にどのような影響を与え
るのかを定量的に検討することも視野に入れたい。

４ ）チームが提携先の1校に限定して就学することのメ

リットとして、Ｊユース選手同士の絆、団結力、コ
ミュニケーション力などの強化・向上が示唆された。
今後の具体的な検討として、複数の高校と提携してい
るＪユースチームとの比較を行いたい。

（ 注１）Ｊリーグユースとは、1993年、Ｊリーグが開幕
した後、各プロクラブは育成組織の運営が義務づけら
れ、各々のチームはトップチームの他にユースチーム
(18歳以下)、ジュニアユースチーム（15歳以下）の
保有がその加盟規定として定められている（上向ら
2009）

（ 注２）上向ら（2007）が行ったＪリーグユース全選手
を対象とした調査報告データでは、｢サッカー環境の
満足度」において「非常に満足」(53.3％）｢ほぼ満
足」(30.7％）の両者を合わせると84.0％であった。
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論　　文

大学生のスポーツ実施における意識調査

辰　本　頼　弘 宇　恵　　　弘 坂　﨑　貴　彦

追手門学院大学 関西福祉科学大学 追手門学院大学

Awareness Survey on Sports Playing Status of College Students

Yoshihiro TATSUMOTO Hiroshi UE Takahiko SAKAZAKI

Otemon Gakuin University Kansai University of Welfare Sciences Otemon Gakuin University

Keywords：大学生，運動・スポーツ，意識調査

Abstract
　We conducted an awareness survey on 359 college students (male 233, female 120, and unknown 6) regarding 
“exercise/sports playing status and health.” The survey content included a questionnaire with 25 items in six areas 
which are (1)personal history of exercise and sports, (2)current status of exercise and playing sports, (3) signifi cance 
of performing exercises and playing sports, (4)feelings brought out by exercise and sports, (5)human relationship 
related to exercise and sports, and (6)your health status. In this study, an analysis for (3) to (6) was performed based 
on the answers to (2)(currently, do you perform exercise or play sports at least once a week?). In addition, in order 
to check whether there were any signifi cant diff erences for each item, the x 2 test was used. 
With the signifi cance level of 0.01, the area and item that had a high signifi cant diff erence was from (3), in which 
those who thought skills learned from exercise and sports will be useful in the future also tended to work out many 
times during the week. Furthermore, those who thought time spent on exercise and sports is not futile tended to 
work out many times during the week. In addition, from (6), for the self-evaluation of current health status, those who 
perform exercise or play sports tend to feel they are healthy while those who do not tend to feel slightly unhealthy. 
Furthermore, as for the self-evaluation of current physical strength, those who perform exercise or play sports tend to 
have slightly high physical strength while those who do not tend to have very low physical strength. 

Keywords：college students , exercise・sports , awareness survey

※辰本頼弘（追手門学院大学社会学部教授，スポーツ研究センター）
　宇恵　弘（関西福祉科学大学社会福祉学部教授）
　坂﨑貴彦（追手門学院大学，スポーツ研究センター）
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Ⅰ．はじめに
　平成26年度文部科学省体力・運動能力調査結果の概要
によると、運動・スポーツの実施頻度と新体力テストの
合計点および１日の運動・スポーツの実施時間と新体力
テストの合計点は、運動・スポーツの実施頻度が高いほ
ど、１日の実施時間が長いほど男女とも体力水準が高い
という関係が報告されており、これは、今後どのように
ライフスタイル（生活への価値観、仕事の雇用体系、家
族形態の変化など）が多様化されても、運動・スポーツ
の頻度・時間と体力の関係は普遍であると考えられる。
また、同概要では、運動部やスポーツクラブへの所属の
有無と新体力テストの合計点について、12歳～19歳では
両群の差は一層開く傾向がみられるが、20歳以降になる
と所属の有無に関わらず合計点は低下することが示され
ている。しかし男女とも運動部やスポーツクラブに所属
している群は、所属していない群に比べ合計点は高い傾
向が示されている。さらに、中学校、高等学校、大学の
いずれかでの運動部（クラブ）活動の経験の有無と20歳
～64歳及び65歳～79歳の新体力テストの合計点について
も運動部（クラブ）活動経験のある群は活動経験のない
群より、いずれの年代においても合計点が高い値と報告
されている。
　これらの調査報告からも、若年層からの定期的な運
動・スポーツへの取り組みは、その後のライフステージ
において習慣化される可能性が大きくなり、特に学生時
代の運動部（クラブ）活動の習慣は、加齢とともに低下
する体力水準を向上させることや維持することに大きな
影響を及ぼすことを示唆するものである。
　運動部（クラブ）活動は、学校教育活動の一環として、
自主的に好きな運動に参加することによりスポーツに生
涯親しむ土壌を醸成するとともに、体力の向上や健康の
増進を図るものであるが、昨今の少子化による生徒数の
減少により、必要な部員数を確保できない運動部が増加
傾向にあると言われている。平成23年度文部科学省白書
では、中学校の運動部所属率は男子75.1%、女子52.7%、
高等学校の運動部所属率は、男子57.2%、女子26.7%と
発表され、中学校から高等学校への所属率では、男子
が17.9ポイント、女子が26ポイントの減少が見られる。
鶴山ら（2005）によると、大学で運動部に加入する学生
は、高等学校よりもさらに減少し、運動部へ加入する学
生のほとんどは高等学校時代に実施していた種目である
ことから、高等学校までの運動経験が大学での運動部へ

の加入を規定していると述べている。大学生の運動部離
れが常態化しているが、これは体力面からも好ましくな
いことは間違いない。さらに、運動部（クラブ）活動の
みならず、大学は、1991年の大学設置基準大綱化以降、
大学体育授業を必修科目から選択科目へ移行させるケー
スが増えたため、体力水準を向上させるべき学生が、体
育授業をも選択しない結果にもつながり、ますます運
動・スポーツへの取り組みから遠ざかる要因となってい
ると考えられる。体育授業は仲間との様々な相互作用に
より成立（佐々木,2003）するもので、対人関係を構築
できる時間となり、授業を通し楽しさの共有が運動・ス
ポーツへの取り組みにつなげていく大きなステップであ
ると考えられる。
　また、Blumenthal et al.（1989）が運動前の心理的状
態が運動実施により抑うつの低減効果が高いと報告して
いることから、単に体力水準の向上のみならず心理的な
効果も運動・スポーツは担っていることは明らかである。
　筆者ら（2008）は、運動・スポーツを実施している大
学生は、実施していない大学生より積極的にスポーツの
情報を入手しているという結果やスポーツの実施時期が
早かった者ほどスポーツに対して高い意義を持っている
傾向が見られること、スポーツ後の気分の改善や対人
関係構築においてもスポーツは重要であること等を報
告した。今回の研究では、｢現在の運動・スポーツの実
施状況」をもとに、｢運動・スポーツの意義｣、｢運動・
スポーツによる気分｣、｢運動・スポーツにおける対人関
係｣、｢現在の健康状態」について分析を実施し、これら
の結果を今後の大学生の運動・スポーツ活動における方
向性や取り組みにへの指導に活用することを目的とした。

Ⅱ．研究方法
調査対象者

　大阪府下の４年制私立大学の学生を対象として、2012
年６月と11月に調査を実施した。対象者数は359名（男
子学生233名、女子学生120名、性別不明６名）である。
年齢は、男子学生19.4±1.4歳、女子学生19.1±1.1歳で
あった。なお今回の結果は、性別に関係なく統計処理を
行った。

調査方法

　体育の講義関連の授業時にアンケート調査に関する説
明を実施し協力を依頼した。説明後、調査用紙とマーク
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シートを配付し授業時間内にアンケート記入を終了し回
収を行った。

調査項目

　｢運動・スポーツの実施状況と健康に関する意識調
査」として、６分野（①過去の運動・スポーツ歴 ②現
在の運動・スポーツ実施状況 ③運動・スポーツの意義 
④運動・スポーツによる気分 ⑤運動・スポーツにおけ
る対人関係 ⑥あなたの健康状態)、全25項目におけるア
ンケート調査を実施した。今回の検討では６分野の中か
ら「①過去の運動・スポーツ歴」を除き、特に「②現在
の運動・スポーツ実施状況」の中の一つの項目である、
（現在、運動・スポーツを１週間に１回以上実施します
か）の回答をもとに、他の③～⑥の分野の項目について
分析を実施した。また各項目における有意差検定にはx2

検定を用いた。

倫理的配慮

　アンケート調査を実施するにあたり、調査用紙の表紙
に、個人情報の保護とデータ保管のルールについて明記
するとともに、口頭でも同様の説明を実施した。

Ⅲ．結　　果
　｢現在の運動・スポーツ実施状況」の項目の中から
（現在、運動・スポーツを１週間に１回以上実施します
か。(大学の体育授業は除く）の質問に対し、｢はい」と
回答した学生は109名（30.8%)、｢いいえ」と回答した
学生は245名（69.2%）であった。この回答を基本項目
とし以下との関係について分析を行った。

１．運動・スポーツの意義について

　運動・スポーツの意義については、①［運動・スポー
ツは、健康や体力作りに役立つと思いますか］ ②［運
動・スポーツは、老若男女にとって不可欠であると思い
ますか］ ③［運動・スポーツの技術を通して学べるこ
とは、将来に役立つと思いますか］ ④［運動・スポー
ツに使う時間は無駄であると思いますか］ ⑤［運動・
スポーツで物事に対する忍耐力が養えると思いますか］
の５項目を調査した。その集計結果は表１～５の通りで
ある。

Table１　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツの
意義⑴

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツは、健康や体力作りに役立
つと思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 87 22 0 0
いいえ 152 91 1 1

注：数値は度数，n＝354．

Table 2　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツの
意義⑵

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツは、老若男女にとって不可
欠であると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 60 44 5 0
いいえ 97 122 24 2

注：数値は度数，n＝354．

Table３　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツの
意義⑶

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツの技術を通して学べること
は、将来に役に立つと思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 54 42 12 1
いいえ 78 137 29 1

注：数値は度数，n＝354．

Table４　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツの
意義⑷

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツに使う時間は無駄であると
思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 3 4 45 57
いいえ 4 24 135 82

注：数値は度数，n＝354．
Table５　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツ

の意義⑸

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツで物事に対する忍耐力が養
われると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 55 48 5 1
いいえ 98 127 17 3

注：数値は度数，n＝354．

　[運動・スポーツを１週間に１回以上実施するか］と
[運動・スポーツは健康や体力作りに役立つかと思うか]
の項目間には有意な関係（x2(3)＝11.21，p<.05）がみ
られ、運動・スポーツは健康や体力作りに役立つと考え
ている（｢全くそう思う」｢そう思う」が全体の99.4％）
学生が大半であったが、現在、運動・スポーツを実施し
ている学生の方がより健康に役に立つと考えている結果
となった。
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　次に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施する
か］と［運動・スポーツは老若男女にとって不可欠であ
ると思うか］の項目間にも有意な関係（x2(3)＝8.88， 
p<.05）がみられ、運動・スポーツは老若男女にとって
不可欠であると考えている（｢全くそう思う」｢そう思
う」が全体の91.2％）学生が多かったが、現在、運動・
スポーツを実施している学生の方がより老若男女にとっ
て運動・スポーツは不可欠と考えている結果となった。
　また、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す
るか］と［運動・スポーツの技術を通して学べること
は、将来に役立つと思うか］の項目間にも有意な関係
（x2(3)＝11.24，p<.01）がみられ、運動・スポーツの
技術を通して学べることは将来に役立つと考えている
（｢全くそう思う」｢そう思う」が全体の87.8％）学生が
多かったが、現在、運動・スポーツを実施している学生
の方がより将来に役立つと考えている結果となった。
　さらに、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施
するか］と［運動・スポーツに使う時間は無駄である
と思うか］の項目間にも有意な関係（x2(3)＝13.69，p 
<.01）がみられ、運動・スポーツに使う時間は無駄で
はないと考えている（｢全くそう思わない」｢そう思わな
い」が全体の90.1％）学生が多かったが、現在、運動・
スポーツを実施している学生の方がより時間は無駄では
ないと考えており、運動・スポーツを実施していない学
生に無駄であると考えている者が若干みられた。
　最後に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す
るか］と［運動・スポーツで物事に対する忍耐力が養え
ると思うか］の項目間には有意な関係はみられなかった
（x2(3)＝3.57，n.s.)。運動・スポーツで物事に対する
忍耐力は養われると考えており（｢全くそう思う」｢そう
思う」が全体の92.6％)、現在、運動・スポーツを実施
している、いないに関わらず、その傾向に差がみられな
い結果となった。

２．運動・スポーツによる気分について

　運動・スポーツの気分については、①［運動・スポー
ツができる（上手くなると）うれしいですか］ ②［運
動・スポーツは、心身をリラックスさせる効果があると
思いますか］ ③［運動・スポーツの実施後は、心地よ
い気持ちになると思いますか］ ④［運動・スポーツの
実施後は、何となく寂しい感じがしますか］の４項目を
調査した。その集計結果は表６～９の通りである。

Table６　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
よる気分⑴

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツができる（上手になると）
うれしいですか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 86 21 2 0
いいえ 161 78 4 1

注：数値は度数，n＝352．

Table７　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
よる気分⑵

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツは、心身をリラックスさせ
る効果があると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

はい 31 62 13 3
いいえ 57 129 51 8

注：数値は度数，n＝352．

Table８　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
よる気分⑶

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツの実施後は、心地よい気持
ちになると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 41 51 15 2
いいえ 70 137 31 7

注：数値は度数，n＝352．

Table９　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
よる気分⑷

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。（大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツの実施後は、何となく寂し
い感じがしますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 5 16 56 31
いいえ 5 34 137 68

注：数値は度数，n＝352．

　[運動・スポーツを１週間に１回以上実施するか］と
［運動・スポーツができる（上手くなると）うれしい
か］の項目間には有意傾向（x2(3)＝6.59，p<.10）が
みられ、運動・スポーツができる（上手になる）とうれ
しいと感じており（｢全くそう思う」｢そう思う」が全体
の98.0％)、現在、運動・スポーツを実施している学生
の方がより運動・スポーツができるとうれしいと感じて
いる結果となった。
　次に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施する
か］と［運動・スポーツは心身をリラックスさせる効果
があると思うか］の項目間には有意な関係はみられな
かった（x2(3)＝4.42，n.s.)。運動・スポーツは心身を
リラックスさせる効果があると考えており（｢全くそう
思う」｢そう思う」が全体の78.8％)、現在、運動・ス
ポーツを実施している、いないに関わらず，その傾向に
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違いはみられない結果となった。
　また、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施する
か］と［運動・スポーツの実施後は、心地よい気持ちに
なると思うか］の項目間にも有意な関係はみられなかっ
た（x2(3)＝3.53，n.s.)。運動・スポーツの実施後は，
心地よい気持ちになると考えており（｢全くそう思う」
｢そう思う」が全体の84.4％)、現在、運動・スポーツを
実施している、いないに関わらず、その傾向に違いはみ
られない結果となった。
　最後に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す
るか］と［運動・スポーツの実施後は、何となく寂しい
感じがするか］の項目間にも有意な関係はみられなかっ
た（x2(3)＝2.06，n.s.)。運動・スポーツの実施後は，
寂しい感じにはならないと考えており（｢全くそう思わ
ない」｢そう思わない」が全体の82.9％)、現在、運動・
スポーツを実施している，いないに関わらず、その傾向
に違いはみられない結果となった。

３．運動・スポーツにおける対人関係への影響について

　運動・スポーツにおける対人関係への影響については、
①［運動・スポーツを通して、友人はできると思います
か］ ②［運動・スポーツによって仲間とのきずなを築
くことができると思いますか］ ③［運動・スポーツは、
対人に対する協調性を高めてくれると思いますか］の３
項目を調査した。その集計結果は表10～12の通りである。
Table10　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに

おける対人関係⑴

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツを通して、友人はできると
思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 72 34 3 0

いいえ 125 106 12 2

注：数値は度数，n＝354．

Table11　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
おける対人関係⑵

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。（大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツによって仲間とのきずなを
築くことができると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 63 40 6 0

いいえ 111 112 18 4

注：数値は度数，n＝354．

Table12　 現在の運動・スポーツの実施状況と運動・スポーツに
おける対人関係⑶

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

運動・スポーツは、対人に対する協調性を
高めてくれると思いますか。

全く
そう思う そう思う そう

思わない
全くそう
思わない

は　い 51 48 10 0
いいえ 91 131 19 4

注：数値は度数，n＝354．

［運動・スポーツを１週間に１回以上実施するか］と
［運動・スポーツを通して、友人はできると思うか］の
項目間には有意傾向（x2(3)＝7.55，p<.10）がみられ、
運動・スポーツを通して、友人ができると考えており
（｢全くそう思う」｢そう思う」が全体の95.1％)、現在、
運動・スポーツを実施している学生の方がより友人がで
きると感じている結果となった。
　次に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施する
か］と［運動・スポーツによって仲間とのきずなを築く
ことができると思うか］の項目間には有意な関係はみ
られなかった（x2(3)＝5.98，n.s.)。運動・スポーツに
よって仲間とのきずなを築くことができると考えており
（｢全くそう思う」｢そう思う」が全体の92.0％)、現在、
運動・スポーツを実施している、いないに関わらず、そ
の傾向に違いはみられない結果となった。
　最後に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す
るか］と［運動・スポーツは、対人に対する協調性を高
めてくれると思うか］の項目間にも有意な関係はみられ
なかった（x2(3)＝5.04，n.s.)。運動・スポーツは、対
人に対する協調性を高めると考えており（｢全くそう思
う」｢そう思う」が全体の90.6％)、現在、運動・スポー
ツを実施している、いないに関わらず、その傾向に違い
はみられない結果となった。

４．現在のあなたの健康状態について

　現在のあなたの健康状態については、①［現在のあ
なたの健康状態を自己評価すると…］ ②［現在のあな
たの体力レベルを自己評価すると…］ ③［あなた自身、
身体的な健康についての関心は…］ ④［あなた自身、
精神的な健康についての関心は…］の４項目を調査した。
その集計結果は表13～16の通りである。
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Table13　現在の運動・スポーツの実施状況と現在の健康状態⑴

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。（大学の体
育授業は除く）

現在のあなたの健康状態を自己評価する
と…
非常に
健康 やや健康 普通 やや

不健康

は　い 27 30 38 11

いいえ 26 46 97 64

注：数値は度数，n＝354．

Table14　現在の運動・スポーツの実施状況と現在の健康状態⑵

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

現在のあなたの体力レベルを自己評価する
と…
非常に
高い やや高い 普通 やや低い

は　い 5 26 40 31

いいえ 5 14 92 84

注：数値は度数，n＝354．

Table15　現在の運動・スポーツの実施状況と現在の健康状態⑶

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。(大学の体
育授業は除く）

あなた自身、身体的な健康についての関心
は…
非常に
ある ややある 普通 あまり

ない

は　い 32 47 21 6

いいえ 50 97 68 28

注：数値は度数，n＝354．

Table16　現在の運動・スポーツの実施状況と現在の健康状態⑷

現在、運動・スポーツを
１週間に１回以上実施し
ていますか。（大学の体
育授業は除く）

あなた自身、精神的な健康についての関心
は…

非常に
ある ややある 普通 あまり

ない

は　い 29 51 20 6

いいえ 65 85 75 15

注：数値は度数，n＝354．

　[運動・スポーツを１週間に１回以上実施するか］と
［現在の健康状態の自己評価］の項目間には、有意な関
係（x2(4)＝23.20，p<.01）がみられ、現在、運動・ス
ポーツの実施に「はい」と回答した学生は、健康である
と感じている者が多く（｢非常に健康」｢健康」が全体の
52%)、｢いいえ」と回答した学生は、やや不健康と感じ
ている者が多かった。
　また、［運動・スポーツを１週間に１回以上実施する
か］と［現在の体力レベルの自己評価］の項目間にも有
意な関係（x2(4)＝32.24，p<.01）がみられ、体力レベ
ルを低いと感じている（｢やや低い」｢かなり低い｣）学
生が約半数（48.4％）を占めているが、その中でも運
動・スポーツの実施に「はい」と回答した学生は「体力
レベルがやや高い」との結果が多く、｢いいえ」と回答
した学生は「体力レベルがかなり低い」との結果が多
かった。
　さらに、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す

るか］と［身体的な健康についての関心］の項目間にも
有意な関係（x2(4)＝9.76，p<.05）がみられ（｢非常に
ある」｢ややある」が全体の63.8％)、特に運動・スポー
ツの実施に「はい」と回答した学生の方が「いいえ」と
回答した学生よりも、身体的健康への関心は高い傾向が
みられた。
　最後に、[運動・スポーツを１週間に１回以上実施す
るか］と［精神的な健康についての関心］の項目間につ
いては統計的に有意な関係はみられなかった（x2(4)＝
7.31，n.s.)。身体的な健康への関心とほぼ同様の結果
となったが、統計的に有意ではなく、運動・スポーツ
の実施に関わらず、精神的な健康への関心（｢非常にあ
る」｢ややある」が全体の64.9％）は概ね高い結果が得
られた。

Ⅳ．考　　察
　平成25年１月調査の「体力・スポーツに関する世論
調査」(文部科学省）で、20歳～29歳の「現在の健康状
況」は、健康である（健康である＋どちらかといえば健
康である）が94.7%、健康でない（どちらかといえば健
康でない＋健康でない）が4.7%という結果が示されて
いる。
　ただ、｢体力の自信の有無」では、体力に自信がある
(体力に自信がある＋どちらかといえば体力に自信が
ある）が68.0%、｢運動不足を感じるか」では、感じる
(大いに感じる＋ある程度感じる）が82.2%と、この年
代は健康であると思いつつも、運動不足の認識が高くな
るとともに、体力への自信も減少傾向がみられる。今回
の調査結果でも、定期的な運動・スポーツをしている学
生は健康であると感じている者が多く、体力についても
高い傾向が示されている。
　体力向上や維持に関しては運動やスポーツの実施が不
可欠であるにも関わらず、世論調査で「この１年間に
行った運動・スポーツの日数」は、月に１～３日（年に
12日～50日）の実施が31.3%と最も多く、次いで週に１
～２日（年に51日～150日）が28.7%という結果が示さ
れている。また年に１～３日という者も8.0%みられる
ことから、同年代での運動・スポーツの実施率は決して
高くないといえる。これが、運動不足につながり、体力
の自信にも影響を及ぼしていると考えられる。
　今回、｢現在、運動・スポーツを１週間に１回以上実
施していますか。(大学の体育授業は除く)」という低い
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設問を設けたにも関わらず、運動を実施していないとい
う学生が69.2%もみられ、この数値は世論調査結果にも
オーバーラップする傾向があると考えられる。また同年
代の世論調査で運動・スポーツを行わない理由として、
「運動・スポーツは好きではないから」という回答が
26.3%みられる。好きではないから実施しないとなると、
今後のライフステージにおいてますます運動・スポーツ
への取り組みは遠ざかることは明らかであると考えられ
る。今回の調査結果でも、運動・スポーツは体力面の向
上や老若男女のどの年代にとっても必要であるとの認識
が統計的に有意であることが示され、学生たちは運動・
スポーツへの取り組みの重要性は認識しつつも、実際の
行動には至っていないのが現状である。これは、むしろ
今現在の問題であるというより、幼少期からの身体活動
への取り組みに問題があることを示唆しているのではな
いだろうか。
　大学生の体力低下問題では、大学生活および日常生活
のライフスタイルの見直しで運動・スポーツに取り組
む時間の確保は可能と考えられる。相澤（2014）らは、
89%の大学生が運動の重要性を認識しており、大部分の
大学生は「自分の運動不足を大いに感じる｣、｢ある程度
感じる」と回答しているが、実際の運動の習慣化までに
は至っていないと報告している。今回の調査でも同様の
結果が得られており、今後、大学生全体にわたり運動・
スポーツの習慣化を定着させることが、これからの健康
の保持・増進ひいては生涯スポーツの獲得につながると
思われる。その一翼を担うのが大学教育のなかでの体育
実技（授業におけるスポーツ活動）であると考えられ、
学生たちが興味関心を持ち、実行しやすい体育（スポー
ツ）カリキュラムの充実やその教育効果の検証、さらに
心身への効果等、総合的な指導環境の構築が急務であり、
その成就が健康行動の第一歩であると考えられる。

Ⅴ．まとめ
　大学生359名（男子学生233名、女子学生120名、性別
不明６名）に、｢運動・スポーツの実施状況と健康に関
する意識調査」を行った。６分野25項目の調査内容から、
｢現在の運動・スポーツ状況」より（現在、運動・ス
ポーツを１週間に１回以上実施しますか）の回答をもと
に、｢運動・スポーツの意義｣、｢運動・スポーツによる
気分｣、｢運動・スポーツによる対人関係｣、｢あなたの健
康状態」の４分野のアンケート調査を実施し分析を行っ
た。各項目の有意差検定にはx2検定を用いた。

　各分野・項目の中から１%水準で高い有意差がみら
れた内容は、｢運動・スポーツの意義」の項目より、運
動・スポーツの技術を通して学べることは将来に役立つ
と考えており、1週間でより多くの回数を実施している
学生ほど、その傾向が高い結果が得られた。また、運
動・スポーツに使う時間は無駄ではないと考えており、
１週間でより多くの回数を実施している学生ほど、その
傾向が高い結果が得られた。また「あなたの健康状態」
の項目より、現在の健康状態の自己評価では、運動・ス
ポーツを実施している学生は健康であると感じており、
していない学生はやや不健康と感じている傾向が高かっ
た。さらに、現在の体力レベルの自己評価でも、運動・
スポーツを実施している学生は体力レベルがやや高く、
実施していない学生はかなり低いという傾向がみられた。
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論　　文

追手門学院大学トレーニングセンター（追fi t）が果たす役割
－スポーツ外傷・障害の処置におけるケアルームの有用性と利用の実際－

田　中　淳　也 千　葉　英　史

追手門学院大学 追手門学院大学

The role played by the athletic training center of Otemon Gakuin University
－Usefulness and usage of the athletic trainers room in treatments of sports injuries and disorders－

Junya TANAKA Eiji CHIBA

Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University

Keywords：スポーツ外傷，スポーツ傷害，トレーニングセンター，アスレチックトレーナー

Abstract
　Athletic club students will be surveyed about the activities and usefulness of the training room and about the 
importance of the trainer’s leadership role in care and conditioning. The results will help to encourage health 
promotion and improve sports performance for future users, and will be useful for the trainers here as well.

Keywords：sports injuries，sports disorders，training center，athletic trainer
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Ⅰ．はじめに
　2014年１月からトレーニングセンター（愛称：追fi t）
が竣工し、３月よりケアルームの利用が始まった。2014
年１月から2015年12月までの２年間のトレーニングセン
ター利用者数は延べ45,629名にのぼる。
　2015年の利用者総数は、12月末現在で25,818名であ
る。１日の平均利用者数は91.6人である（オープン日
数：282日)。2014年は、総数19,811名、１日平均73.4人

　また、一般学生の利用者数も伸びてきており、2015
年１月時点ではわずか２%であったが同年12月現在では
10%を超え、平均10.3%に上っている。
　一方、センター利用者の中で、ケアルームを利用する
者は前年に比べて大幅に減少している。総数では、2014
年は5,287名だったのに対し、2015年は,873名となって
いる。2014年の３月にケアルームがオープンしたことを
考慮し、両年の利用者数をオープン日数（2014年：239 
日、2015年：282日）で除して、１日あたりの利用者数

であり(オープン日数：270日)、センター全体の利用者
数がこの１年間に大きく伸びている。特に、年度末や年
末のオフシーズンにおける利用が前年同月比で増えてい
る。その背景として各体育系団体が強化に力を入れてい
ることが挙げられる。女子スポーツ（女子ラグビー、女
子サッカー、チアリーディング、チアダンスなど）を筆
頭に強化指定団体のフィジカルトレーニングの積極的導
入が利用者数増加の要因ではないかと考える。

で比較すると、2014年の22.1人に対して2015年は10.2人
であった。利用者が半減していることがわかる。このこ
との要因として、利用方法の変更（ケアルームの予約制、
ケアルームで行う施術の判断基準の統一。セルフケア及
びセルフコンディショニングの指導など）が挙げられる。
この利用方法の見直し、変更によって、必要なケアに十
分な時間をかけられるようになったと考えている。
　トレーニングセンターでのトレーナーの役割は多岐に
わたる。まずは施設管理（安全面などの管理、運営）を

図１．過去２年間のトレーニングセンター利用者数（月間集計)

図２．過去２年間のケアルーム利用者（月間集計)
※ケアルームは、2014年３月開設
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行う。その上で、トレーニング指導、リハビリテーショ
ン指導（コンディショニング含む）、グラウンドでの突
発的な怪我への応急対応、そしてケアルームでのケア及
び処置を行う。特にケアルームでの活動は、スポーツ外
傷・障害への適切な対応や、利用者のコンディショニン
グの充実を図ることが重要となる。そのためには、事例
を積み重ね、ケア内容を検証することが必要となる。
　そこで、我々は2015年4月1日から現在まで、ケアルー
ムで行った施術、トレーナーが関ったリハビリテーショ
ン及びコンディショニングについて、外傷例別にデータ
を蓄積した。本報告では、これらのデータを基に、追手
門学院大学トレーニングセンター（追fi t）が果たす役割
について、特にスポーツ外傷・障害への処置の観点から、
ケアルームの有用性と利用の実際について述べる。

Ⅱ． ケアルームの利用とトレーナーのリハビリ・
コンディショニングの実際

１．ケアルーム利用者数

　2015年４月から12月までのケアルーム利用者総数は、
2,125名で、１日平均利用者数は9.9人であった（オープ
ン日数：215日)。2015年４月１日からは、ケアルームの
利用者数に加えてトレーナーによるリハビリ・コンディ
ショニング総数および外傷別の利用者数などの記録をと
り、集計を行った。トレーナーが、ケアが必要であると
判断したスポーツ外傷と障害は、合計115件あり、これ
らを統計処理の対象にした。

２．柔道整復師（トレーナー）が施術できる外傷別の割合

図３．ケアルームで施術したケースの外傷別割合（ｎ＝115)

　図３では柔道整復師（トレーナー）が施術できる外傷
別に集計を行った。捻挫（33％）が最も多く、続いて肉
離れ（18％）であった。骨折、脱臼なども応急処置等を
行うが、コンタクトスポーツでの受傷が多く、重度の場
合が多い。その為、病院に引継ぎ治療及びリハビリテー
ションを行うことが多く、ケアルームで施術する割合は
低くなっている。
　米国では足関節捻挫は全てのスポーツ損傷の中で約
15%を占めているといわれている。また、米国内での
足関節捻挫による受診は2002年から2006年の５年間で
3,140,132件であると報告されている１)。足関節捻挫は
特にバスケットボール、バレーボール、サッカーなどの
選手に多く見られる。多くの患者は完全に回復するが、
陳旧化すると痛みや不安定性（関節弛緩）の症状が増
大して、約20%～40%の患者に障害が残るといわれてい
る２)。こういった不安定性（関節弛緩）を有する者が外
傷を受けやすい３)４)と先行研究では述べられている。足
関節捻挫でケアルームに来る学生の特徴として、初めて
捻挫を起こして来たケースは少なく、いずれも今までに
受傷したことがあるケースがほとんどである。この背景
として、日本では足関節捻挫に対する認識の低さが要因
ではないかと考える。新鮮足関節外側靭帯の損傷で、代
替医療での初期治療が46%であった５)。多くは、アイシ
ングをして、その後マッサージを受け、２～３週間ほど
で痛みが取れたら復帰している５)。足関節捻挫での合併
症（有痛性三角骨など）が見落とされているケースがた
びたび見られ、長い間足関節の違和感や痛みで競技に支
障をきたすケースも報告されている。また、コンタクト
スポーツでの捻挫は重症なケースが多く、靭帯の断裂や
剥離骨折、骨挫傷などを伴っているケースがたびたび見
られる。
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３．部位別による外傷の割合

図４．部位別外傷割合（ｎ＝115)

　外傷部位別で見ると、最も多いのが足部（35％）、次
いで大腿部（19％）、膝（16％）の順となっている。最
も多い足部での外傷は、115件中約40件であるが、その
うちの35件が足関節の捻挫になっている。2番目に多い
大腿部では肉離れが16件、打撲が4件となっている。

４．トレーナーによるリハビリ・コンディショニング実績

図５．リハビリ・コンディショニング指導（外傷別集計)(ｎ＝516)
（ ハムストリング：大腿二頭筋，ACL：前十字靱帯，MCL：内側側副
靱帯，LCL：外側側副靱帯，OPE：手術）

　リハビリ・コンディショニング指導の総数は516件
（2015年12月25日現在）である。図５が示すように、最
も多いのが膝ACL断裂OPE後リハビリ（49％)、次いで

足関節捻挫（26％）である。
　膝ACL損傷は、多くが観血的療法（手術による靭帯
再建術）の対象となっており、復帰までに長期間を要す
ることが多い。その理由は損傷部位が膝関節内に存在し、
他部位からの側副血行が乏しいため、断裂すると縫合し
ても血流が途絶したままになり、再接着しにくいからで
ある。そもそもACLは、膝関節内で大腿骨側の外側部
から脛骨側の内側部に走行する靱帯、２束が一体になっ
ている。その機能はスポーツ活動において、ジャンプ、
着地、ダッシュ、ストップ、カット、ツイスト（ピボッ
ト）などの動作で発揮され、膝関節の下腿前方移動と下
腿の内旋動揺性（捻り）や、特にピボット時の膝関節を
安定させるストッパーの役目を果たしている。したがっ
て、これらのACLの機能は、多くのスポーツ動作にお
いて非常に重要な役割を果たしている。観血的療法（手
術による靭帯再建術）により60～70%の症例が受傷前の
スポーツレベルまで復帰できるとされている６)。
　アスリートにとってOPE後のケアを含めたコンディ
ショニングが予後を大きく左右する場合が多いといわ
れている７)。図５に示すとおり、ケアルームにおいては、
OPE後の競技復帰に向けてのリハビリ・コンディショ
ニング指導が多い。特に、膝ACL断裂と肩関節脱臼の
OPE後ケアが大半を占め、その割合は全体の59％にあ
たる。

Ⅲ．ケアルームでの施術の実際
　現在、ケアルームでは主に２名のトレーナーがケアに
当たっている。ルームには、施術ベッド２台、伊藤超
短波3D刺激装置（ES‒525)、伊藤超短波超音波治療器
(UST‒770・LIPS）などを備え付けている。これらの装
置を用いた治療を徒手療法などと組合せたり、鍼灸治療
などを取り入れたりしながら施術を行っている。
　骨折、靭帯損傷に対してはUST‒770・LIPSなど、筋
肉疾患系にはES‒525を使用している。
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復帰

ケア リハビリテーション

処置 鑑別

受傷

図６．ケアルームでのスポーツ活動復帰までの流れ

　受傷から処置、鑑別に至るまで、特に重大な怪我に対
しては病院搬送が必要であるかどうかを判断して対応し
ている。また、外傷への対応は、似たようなものでも同
じ対応になることはなく、トレーナーの判断における臨
機応変さが求められることが多い。

図７．ケアルームでの処置とケア

図８．ケアの施術風景

Ⅳ．トレーナーの役割
　本来トレーナーは、スポーツ傷害の予防、スポーツ現
場で起こる突発的なスポーツ外傷などの応急処置、ス
ポーツ傷害の治療・リハビリテーションを含む再発予防
を主な役割として、ストレングストレーニング、栄養学、
応急処置、リハビリテーションなどのスポーツ医学的な
幅広い知識を持った上で選手のサポートを行う職業であ
る。
　スポーツ現場において、トレーナーとして活躍してい
る人の活動形態は様々である。理学療法士、鍼灸師、柔
道整復師など、主に治療系の活動をしているトレーナー
や、パフォーマンス向上に対してアプローチし、トレー
ニングを指導するストレングストレーナー、また治療と
ストレングスの両方を行っているトレーナーなど、その
形態は統一されていない。
　民間団体のトレーナー資格には、日本体育協会公認ア
スレティックトレーナー（AT）や、日本ストレングス
＆コンディショニング協会公認資格（NSCA）などがあ
る。トレーナーの定義や解釈は、トレーナーの立場や資
格によって異なっていると考えられる。
　本施設のトレーナーの役割は多岐にわたる。その中で
も選手に対するケアやコンディショニング（リハビリ
テーションなど）の指導は、非常に重要な任務と考えて
いる。特に力を注いでいることは、怪我をしない身体作
りの指導である。選手は、まず、各スポーツ競技の特性
に応じて求められる身体能力（ベースとなる能力）を獲
得しなければならない。そして、それらの維持向上を図
りながら、選手としてのパフォーマンスを発揮していく。
その中で、トレーナーはウォーミングアップ、クーリン
グダウンの必要性や筋肉のメカニズム、補強すべき体力
要素などを説明し、個々の選手の強化に適した指導を行
う。栄養面（食事や間食、補食など）などのサポートも
行う。これらを継続することがスポーツ外傷・障害の発
生の予防につながると考えている。こういった個別的か
つ継続的な取り組みがトレーナーにおける最も重要な取
り組みであると考える。

Ⅴ．ケアルームの有用性について
　本学の体育会に所属する学生（以下、体育会学生と
記す)、80名にアンケートを実施した。体育会学生の
97.5％はトレーニングセンターにケアルームが併設され
ていることを認知している。また、ケアルームを利用し
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たことがある体育会学生は86.3％と非常に高く、アン
ケートに回答したほとんどの体育会学生が利用してい
る。また、設置されていて良かったと答える体育会学生
は92.5％であった。｢練習などが遅くなってもケアをす
る事が出来る」｢少しの違和感でも相談、対処が出来る｣
｢病院に行かなくてよい」などの意見が上がっている。
また、｢すぐ見てくれる」との回答が13.8％、｢治りが
早くなった」が11.3％、｢こういった施設があると助か
る」が6.3％であった。無回答は15％であった。これら
の結果から、ケアルーム利用の一定の成果は出ていると
言える。
　本トレーニングセンターではスポーツ外傷・障害に対
する適切なコンディショニングや指導など、ケアに対す
る意識向上、啓発にも力を入れている。前項のトレー
ナーの役割で記した、ウォームミングアップやクーリン
グダウンの重要性や食事面のアドバイスなどである。そ
ういった取り組みの成果と考えられるが、多くの体育会
学生が「(ケアルームを利用する前に比べて）ケアに対
する意識が変わった」と答えている（86.3％)。スポー
ツ選手、アスリートの育成においては欠かせない、ケア
の取り組み。その重要性を選手に伝え、指導することも
また、トレーナーの仕事の一部であると考える。
　また、そういったトレーナーによる指導、アドバイ
スが役に立ったと答えた体育会学生は91.3％に上った。
その中の回答で「ケアの必要性、ケアの仕方やセルフ
ケア、予防策などを教えてくれた」との回答は27.5％、
｢パフォーマンスの向上につながった」は16.3％であっ
た。その他にも「指導が的確」と答えた者が6.3％、｢専
門的な知識を知っていて相談しやすい」が５％であった。
また、ケアルームを利用したことのある体育会学生で、
継続的に利用しようと考えている学生は86.3％に上って
いる。
　これらのアンケート結果から、体育会学生のケアルー
ムに対する評価は高く、施術するトレーナーへの信頼度
も高いことがうかがえる。また、体育会学生は普段の練
習や試合でスポーツ外傷・障害を負う可能性が高く、強
化の度合いに比例して、今後もトレーナーの必要性やケ
アルームの有用性が高まって行くことが明らかである。

Ⅵ．最 後 に
　今回のアンケート結果から、ケアルームなどでの各ト
レーナーの取り組みが一定の効果をもたらし、競技に役

立つとともに、体育会学生のケアに対する意識レベルを
高めていることが明らかとなった。また、これらのデー
タから、ケアルームとトレーナーの必要性は明らかであ
り、今後も継続して取り組みを行うことによって利用者
の健康や競技能力の向上を図ることができると考えてい
る。さらに、今後は、サービスの内容をより充実させ、
幅広く行うことが必要になってくると考えられる。幅広
くニーズに対応することで、ケアルームを利用したこと
の無い利用者などへのサービス提供もできる。トレー
ナーにおいては、処置をするスポーツ外傷・障害の症例
数が増え、経験を積むことができるため、これからの利
用学生へのさらなるサービス向上に努めることができる。
しかし、現実的には、ケアルームにおける慢性的な人員
不足により、幅広いサービスを提供することが難しく
なっている８)。こうした問題を解決するための工夫が引
き続き求められるものの、実績を積み重ね、データを蓄
積しながらトレーナー活動を継続することが、今後のト
レーニングセンターとケアルームのサービス向上、また、
利用者の更なる健康増進や競技能力向上につながると考
えている。
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論　　文

スポーツ運営を機能させる５つの要素

吉　田　良　治
追手門学院大学

The Five Key Functions Success in Sports Management

Yoshiharu Yoshida
Otemon Gakuin University

Abstract
　The primary objective of this study is to introduce how to develop the sports events, building the athletic program 
in order to reduce the problems about what Japan can turn to for an economic lifeline after 2020 Tokyo Olympics and 
Paralympics by using new wave sports management methods. Also providing life skills program for student-athlete is 
very important. To achieve in both academic and athletic fi eld at the collegiate sports, it would be the total discipline 
of time to prepare for life after sports for student-athletes. These are keys to success for 2020 Tokyo Olympics and 
Paralympics. 

Keywords： Sports Management, Sports Business, Community Outreach, Second Career, 2020 Tokyo Olympics 
Paralympics, Olympics Regency, Risk Management, Life Skills

※吉田良治（追手門学院大学客員教授，スポーツ研究センター）
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１．はじめに
　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の
開催に向け、競技施設の建設、選手の強化など、ハード
とソフトの両面での取り組みが進み始めている。2015年
はメイン会場となる新国立競技場建設問題のコストの高
騰、エンブレムのコピーなどの問題が浮上し、オリン
ピック熱の急激な冷え込みを招き、新国立競技場の建設
計画は計画の白紙・見直しとなり、新たな建設開始時期
の大幅な遅れから、当初予定していた2019年ラグビー
ワールドカップで、新国立競技場の使用が不可能となっ
たほか、決定していたエンブレムの使用が中止となり、
新たなエンブレムのデザイン募集をすることとなった。
　スポーツが国威発揚という時代もあったが、国の借金
が1,000兆円を超える時代に、国家プロジェクトという
位置付けのオリンピック開催のためであっても、何から
何まで国に運営資金を依存するのではなく、スポーツ界
が独自に運営資金を賄うことが重要となる。1984年ロス
アンゼルス大会以降、オリンピックが商用化に舵を切っ
た大きな要因として、開催国の費用負担により大会後、
国の財政の悪化を招かないためでもあった。また、2011
年３月11日に起こった、東日本大震災の復興も道半ばに
ある中、オリンピック関連の建設を優先し、復興事業が
後回しになる懸念もある。2013年９月７日にアルゼン
チンのブエノスアイレスで開かれたIOC総会で、2020年
オリンピック・パラリンピックの東京開催が決定。その
後の記者会見において安倍首相は、『2020年の東京オリ
ンピック・パラリンピックでは、東日本大震災からの復
興を見事に成し遂げた日本の姿を、世界の中心で活躍す
る日本の姿を、世界中の人々に向けて力強く発信してい
く。それこそが今回の東京開催決定への感謝の気持ちを
表す最善の道であるとそう考えます｡』と冒頭に発言し
ている。一国のトップである首相が発した発言として大
変責任が重いと言える。オリンピック開催で震災復興が
後回しになっては、日本でオリンピック開催する価値も
低下する。1964年の大会では、日本は第二次世界大戦か
らの復興した姿を世界に示した。しかし、日本の1,000
兆円を超える赤字、つまり赤字国債発行の始まりは、前
回1964年東京オリンピック後、1965年の昭和40年不況か
ら始まった。今回の2020年東京オリンピック・パラリン
ピックにおいても、大会開催がきっかけでさらなる不況
を招き、東日本大震災や福島の原発事故という大災害か
らの復興が遠ざかることはあってはならない。東日本大

震災や福島の原発事故の復興は、その実現を最優先に取
り組むべき課題でもある。
　近年海外からの観光者の増加と“爆買い”による経済
効果から、2020年東京オリンピック・パラリンピック開
催時には、さらなる海外からの外国人観光者の増加とそ
の経済効果に期待が集まっている。宿泊施設や交通イン
フラなどで新たな建設需要が必要となる上、1964年東京
オリンピック当時に建設された交通インフラなどは、老
朽化による補修工事の時期にもあり、スポーツ競技施設
以外の建設や改修整備事案も多い。国、地方自治体、そ
してスポーツ団体それぞれが役割を分担し、個々の責任
において事業運営を行っていくことが求められる。
　本研究においては、2020年東京五輪・パラリンピック
に向け、今日本で浮き彫りとなっているスポーツ運営に
関する課題について、５つのキーワードから問題解決の
糸口を探るものである。

２ ．プロジェクト管理がスポーツ運営に必要
な要素を整える

　今日多くの組織が導入しているプロジェクト型マネー
ジメントにおいて、必要なリソースを整えることは、組
織運営において最初に行うべき事案である。プロジェク
トにとって必要なリソースとは、資金、人材、物である。
この３つのリソースとプロジェクト遂行における絶対条
件、開始日と終了日を定めたプロジェクト期間の設定が
必要である。
　スポーツ運営をプロジェクトとしてとらえる上で、
2020年東京五輪・パラリンピックの準備、特に新国立競
技場建設問題を取り上げると、その流れが明確になる。
平成27年に起こった新国立競技場建設（ザハ・ハディド
案）が白紙撤回に至った問題において、このプロジェク
ト管理の３つのリソースが明確になっていなかったこと
が最大の失敗であった。ここでは３つのリソースのうち
特に“資金”にフォーカスをしてみる。
　新国立競技場建設問題におけるリソースのうち資金、
つまり新国立競技場建設費については、見直し後に決
まった予算として、現時点で1,581億円のうち国が791
億円、都が395億円、残りを日本スポーツ振興センター
（以後JSC）が負担することが決まっている。しかし、
それらの財源は国の税金投入が359億円で、残りの432億
円はtotoの収益に頼ることになる。JCSの負担分の395億
円の財源もtotoの収益となるため、建設費の全体の半分
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以上が、totoの収益頼みということになる。国の借金で
ある国債残高も1,000兆円を超える今、何から何まで税
金にすがることはできないが、元々選手育成のために使
う財源だったtotoの収益から、多額の資金を新国立競技
場建設につぎ込むことも、国民からの支持はそう簡単に
受けることも難しい。国の税金やtotoといった、スポー
ツそのものから生み出されないものを財源にしている時
点で、スポーツを発展させることはでない。
　スポーツビジネスの活性化を目的に平成28年２月２日、
経済産業省とスポーツ庁が「スポーツ未来開拓会議」と
名付けられた有識者会議を立ち上げた。会議の最後にス
ポーツ庁の鈴木大地長官が、｢赤字の施設が多いという
スタジアムが黒字になるようなシステムができれば、ず
いぶん変わってくると思う。『スポーツが“お金がかか
る！”というのではなく、‶スポーツでお金を稼ぐ！”
という空気を国が発信して作っていくことが大切だ！』
と述べた。国のスポーツ行政の長として、まずスポーツ
界の自立に向けた第一歩を踏み出す決意が述べられたこ
とは、高く評価できる。スポーツ界がどう自立して取り
組めるか、その具体化ができると、ここで取り上げてい
るプロジェクトの３つのリソースの１つ“資金”につい
て明確化できる。
　では具体的にどのようにスポーツ界が自立して資金を
生み出していくのか、そのためにはスポーツをビジネス
として成立させることである。それは他のどの分野のビ
ジネス“企業が物を作って売って収益を上げる”と何
ら変わりない。まず最初に取り組むべきことは、プロ
ジェクトの３つのリソースをうまく機能させることであ
る。そこでモデルとなるのはアメリカの大学スポーツを
上げてみる。1980年にジョージア工科大学の体育局長に
就任したホーマー・ライス氏は、当時体育局年間予算は
210万ドルで、その年は34万5,000ドルの赤字あった。２
年後には倍の500万ドルを超える予算規模の組織となり、
1985年には予算1,000万ドル、200万ドルの利益を上げる
に至り、2012年には予算5,890万ドル規模のスポーツ団
体へと進化していった。
　1980年当時ジョージア工科大学は、アメリカの大学ス
ポーツ１部リーグで最も劣悪なスポーツ環境下にあった。
ホーマー・ライス氏が改革として最初に取り組んだのは、
優秀な人材の採用である。そして全米で最も劣化したス
ポーツ施設の改修、つまり物を整えることであった。プ
ロジェクトにおける人・物・金の３つのリソースを機能

させることが、体育局改革の柱となったのである。プロ
ジェクトの3つのリソースを使い、３つの５カ年計画を
立案した。最初の５年でリーグトップのスポーツプログ
ラム化、次の５年で全米一のスポーツプログラム化、そ
して最後の５年で世界最高のスポーツプログラム化を成
し遂げる計画を立てた。つまりプロジェクトの時間軸に
置き換えたのである。また計画立案には正しい方向性や
組織運営・経営方針を明確にし、プロジェクトの考えに
則って計画を立てていったわけである。
　二つ目のリソースである“人材”の採用には、スポー
ツ指導と体育局運営の両面で、それぞれの分野のプロ
フェッショナルを採用していく。ビジネスにおけるプロ
ジェクトと同様、それぞれの分野のプロフェッショナル
が、個々の責任分野の責務を全うすることは、スポーツ
ビジネスにおいても何ら変わることはない。ジョージア
工科大学体育局においても、各スポーツチーム専属の指
導体制や、体育局全体の運営を率いるプロフェッショナ
ルな人材の採用が重要であった。大学スポーツの場合、
プロジェクトを取り仕切るプロジェクトマネジャーに当
たるのは体育局長となる。
　そして３つ目のリソース、‶物”はスポーツ施設の充
実である。優秀な指導者がいても、活動する施設が粗末
であれば、優秀な選手の進学を獲得する上でマイナスと
なる。整備された最新鋭の施設で、最高の指導を得るこ
とは、選手にとって最も魅力的なものとなる。アメリカ
の大学スポーツの場合、大きな収益となるのはアメリカ
ンフットボールと男子バスケットボールである。この二
つの競技施設の整備とスポーツ活動の充実により、チー
ム強化を図ることは、大学体育局の収入増に直結する。
そのためまずこの二つのスポーツに絞って設備投資をす
ることが重要となる。体育局が赤字からのスタートで、
設備投資の財源となるのは、卒業生や企業などからの寄
付を募ることになる。
　寄付を募る上で最も重要なことは、プロジェクトマネ
ジャーの体育局長が示す経営方針である。ホーマー・ラ
イス氏の場合、ジョージア工科大学の体育局スポーツ
は、‶卒業後社会に役立つ優秀な人材として、アスリー
トにトータル・パーソン・プログラム（人材育成プログ
ラム)”を提供することを柱とした。スポーツ競技の成
績のみを高めるのではなく、大学の本分である学業成績
を高め、卒業後はスポーツ界に限らず、いかなる分野
に進んでも社会に役立ち、成功する人材育成を目指し
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たのである。後にトータル・パーソン・プログラムは、
全米大学体育協会（NCAA）が全米の大学へ推奨した
CHAMPS Life Skills Programのモデルともなり、それ
が第二期５カ年計画である、全米ナンバーワンのスポー
ツプログラム達成を証明するものとなった。

図１． ジョージア工科大学アメリカンフットボールスタジアム
内にある、トータル・パーソン・プログラムをはじめと
した体育局の中枢オフィスのあるホーマー・ライス・セ
ンター（著者撮影）

　最後の５年間で成し遂げたものとして、世界水準のス
ポーツプログラムの達成で、特に注目すべきは1996年ア
トランタオリンピックにおいて、複数の競技施設を大学
キャンパス内に建設し、大会後大学の施設として使用し
たことである。2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クに向け、新国立競技場建設をはじめ、様々な競技施設
の整備費が高騰し、大幅な見直しが迫られることになっ
た。近年国や地方自治体の税金の使い方に対する国民の
目は厳しい。特別国債による国の借金は1,000兆円を超
え、大会後の維持運営の道筋が不透明なスポーツ施設建
設に、国民の理解が得られないまま推し進めることは許
されない。1996年アトランタ大会ではジョージア工科大
学キャンパス内にボクシング会場と水泳競技場、そして
選手村を建設した。大会後ボクシング会場をバスケット
ボールアリーナに、水泳競技場は改修工事を経て総合
フィットネス施設に、さらに選手村は学生寮として再利
用されることになった。今もそれらの施設はオリンピッ
クレガシーとして利用されている。建設費用も水泳競技
場は、アトランタオリンピック委員会から総工費の20％
しか支給されなかったため、残りの費用を大学で工面す
ることになった。

図２．1996年アトランタオリンピックで使用された選手村
　　　（現ジョージア工科大学学生寮）(著者撮影）

図３． 1996年アトランタオリンピック水泳競技場を基に作られ
た総合リクリエーションセンター（著者撮影）

　1984年ロスアンゼルスオリンピック大会以降、アメリ
カで行われてきたオリンピックでは、競技会場の多くは
大学の施設を利用し、基本的に国や開催都市の税金投入
をすることはまずない。2024年の招致に動いていたボス
トン市（最終的に招致を辞退）も、競技施設への税金投
入は行わず、ボストン市周辺の大学のスポーツ施設を活
用することがベースとなっていた。地方行政は交通イン
フラなどの整備、国の役割はセキュリティ、それぞれの
役割は明確になっていた。ISテロなどセキュリティとい
う課題が大きくなっている中、全てを国に頼っていては、
これからのスポーツイベントの開催は成り立たない。国、
地方行政、そしてスポーツ団体が、それぞれの持ち場を
プロフェッショナルとして、責務を全うできる体制づく
りを確立することは、まさにプロジェクト管理の理念に
基づいたものと言える。
　第50回スーパーボウルにおいて、国の担うセキュリ
ティ対応としては、連邦政府、州政府そして地元自治体
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など、合わせて60もの関係機関が連携し、スタジアム内
および周辺警備を行った。特にFBIやシークレットサー
ビスをはじめとした約20の連邦政府機関、地元警察や州
兵、SWATチームなどの州政府及び地元の捜査機関（ス
タジアム上空をF16戦闘機などが警戒警備、スタジアム
内には爆破物探知犬の巡回監視、スタジアム内に顔認証
システムを設置、ドローン対応のヘリコプター、スタジ
アム周辺では州兵による警備など）がその中心となった。

３．スポーツのビジネス化
　先にも取り上げたように、スポーツ未来開拓会議で
スポーツ庁の鈴木長官による発言、『スポーツが“お金
がかかる！”というのではなく、‶スポーツでお金を稼
ぐ！”という空気を国が発信して作っていくことが大切
だ！』にあるように、これまで日本のスポーツ界はビジ
ネスでの成功体験が少ない。プロスポーツとしては野球
やサッカー、そして大相撲などは、まだ自立できている
方だが、それ以外のスポーツでは多くは支援する企業の
バックアップがないと、運営ができないところが多い。
　2015年にラグビーワールドカップで、日本代表が強豪
南アフリカに勝利したことで、日本のラグビーブーム再
炎となったが、トップリーグ開幕戦では観戦チケットが
完売していたにもかかわらず、スタンドに空席が目立っ
たことで浮き彫りとなったことは、チケットの多くが
チームを支援する企業の割り当て分として扱われ、企業
に配られたチケットが使用されず、試合当日観戦に訪れ
た一般の観客に、観戦チケットが供給できなかったこと
で起こった現象である。日本のスポーツの多くはリー
グ戦などの公式戦であっても、試合会場となるスタジ
アムを一般客で埋め尽くすほどの競技は、プロ野球やJ
リーグなど、自立できているプロスポーツに限られてい
る。そのためそれ以外の多くのスポーツ競技においては
チーム運営、リーグ運営における費用の多くは協賛企業
からの支援金で賄われているのが現状だ。ラグビー界も
長年選手を大手企業で社員として受け入れ、雇用とス
ポーツ活動をバックアップしてきた歴史がある。近年選
手のプロ化が進んできたと言っても、運営基盤はプロス
ポーツとして自立できているわけではない。企業が大量
にチケットを購入し、福利厚生の一環として一般社員な
どに配布し、試合観戦を促すと言った形で、企業スポー
ツの支援が長く続いてきた。ワールドカップの活躍か
ら、ラグビー人気の盛り上がりを予測できれば、企業に

配るチケットを一般販売へ回すと言った対応がもっと早
くできないのか？という批判もあったが、急な盛り上が
りでプロ野球やJリーグなどの人気スポーツ並の対応を、
これまで経験のなかった日本ラグビー協会へ求めるのも
無理があると言える。チケットの支援企業への割り当て
は、長年チームを多額の資金支援してきた企業が買い支
えてきた証しでもあり、もし安定した入場者が確保でき
ない場合は、リーグ運営が破たんすることになりかねな
い。むしろワールドカップで活躍した盛り上がりをさら
に安定させる上で、支援企業が割り当てチケットを無駄
にせず、社員の動員を働きかけるべきだったのであろう。
今後は企業割り当てのチケットを企業の福利厚生の社員
優待チケットとせず、企業もしくは所属チームが独自に
一般販売できる仕組みを構築することも必要だろう。割
り当てチケットを所属企業やチームで販売できれば、そ
の売り上げがそのまま収益に直結し、チームの自立へと
繋げていくことができるからである。2016年２月に日本
ラグビー協会の発表によると、2015年度は最終的に約
４億円の赤字となる見通しとのこと。イングランドワー
ルドカップをはじめ男女日本代表の国際試合や合宿など
で、大幅な予算オーバーとなったことが要因のようであ
る。スポーツ界が国の税金に依存するのと同様、チーム
も協会に依存した状態が続くと、その競技スポーツの発
展の足かせとなる。チームの自立があってはじめて運営
する競技団体、つまりスポーツ協会の自立に繋がってい
くのである。
　スポーツビジネスにおいて最も重要なことは、試合会
場のスタンドを埋めることである。飲食類の収入、グッ
ズ販売の収入など、ファンが試合会場へ足を運んでいた
だいて、はじめてプラスアルファとしてあらわれてくる。
そして今日スポーツビジネスにおいて最も大きな収入と
なるのは、テレビ放映料である。このテレビ放映につい
ても、スタンドに空席が目立つようではテレビ中継をす
る意味がない。NFLの事例では試合開始72時間前まで
にチケットを完売しないと、地元でのテレビ中継を行わ
ないブラックアウト（停電を意味する）制度がある。地
元のファンがスタンドに足を運ばないのだから、ホーム
チームの地元地域へテレビ中継をする必要はない！とい
う解釈だ。試合会場で生観戦したいが、観戦チケットが
プラチナチケットとなり、入手が困難な状況を作ること
で、テレビ放映の価値が高まっていくのである。
　先に述べたジョージア工科大学の事例にある、ホーマー・
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ライス氏がジョージア工科大学で、体育局改革として
取り組んだ中で、1980年の34,5000ドルの赤字につい
て、この赤字をいかに黒字化したかについても、テレビ
放映権料が深く関係している。以前ノースカロライナ大
学の体育局長だったライス氏は、NCAAのテレビ委員
会のメンバーとして、３大ネットワークのABC、NBC、
CBSと、大学アメリカンフットボールの試合における、
テレビ放映権の交渉を担当した経験から、ABCの交渉
窓口に繋がりを持っていた。1980年度の赤字解消のため
に取った手段は、同じ州のライバル大学であるジョージ
ア大学とのアメリカンフットボールの試合において、ラ
イス氏は３大ネットワークのABCにテレビ放映の交渉
を行った。シーズン中でのスケジュール調整が困難なこ
とと、ジョージア工科大学とジョージア大学の試合は、
視聴率予測が低いためABCはライス氏からの要望に難
色を示した。しかし、翌年シーズンの放送枠を確保する
ことで、赤字分を補てんする目処を付けることができた
のである。
　NFLは大手メディアなどと2014年からの９年間で、
年間約72億ドルのテレビ放映権を結んでいる。テレビ放
映料とは別に注目されるのがコマーシャル料である。毎
年話題となるのが２月に行われるNFLのスーパーボウ
ルである。50回目を迎えた2016年大会は、30秒のコマー
シャルが500万ドルと、これまでの第49回スーパーボウ
ルの90秒で450万ドルの記録を更新した。今回のスー
パーボウルでは52ブランドのCMが放送され、日系企業
ではリッジライントラックで60秒のコマーシャル枠を契
約したホンダ、プリウスに２種類の90秒コマーシャル枠
で契約した北米トヨタ社、その他アマゾン、マクドナル
ド、バドワイザー、タコベル、コカ・コーラ、ペプシ、
ドリトス、インテル、アウディー、現代自動車、LGエ
レクトロニクス、起亜自動車テレビなど、アメリカ国内
外の企業がそのブランド広告に活用した。第50回スー
パーボウルのテレビCM枠の多くは、11月の時点でほぼ
埋め尽くされたという。これらテレビ放映とその関連収
入で得られる巨額な資金が、リーグ加盟のチーム全体で
分配されていくことで、リーグ所属の各チームの経営基
盤を盤石なものとしていくのである。
　第50回スーパーボウルの試合に関連するもののだけ
の収入としてその内訳は、テレビ中継やコマーシャル
などで約３億7,500万ドル、グッズのライセンス料で約
１億4,500万ドル、観戦チケット正規販売価格（500～

3,000ドル）での売り上げが8,800万ドル、ハーフタイム
ショーのスポンサー収入（ペプシ社）収入が1,200万ド
ルとなっている。
　日本からのメジャーリーガーが、日本のプロ野球では
得ることのできない高額年俸を勝ち取ることで、アメリ
カのプロスポーツのビジネス規模の大きさを実感するこ
とができるが、これは何もアメリカ国内の経済力だけが
ベースではない。例えば、2015年度にMLBで活躍した
主な日本人メジャーリーガーの年俸は田中将大の2,210
万ドル、ダルビッシュ・有の950万ドル、上原浩治の
900万ドル、岩隈久志の700万ドル、青木宣親の470万ド
ル、和田毅の400万ドル、田澤純一とイチローの200万ド
ルであった。合計すると6,030万ドルである。それらは
MLB各チームから得られたものだが、当然各チームの
財源で大きな割合を占めるテレビ放映料が高額年俸を実
現させる大きな要因でもある。しかしそのテレビ放映料
は何もアメリカ国内のテレビ局だけに限らない。MLB
は日本ともテレビ放映権を結んでいる。2009年に電通
がMLBと結んだ日本向けMLBのテレビ放映権の契約で
は、2015年までの６年間に47,500万ドルで、このテレビ
放映料を年間にすると7,916万ドルになる。この額は日
本人メジャーリーガーの年俸総額をはるかに上回る額で
ある。勿論日本からのテレビ放映料が、そのまま日本人
メジャーリーガー所属チームにのみ分配されるのではな
く、全MLBチームへ均等に分配されるので、チーム単
体でみれば田中将大の所属するニューヨーク・ヤンキー
ズには大赤字になるが、日本人メジャーリーガーのいな
いチームにとっては、分配される資金を別の用途に活
用できる。あくまでもMLB全体で考えると、日本人メ
ジャーリーガーに高額年俸を出しても、リーグ全体でみ
れば黒字になっているということだ。前回の契約よりも
20,000万ドル増加している要因は、ダルビッシュ・有や
田中将大といった有望株のMLB挑戦を見越して、前回
からの契約金額が上がったとみて良いだろう。次に控え
る大谷翔平という超有望選手のメジャー挑戦を考えると、
次回契約で日本向けのMLBテレビ放映料はさらに高騰
することが考えられる。日本へのMLBテレビ中継が継
続されると、当然テレビ中継で映るスタジアム内に、宣
伝効果を期待する日本企業の広告を載せることで収入も
増える。また、日本人メジャーリーガーの活躍を現地で
試合観戦したいと考える、日本からの観光客を呼び込め
ば、チームグッズなどの売り上げに加え、地元地域の観
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光収入増にも貢献できる。そして日本人メジャーリー
ガーの高額所得には、当然アメリカ国内で課税が科せら
れる。MLBの各チームが外国人に高額年俸を支払って
も、その財源を出身国からテレビ放映料という形で補て
んし、出身国からの観光客を呼び込み、地域の経済を支
える、そこへ課税という形で国の財政にまで貢献する、
ということであれば、高額年俸という大きな数字に目を
奪われている間に、MLB球団、その地元地域、そして
国に対して、大きなインバウンド効果をもたらしている
ことが理解できる。
　ここから学ぶべきことは、日本のスポーツコンテンツ
を海外向けにビジネス展開することだ。先にも述べたラ
グビーでは、日本のトップリーグにおいて多くの海外選
手、それも世界ナンバーワンのニュージーランドや強豪
南アフリカなど南半球の国を中心に、トップ選手が多数
参加している。シーズンが逆ということもあり、この時
期は出身国でラグビーが行われていないので、自国のス
ター選手の活躍を見る機会があれば、日本のMLBのテ
レビ放映と同様需要は大きいと言える。自国のシーズン
オフに海外のラグビー選手が、日本でプレーをして収入
を得ているなら、その分は野球と同様にテレビ放映で取
り戻すことが、日本のラグビー界の経営基盤を支えるこ
とになるだろう。日本代表で活躍した五郎丸歩をはじめ、
日本代表の多くがスーパーリーグに参加する。となると
日本でのテレビ放映の需要は高まる。MLBと同様スー
パーリーグのテレビ放映権を得るために、日本から放映
料として海外へ資金が流れていく。日本のスポーツ界は
いつまでたってもスポーツのアウトバウンド状態を止め
ることができず、スポーツが自立していくことを遮って
いるのである。
　スポーツイベントにおける経済効果で見逃しがちなの
は、家庭などでのテレビ観戦である。全米小売業協会に
よると、全米で約１億8,900万人が第50回スーパーボウ
ルのテレビ中継を見ると予測している。スーパーボウル
会場となっているリーバイススタジアムの収容人員は
68,000人で、アメリカ国民が注目する年に一度のスポー
ツイベントのチケット価格も高騰する一方である。オ
ンラインチケット販売のスタブハブ社によると、スー
パーボウル直前の週では、最も安価なチケットはエンド
ゾーンやフィールド角の上段の席が１枚3,000ドル（試
合前日で2,700ドル）である。ちなみに、同じ２月７日
にニューヨーク市マディソンスクエアーガーデンで行わ

れる、NBAデンバー・ナゲッツとニューヨーク・ニッ
クスとの試合の観戦チケットの最低価格（スタブハブ社
オンライン購入）は27.75ドルで、これはスーパーボウ
ルの最低価格のチケット1枚でNBAの試合の観戦チケッ
ト約109枚に相当する。第50回スーパーボウルの観戦チ
ケットの平均価格は4,500～4,700ドルで推移し、高額な
スイートルームやフィールド中央付近の席は、１枚の価
格が１万ドルを超えるという。これまでにスタブハブ社
で販売されたチケットの価格は１枚が1,222～27,983ド
ルとなっている。購入者の中には４枚で24,168ドルを支
払ったユーザーや、２枚で27,983を支払った者もいる
という。２月４日時点での平均価格は１枚4,879ドルで、
これは2007年（4,003ドル）以来最高額という。1967年
に行われた第一回スーパーボウルの観戦チケットの公
式販売価格は10ドルだった。現在の物価に換算すると
68.75ドルになる。会場のリーバイススタジアムの収容
人員が68,000名であるから、当然のことながらスタジア
ムで観戦しない多くのアメリカ国民（１億8,900万人）
は、テレビ観戦ということになるのだ。
　アメリカ人のスーパーボウルのテレビ観戦の特徴は
パーティー形式で、食事をしながら観戦することが伝統
的である。第50回スーパーボウルにおいては、テレビ観
戦で消費される金額が155億ドルと予測されている。一
人あたりに換算すると82.19ドルで、昨年の77.88ドルを
上回る数字が試算されている。消費品目は飲食類、チー
ムウェアや室内装飾の応援グッズなどである。4,800万
人が持ち帰りかデリバリーによるケータリングフードを
利用、1,200万人がバーやレストランなどの外食を利用
し、スーパーボウル観戦をすると予測される。ドミノピ
ザによると、２月７日日曜日は1,200万枚のピザ（通常
の日曜日の５倍）と、400万個の手羽先チキンの注文が
あると予測している。全米鶏肉評議会によると、第50回
スーパーボウル開催日は、全米で13億個（昨年の３％
増）のバッファローウィング（鳥の手羽肉のから揚げ料
理）が消費されると予測している。例年では年度最終四
半期にチキンウィング（鳥の手羽肉）の価格が上昇する。
全米鶏肉評議会によると、スーパーボウル開催日の需要
が主な要因である。
　試合会場での観戦だけでスポーツによる経済効果を測
るのではなく、家庭やレストランなどパブリックビュー
イングのテレビによるスポーツ観戦において、如何に大
きな波及効果を生んでいるのかを測り、プラス影響が出
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　大学スポーツがプロを凌ぐ収益を上げる背景には、各
競技がシーズン制により競合することが少ない点があげ
られる。主な競技では春に野球や陸上競技、ゴルフやテ
ニス、秋にサッカーやアメリカンフットボール、冬にバ
スケットボールやアイスホッケー、体操やレスリング
と、競技活動時期が明確に区分けされている。そのため、
シーズンごとに様々なスポーツ観戦を提供できることで、
一定のスポーツにファンを固定化することなく、年間を
通じて様々なスポーツ観戦を楽しめる機会が提供されて
いる。プロスポーツも大部分はこれに準じ、シーズンの
最も盛り上がる優勝決定戦（MLBのワールドシリーズ、
NFLのスーパーボウル、NBAのNBAファイナルズ）は、
決して同じ時期には実施しない。MLBのワールドシ

ている業界などから、スポーツ振興を含めてスポーツ業
界へのバックアップを取りこんでいくことは、スポーツ
運営における重要なカギとなるであろう。

４．組織運営の自立を考える
　アマチュアスポーツと言えどアメリカの大学スポーツ
では、プロスポーツを凌ぐほどの収入を得ている大学も
少なくない。USA Todayによると、2014年度最も収入
が多い大学はオレゴン大学の１億9,603万ドルで、20位

リーズが終わると、NFLのシーズンが盛り上がってい
き、NFLのスーパーボウルが終わると、NBAのシーズ
ンが深まっていく。アメリカの３大プロスポーツも、共
存共栄のシーズン制の上に成り立っている。
　またシーズン制によるメリットとして、マルチスポー
ツアスリートを育成し、多様な選択肢を提供することも
できる。これは一定のスポーツに偏らず、複数のスポー
ツを経験することで、身体の成長のバランスを整え、ま
た同じ筋肉などを遣いすぎる、オーバーユーズによるけ
がのリスクを取り除く効果もある。日本においては少子
化により、学生スポーツで選手確保が難しくなり、ラグ
ビーや野球など１校で選手確保が難しくなり、公式戦な
どへ参加できないチームも増えている。シーズン制とマ

のワシントン大学までが年間１億ドル以上の収入を得て
いた。日本と違いアメリカでスポーツ強豪校の多くは州
立大学、つまり公立の大学で占められている。これは大
学スポーツが完全に大学の経営から切り離され、独立採
算で運営がされているからできることである。オリン
ピック選手を数多く輩出しているアメリカの大学スポー
ツ界において、選手強化の国への依存度はそう高くない。
多くは大学スポーツが独自に収入を得て、選手育成を
担っているのである。

表１．１年間の収入支出の量が多い大学ランキング（2014年度、ドル）

RANK 大　　　　学　　　　名 リ ー グ 総　収　入 総　支　出 補　助　金 補助金率

1 オレゴン大学 PAC‒12 ＄ 1 9 6 , 0 3 0 , 3 9 8 ＄ 1 1 0 , 3 7 8 , 4 3 2 ＄ 2 , 1 5 5 , 0 9 9 1 . 1 0

2 テキサス大学 Big12 ＄ 1 6 1 , 0 3 5 , 1 8 7 ＄ 1 5 4 , 1 2 8 , 8 7 7 ＄ 0 0 . 0 0

3 ミシガン大学 Big Ten ＄ 1 5 7 , 8 9 9 , 8 2 0 ＄ 1 4 2 , 5 5 1 , 9 9 4 ＄ 2 5 6 , 3 1 6 0 . 1 6

4 アラバマ大学 SEC ＄1 5 3 , 2 3 4 , 2 7 3 ＄ 1 2 0 , 1 8 4 , 1 2 8 ＄ 5 , 9 9 7 , 1 0 0 3 . 9 1

5 オハイオ州立大学 Big Ten ＄ 1 4 5 , 2 3 2 , 6 8 1 ＄ 1 1 3 , 9 3 7 , 0 0 1 ＄ 0 0 . 0 0

6 ルイジアナ州立大学 SEC ＄1 3 3 , 6 7 9 , 2 5 6 ＄ 1 2 2 , 9 4 5 , 7 1 0 ＄ 0 0 . 0 0

7 オクラホマ大学 Big 12 ＄ 1 2 9 , 2 2 6 , 6 9 2 ＄ 1 1 3 , 3 6 6 , 6 9 8 ＄ 0 0 . 0 0

8 ウィスコンシン大学 Big Ten ＄ 1 2 7 , 9 1 0 , 9 1 8 ＄ 1 2 5 , 0 9 6 , 2 3 5 ＄ 8 , 0 7 3 , 3 6 0 6 . 3 1

9 フロリダ大学 SEC ＄1 2 4 , 6 1 1 , 3 0 5 ＄ 1 0 9 , 6 9 0 , 0 1 6 ＄ 4 , 3 0 8 , 4 4 2 3 . 4 6

10 テキサス農工大学 SEC ＄1 1 9 , 4 7 5 , 8 7 2 ＄ 9 5 , 6 6 3 , 4 8 3 ＄ 1 , 2 4 1 , 4 5 7 1 . 0 4

11 オハイオ州立大学 Big 12 ＄ 1 1 7 , 8 0 3 , 3 0 2 ＄ 1 0 9 , 6 4 8 , 0 0 0 ＄ 7 , 5 2 1 , 4 7 5 6 . 3 8

12 ペンシルバニア州立大学 Big Ten ＄ 1 1 7 , 5 9 0 , 9 9 0 ＄ 1 1 7 , 4 4 0 , 6 3 9 ＄ 0 0 . 0 0

13 オーバーン大学 SEC ＄1 1 3 , 7 1 6 , 0 0 4 ＄ 1 2 6 , 4 7 0 , 6 0 2 ＄ 4 , 3 8 4 , 8 0 0 3 . 8 6

14 テネシー大学 SEC ＄1 0 7 , 4 9 9 , 7 3 2 ＄ 1 0 6 , 1 5 3 , 8 5 4 ＄ 1 , 2 5 0 , 0 0 0 1 . 1 6

15 ミネソタ大学 Big Ten ＄ 1 0 6 , 1 7 6 , 1 5 6 ＄ 1 0 6 , 1 7 6 , 1 5 6 ＄ 7 , 0 1 1 , 0 6 6 6 . 6 0

16 アイオワ大学 Big Ten ＄ 1 0 5 , 9 5 8 , 9 5 4 ＄ 1 0 2 , 2 7 8 , 8 4 7 ＄ 6 8 3 , 9 1 7 0 . 6 5

17 フロリダ州立大学 ACC ＄1 0 4 , 7 7 4 , 4 7 4 ＄ 9 8 , 8 6 6 , 1 8 2 ＄ 7 , 9 8 0 , 3 6 6 7 . 6 2

18 ミシガン州立大学 Big Ten ＄ 1 0 4 , 6 7 7 , 4 5 6 ＄ 1 0 7 , 4 2 2 , 8 3 2 ＄ 1 , 0 9 4 , 9 5 8 1 . 0 5

19 ジョージア大学 SEC ＄1 0 3 , 4 9 5 , 5 8 7 ＄ 9 2 , 5 6 0 , 9 5 6 ＄ 3 , 2 7 4 , 7 1 2 3 . 1 6

20 ワシントン大学 PAC‒12 ＄ 1 0 0 , 2 7 5 , 1 8 7 ＄ 8 6 , 0 9 7 , 1 3 7 ＄ 3 , 5 4 9 , 6 7 9 3 . 5 4

47 ジョージア工科大学 ACC ＄6 8 , 4 6 9 , 5 3 8 ＄ 6 8 , 8 1 8 , 2 6 7 ＄ 7 , 1 0 7 , 7 7 7 1 0 . 3 8

 （吉田良治,2015b,pp.6）
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ルチスポーツを採用することで、一つの学校で選手の確
保が容易になるばかりか、選手の成長のバランスやけが
の予防につながるというメリットも提供できる。選手に
とっては選択肢が増える分、一つの競技で成功できなく
ても、別の競技で可能性が出てくるため、競技へのモチ
ベーションを高める効果も期待できる。オリンピック陸
上とNFL、MLBのシーズン後にNFLに参加するといっ
た、二刀流の選手も過去にはおり、多様性を養うことで、
いくつもの可能性を広げていくことが期待できる。

　プロフットボールのNFLをも凌ぐ素晴らしいスタジ
アムを保有できるのは、プロと同等の人気を誇り、同じ
レベルでスポーツビジネスとして取り組んでいる証しと
もいえる。大学スポーツでもテレビ放映料の収入の比重
が大きいことはいうまでもないが、スタジアム建設にお
いて最も重要なものとして、寄付やネーミングライツな
どの活用も見逃すことができない。第50回スーパーボウ
ルの会場となったリーバイススタジアムは、ジーンズ
メーカーのリーバイス社とのネーミングライツ契約で、
20年総額２億2,000万ドルとなっている。日本企業のス
ポーツ施設へのネーミングライツとしては、NFLテネ
シー・タイタンズのニッサンスタジアムは、北米ニッサ
ン社と1億ドル（20年間)、NBAヒューストン・ロケッ
ツのトヨタセンターは、北米トヨタ社１億ドル（20年
間）などがある。また、スタジアムなど施設全体のネー
ミングライツに留まらず、スコアボード、ロッカールー
ムや監督室、そして入場門などにもネーミングライツが
付けられるなど、スタジアム内のありとあらゆる部分で、
ネーミングライツを活用し、資金調達を行っている。ま
た、最も多いものではスタジアムの座席、そしてスイー
トルームなどの特別席にネーミングライツを付けること

　大学スポーツにおけるスポーツ施設の充実面でいえば、
先のジョージア工科大学の事例にもあったように、オリ
ンピッククラスのスポーツイベントで使用できるスポー
ツ施設を大学が保有することは珍しいことではない。特
にサッカーワールドカップでも使用可能なアメリカン
フットボール専用スタジアムは、全米に数多く存在して
いる。収容人員10万人を超えるスタジアムは８か所、そ
の内大学所有は７スタジアムにのぼり、その７大学全て
が州立大学である。

である。新国立競技場建設においても、寄付をした方の
名前を座席につける案もでているので、新国立競技場建
設でもこうしたネーミングライツの活用を進めるべきで
あろう。また、スタジアムの命名には資金調達以外とし
て、アラバマ大学やテキサス大学のように、チームに大
きな功績があったヘッドコーチの名前をスタジアム名に
する事例もある。

図４．座席のネーミングライツ（著者撮影）

表２．米国のアメリカンフットボールスタジアム収容人員ランキング（各大学、チーム、スタジアム公式発表）

ス　　タ　　ジ　　ア　　ム 　 収 容 人 数（人) ホ　ー　ム　チ　ー　ム

１．ミシガンスタジアム 1 0 9 , 9 0 0 ミシガン大学（大学所有）

２．ビーバースタジアム 1 0 7 , 5 7 2 ペンシルバニア州立大学（大学所有）

３．AT＆Ｔスタジアム 1 0 5 , 0 0 0 NFLダラス・カーボーイズ

４．ネイルランドスタジアム 1 0 2 , 4 5 5 テネシー大学（大学所有）

５．オハイオスタジアム 1 0 2 , 3 2 9 オハイオ州立大学（大学所有）

６．ブライアント－デニースタジアム 1 0 1 , 8 2 1 アラバマ大学（大学所有）

７．ダリル・Ｋ・ロイヤル－テキサスメモリアルスタジアム 1 0 0 , 1 1 9 テキサス大学（大学所有）

８．ローズボウルスタジアム 1 0 2 , 3 9 2 カリフォルニア大学ロスアンゼルス校

９．ロスアンゼルスメモリアルコロシアム 9 3 , 6 0 7 南カリフォルニア大学

10．サンフォードスタジアム 9 2 , 7 4 6 ジョージア大学（大学所有）

（注１）参考文献に記す、各大学、施設のホームページから情報を収集した。
（注２） AT＆Ｔスタジアムの数値は、公式なデータが、スタジアムやチーム情報にないため、チーム（ダラス・カーボイズ）の情報の最高入場者数を記載した｡
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図５． カリフォルニア大学デービス校アメリカンフットボール
スタジアムスコアボード（コカ・コーラの広告下に個人
名がつけられている）(著者撮影）

　また、スタジアムへの広告収入は、スーパーボウルの
CMやネーミングライツ同様に、国内の企業やブランド
はもとより、外資系企業や海外ブランドの広告を取りこ
めるかどうかは、スタジアムの広告収入の額の大きさが、
単純にそのスポーツチームへの投資価値や宣伝効果だけ
でなく、海外企業にとって日本というマーケットが、あ
らゆる面でビジネスの可能性や魅力があるかを測る指数
になると言えよう。日産自動車はNFLテネシー・タイ
タンズとスタジアムのネーミングライツ契約をしている
ほか、全米大学スポーツ約100大学とスポンサー契約を
結んでいる。また、メキシコサッカー代表チームの2016
年度アメリカツアーで、チームスポーンサー契約も結ん
でいるほか、プレミアリーグのマンチェスター・シティ、
MLSのニューヨークシティ・フットボールクラブ、そ
して欧州サッカークラブチームチャンピオンを決める
UEFAチャンピオンリーグなどのスポンサーを務めてい
る。

図６． ジョージア工科大学アメリカンフットボールスタジアム
には、コカ・コーラ、デルタ航空、AT&Tなど、アメリカ
を代表する国際企業に交じり、韓国大手自動車メーカー
の現代自動車の広告も掲げられている（著者撮影）

　アメリカの大学アメリカンフットボールでは公式戦は
年12試合、ホームとアウェイの割合が１：１となってい
るので、ホームゲームは年間６試合である。それ以外で
フットボール専用スタジアムに有料で観客を集め使用す
ることはほとんどない。それでもこの規模のスタジアム
を維持できるのは、建設費の多くを寄付などで賄い、維
持費をねん出できるだけの安定した収入があるからに他
ならない。全英オープンテニス決勝などで使用するウィ
ンブルドンテニスセンターコートも、年１度のこの大会
のためだけに使用される。それ以外は１年かけて芝を養
生している。現在UCLAのアメリカンフットボールチー
ムがホームスタジアムとして使用しているローズボウル
スタジアムも、UCLAがホーム使用する以前は１月１日
に行われているローズボウル以外で、このスタジアムを
使用することはほぼなかった。限られた試合数でも必要
十分な収入や寄付を集めることで、施設を維持管理する
ことが可能であることがうかがえる。

図７．フロリダ大学のアメリカンフットボールスタジアム
　　　（著者撮影）

図８． たった６試合のためだけに、６月に年１回芝を全面張替
えをする（著者撮影）
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　日本における大学スポーツの実情として、スポーツ強
化を図る大学の多くは私立大学であるが、その財源は大
学本体の収入から補助されるものが一般的である。全国
大学体育連合と朝日新聞社が共同で、全国110大学を対
象にアンケート調査を行った中で、‶クラブ活動に期待
する効果について”の項目で、全体の85％のあたる78大
学が、‶社会における大学のイメージやブランド力の向
上”を選択している。いわゆるスポーツの宣伝効果に期
待していることがうかがえる。日本の学生スポーツの成
功体験として、スポーツで活躍すると学校名をメディア
が取り上げるので、スポーツ強化に投資をする大学が多
い。日本のプロ野球の各スタジアム広告に、日本の私立
大学の広告が多いのもその表れで、高校野球に使用され
る甲子園球場に至っては、全国の高校生へのアピールと
いうこともあり、受験生への宣伝効果は大きいと言えよ
う。スポーツ競技においては全国大会優勝といった、テ
レビや新聞報道等のメディアの露出が増えるという成功
体験により、スポーツ強化に拍車がかかったことからも、
スポーツが大学のブランドイメージを高めるという認識
が定着していった。強化の主な内容として、‶競技能力
の高い選手を無試験入学や学費免除"、‶専任の指導者の
雇用"、‶競技専用の練習施設"、‶選手の授業の公欠や成
績不振者への単位認定の優遇”等である。
　日本では近年少子化の影響で受験生確保が厳しさを増
す中、大学の名前をアピールしたいという流れは、2020
年東京オリンピック・パラリンピック開催決定を受け、
スポーツによる宣伝効果への期待が、これまで以上に高
まっている。スポーツさえできれば、学業を疎かにして
も許される、という流れを助長してきた歴史もあり、ス
ポーツ偏重や学費免除による選手獲得が激化している。
そんな中でスポーツ強化が大学や学校経営を圧迫する事
例も出ている。少子化で生徒や学生数が減少する中、学
費免除のアスリートの割合が増え、収入源により経営難
に陥るリスクが高まることである。特に地方の高校では
少子化の影響が大きく、学費免除のスポーツ特待生が、
全校生徒の３割を超える高校もある。一般の生徒が減少
すれば、当然学費免除のスポーツ特待生を抱え、スポー
ツの設備投資や指導者の雇用などは、財政悪化の要因と
なっていく。この負の連鎖の波は高校からやがて大学へ
広がっていくことは、18年問題（2018年に大学受験世代
が減少する）で受験生確保に奔走する日本の大学の姿か
らも、容易に察することができる。ここで注視すべきは、

スポーツ特待生を支える財源が、一般学生の学費や国な
ど公的な補助金、つまり税金であることだ。今日大学で
は奨学金の利用が50％を超えており、卒業後に返済が滞
るケースも増加していることである。一般学生の多くが
貸付型奨学金を利用し、いわば借金までして大学進学を
している中、スポーツ特待生は学費免除という格差の問
題である。学費免除に加え、学業面でも授業の公欠や単
位認定での優遇を受けるとなると、一般学生からの批判
は免れない。
　大学への補助金に関しても、国立大学は年間１兆円を
超える補助金を受け、私立大学も年間約3,500億円の補
助金が支給されている。今後その使用目的と効果など、
厳しい目が注がれていくことも予想される。大学スポー
ツにおいても、一般学生の授業料や公的な補助金を当て
にせず自ら稼ぐ、スポーツの自立が求められていく。
　2014年度に110億ドルのリーグ収入を上げたNFL、
リーグを率いるコミッショナーのロジャー・グッデェル
氏の年収は3,410万ドルである。一般的なアメリカの企
業経営者は、破格の高額収入をえている！と揶揄される
が、例えば会員制量販店コストコの2013年の年間売上
が1,160億ドルで、CEOの年収が630万ドルと比較しても、
グッデェル氏の年俸は抜きんでていると言え、フォー
チュン500でのランキングでも、ちょうど中間に来る金
額である。
　組織のトップの仕事は組織を運営する資金を集め、収
益を上げることにある。企業ならCEO、大学なら学
長、大学スポーツなら体育局長、そしてプロスポーツ
ならリーグのコミッショナーであり、チームのGMにな
る。彼らが組織の利益を十分に上げたと判断されるな
ら、それに見合う収入を得ることは当然とされている。
(グッデェル氏は2006年にNFLコミッショナーに就任
し、2012年までの５年間を総額１億500万ドルで契約を
交わした。同時期の同じ５年契約でNFL選手最高年俸
は、ペイトン・マニングの8,570万ドルだったことから、
選手よりも高額年俸をコミッショナーが得ていたことに
なる）
　日本のスポーツ界の多くは赤字運営で、運営に携わる
者も手弁当のボランティア、そして競技者は自己負担で
参加することが多い。スポーツを発展させていく上で、
スポーツ運営を黒字化し、そこで雇用が生み出されるよ
うにすることが重要となる。企業の経営と同様、スポー
ツもプロによる経営が必要で、成果を出したものへの報
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酬も、それに見合うものを支払っていくことが求められ
る。

５．スポーツの社会での役割を考える
　アメリカのプロスポーツや大学スポーツから、地域社
会に与える経済効果は大変大きなものとなっている。際
50回スーパーボウル１試合での経済効果は、サンフラ
ンシスコ及び周辺ベイエリアに与える経済効果は３億
5,000万ドルと予測されている。試合関連での直接的な
経済効果（NFL・チーム関係者、スーパーボウルに関
わるメディア及びその他のビジネス、試合観戦・観光客
が出費する飲食、宿泊、交通費及び、スーパーボウル関
連イベント）は２億2,000万ドルと試算している。アリ
ゾナ州立大学の調査では、2015年の第49回スーパーボウ
ルにおいて、開催都市アリゾナ州フェニックス市周辺で
は、７億1,900万ドルの経済効果をもたらし、前年の第
48回スーパーボウルにおける開催都市ニューヨーク市周
辺の経済効果６億ドル、第47回スーパーボウル開催都
市のニューオーリンズ市の経済効果４億8,000万ドルと、
年々増加の一途をたどっている。しかし、スーパーボウ
ルは年１回開催で、毎年開催都市を変えていくので、一
定の地域へ毎年経済効果をもたらすことはできない。安
定した収入を得られなければ、大きなスポーツ施設を維
持し続けることは不可能である。
　第50回スーパーボウルの会場リーバイススタジアム
は、NFLサンフランシスコ・49ersのホームスタジアム
であり、安定した収入が見込めるということで成り立っ
ている。第49回大会で使用したフェニックス大学スタジ
アムの事例から、スタジアム建設とスタジアム完成後の
維持・管理のコストに、地元地域、チームの役割につい
て見てみる。建設コストは４億5,500万ドルで、３億40
万ドルを地元アリゾナ州スポーツ観光局が出資してい
る。残りの負担をネーミングライツでフェニックス大学
と１億5,450万ドル（20年間）で契約した。公的資金の
投入には地域経済への明確な効果が必要となる。フェ
ニックス大学スタジアムでは、NFLアリゾナ・カージ
ナルスとフランチャイズ契約を結び、公式戦８試合で
年間１億5,000万ドルの経済効果、また大学アメリカン
フットボールのメジャー大会のフィエスタボウル開催で
は、１試合で１億4,000万ドルの経済効果をもたらして
いる。また、試合開催では2,500名の雇用が必要となる
ため、スタジアムを保有することで、地域社会へ経済効

果と雇用の創造がもたらされることになった。NFLシ
アトル・シーホークスの本拠地、センチュリーリンク
フィールド建設でも、コストの約2/3は税金を投入して
いる。その財源はホテル宿泊税やレストラン税など、地
元市民の負担が少ない項目で期間限定で増税をしている。
これら２つのチームは近年安定した成績を残し、プレー
オフ常連の強豪チームとなっている。シアトル・シー
ホークスは2014年スーパーボウルで初制覇を達成した。
　これらアメリカのプロ・メジャー大学スポーツの事例
からも、地域経済の安定にはスポーツが果たす役割も大
きい。日本では経済の東京一極集中が進み、地方経済が
疲弊し始めている。安倍政権の看板政策の地方創生とし
て、スポーツを活用することも今後検討されるべきであ
ろう。プロスポーツの場合、プロ野球でも北海道日本ハ
ム・ファイターズ、東北楽天イーグルス、そして福岡ソ
フトバンク・ホークスなど、地方へ拠点を移して成功し
ているように、地方でスポーツビジネスの成功事例は日
本でもある。Ｊリーグも地方チームを支える基盤がある
ことからも、プロスポーツチームを地方へ分散させるこ
とで、大きな可能性を秘めていることは間違いない。そ
の競技ごとにリーグのチーム数枠があるので、47都道府
県すべてでプロスポーツを持つことができるか、それも
地域の目玉産業となるほどのスポーツビジネスに発展で
きるものは、そう簡単に誘致することはできない。プロ
野球の事例のように、チームを維持できるだけの経済基
盤がその地域になければ、プロスポーツチームを持つこ
とはできない。現在行われている地方球場でのプロ野球
の１軍の試合開催地など、１軍チームのないエリアに２
軍を移転させ、これまで通り年に数試合１軍の試合も開
催するなど、プロ野球が根付く環境を持つことも検討す
べきであろう。また、サッカー、ラグビー、バスケット
ボールやバレーボールといった、比較的人気のあるス
ポーツなど、地域で育てていくような取り組みを継続す
ることも重要である。
　アメリカのスポーツ界でよく聞かれる言葉、‶Give 
Back to the Community”は社会への恩返し、特に地域
貢献の際使われる合言葉である。この言葉の真意として、
日ごろスポーツが社会から支えられる存在を意味してい
る。つまりスポーツが先に来るのではなく、スポーツは
社会からの支援で成り立つ存在である。スポーツを支え
る原動力は地域が豊かであること、とうまり地域社会そ
して地域経済が安定していることで、その地域でスポー
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ツが栄えることができるのである。現在の日本のように、
地域が衰退傾向にある中、アメリカのメジャースポーツ
のように、地域に大きな経済効果を生み出すなら、ス
ポーツビジネスで地域経済を立て直すためにスポーツを
活用したい、というのも理解できるが順番が逆なのだ。
　また、プロスポーツをしのぐ勢いのアメリカの大学ス
ポーツに着目し、日本でも大学スポーツで地域経済を活
性化できないか、という発想は、プロスポーツの誘致以
上に大きなハードルがある。なぜなら先にも述べたよう
に、そもそも日本の学生スポーツで、ビジネスとして成
り立っている成功体験はない。むしろ大学からの補助金
を当てにしているのが実情である。その大学からのス
ポーツ支援の財源も、一般学生からの授業料や国などの
公的な補助金による収入であり、スポーツ活動を支える
だけの収入を自立して稼ぎ出す大学スポーツは日本に存
在しない。全米中に１億ドルの収入を得る大学スポーツ
が数多くあるからと言って、今すぐ日本の大学にそれを
求めるのは無謀と言えよう。
　なぜアメリカの大学スポーツが、それも田舎の地方州
立大学のスポーツで、大きな収入を得られるのか？それ
はその地域を支える地場産業が存在するからである。大
学スポーツ収入１位のオレゴン大学のあるユージーン市
は学生の町であるが、地元オレゴン州にスポーツメー
カーのナイキ社本社があり、両社は長年良好な関係を築
いてきた。２位のテキサス大学のあるオースティン市は
ハイテク産業で発展が目覚ましい。３位のミシガン大学
のアナーバー市は、ユージーン市同様学生の町として発
展しているが、世界的に高い評価を受ける大学の卒業生
が、地元ミシガン州の地域経済の牽引する人材を数多く
輩出している。つまり、大学スポーツをみる前に、その
母体の大学がどのような存在であるかが重要なのだ。大
学本来の役割である、教育機関として大学生が社会を担
う人材として育成する、研究機関として地域の基盤とな
る産業を創造する、これらスポーツが発展できる要素に
より地域経済の基盤を作ることがあって、初めて大学ス
ポーツが成り立つのである。地元の市民が豊かでなけれ
ば、スポーツに消費を回すことはない。多くのファンが
スタジアムに足を運んで観戦しなければ、テレビ中継も
成り立たない。常にスタンドが満員となれば、テレビ中
継の需要が出て、企業がスタジアムやテレビの広告でス
ポンサーとなる。全てはまず地域社会が豊かでなければ
成り立たないのである。

　日本の47都道府県には、全てに国立大学や公立の大学
がある。近年日本の大学は世界的な大学ランキングで評
価を下げつつも、依然としてとして高い評価を受ける大
学は少なくない。大学スポーツに日本創生で何かの可能
性を見出すなら、まず本体の大学が本来の役割を果たす
ことで、地域社会を豊かにすることが先である。2024年
オリンピック・パラリンピック招致に動くロスアンゼル
ス市があるカリフォルニア州は、ブラジル一国に匹敵す
る経済力があると言われている。そこには世界大学ラン
キングで常にトップ10に入るスタンフォード大学、カリ
フォルニア大学、UCLAなどの名門大学があり、シリコ
ンバレーをはじめとした様々な産業を創造してきた経済
基盤がある。スポーツで地域を盛り上げる事はできるが、
地域の経済基盤となるのはあくまでもスポーツではない。
州立大学であるワシントン大学では、2013～2014年にお
いて州からの予算２億5,289万5,000ドルに対し、ワシン
トン州内で約50倍となる125億ドルの経済効果をもたら
せ、７万9,321者雇用を創造して、３万4,668名の直接雇
用は他の公務員以外としてボーイング社、マイクロソフ
ト社に次ぐ、州内３番目の雇用主である。大学が州の補
助金を大学版生活保護とせず、むしろ州の地域経済をけ
ん引する立場になれば、州からの補助金は大変優良な投
資であり、大学は優良な投資先となる。地域の経済が好
調で、そこに住む市民が豊かになれば、スポーツにも消
費が回わり、企業も広告などに投資しやすくなる。ス
ポーツで年間１億ドルを超える収入を得るワシントン大
学も、大学運営で自立できているから、そこで活動する
大学スポーツも、独自に運営資金を稼ぎだせる土壌がで
きるのである。大学が補助金を生活保護とすれば、そこ
で活動するスポーツも大学に依存しなければ、運営が成
り立たなくなる。
　日本では国から国立大学への補助金も年々減額され、
特に地方の国立大学では苦しい経営を強いられ始めてい
る。現在毎年１パーセントずつ減額されており、それが
学費値上げに跳ね返っていく。大学は高校までの教育機
関と違い、海外からの留学生の受け入れも視野に入れる
ことができる。日本国内では少子化で大学進学世代が減
少しても、世界的には今後も人口は増加する。海外から
の留学生を受け入れることは、学費収入の安定に欠かす
ことができない。また、アメリカの州立大学の場合、州
内居住の学生と、州外から入学する学生、そして海外か
らの留学生で、支払う学費に違いがある（例：州内の学
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生は年間１万ドル、州外の学生２万ドル、海外留学生は
４万ドル)。州からの予算が減額されても、学費にその
まま反映するのではなく、州内の学生の入学数を減らし、
州外の学生や海外からの留学生の入学比率を高めること
で、学生の支払う学費収入が減少しないよう工夫してい
る。日本の場合少子化で大学受験者数が減っても、大学
のレベルを維持しつつ海外からの留学生の比率を高める
ことで、大学の質の維持・向上し、学費収入を高めるこ
とに繋げることができる。
　大学スポーツに地方創生を担う前に、まずすべきこと
は大学の自立であり、そして地域に新たな産業の創造さ
せることにより、地域経済発展に貢献することが先決で
ある。日本において大学が豊かな社会を想像する事例と
しては、マグロ養殖から新たな水産ビジネスで注目され
ている近畿大学が、和歌山県新宮市に水産養殖加工工場
を建設し、新たな産業創出をおこなっている。工場で生
産される加工品は、主に海外への輸出がメインとなり、
新たなビジネスと雇用の創造、そして国益を高めるとい
う様々な効果が期待できる。これら大学が地方経済に貢
献することが先に来て、初めてスポーツなどに消費が
回ってくる。

６．人材育成
　最後に人材育成において、アスリートにはスポーツだ
けをさせてはいけない。日本では何か一つのことを極め
ることを美徳としている。特にスポーツではその傾向が
とても高い。しかし、スポーツで成功するものは限られ
ている。スポーツに偏った人生を歩んでいくと、スポー
ツ競技から引退した後の人生が不安定になる。NPBの

調査でもあるように、多くのプロ野球選手は引退後に不
安を抱えながらプロ人生を歩んでいる。プロ野球選手な
ら分かるはずだ、野球をしたこともないものが、ドラフ
ト指名されるはずがないことを。一般社会においても同
じことが言える。業務経験のない仕事をいきなり任され
ることはない。2016年１月に起こったスキーバス転落事
故の運転手は、大型バスの運転経験に乏しかった。経験
がないものがいきなり実践で責任ある業務をこなすこと
は、スポーツに限らずいかなる業界でも良い結果を生み
出すことはない。日本企業は厳しい国際競争の中で、人
材育成に資金や時間を費やす余裕もなくなりつつあり、
今後日本の雇用環境はますます悪化する、いわゆる労働
破壊が深刻化していく。体育会系という昭和の時代にも
てはやされた神話は終わりを告げることになる。アス
リートも時代の流れに敏感となり、進むべき進路に合っ
た能力を身に付けた上で、チャレンジしていくことが求
められる。
　以下の表はNCAAが2013年に発表したアメリカのス
ポーツ人口の分野別の推移である。最も人気があるアメ
リカンフットボールの場合、高校では競技人口が100万
人を超えているが、大学では7万人台に激減する。そし
てNFLのドラフトで指名されるのは254名である。NFL
の競技年数は２・３年と言われている。NFLの最低賃
金は42万ドルで税引き後の手取りは25万2,000ドルであ
る。もし幸運にも6.5％（高校からNFLまで進めた）の
一人になり、３年間NFLに在籍できても、手にする合
計は手取りで75万6,000ドルだ。それでのこり60年近く
生きていくのは不可能である。

表３．スポーツ別・高校・大学でスポーツをする人口数と、プロからドラフト指名を受ける数（2013年NCAA発表）

男子バスケットボール 女子バスケットボール アメリカンフットボール 野　　球 男子アイスホッケー 男子サッカー

高校学生アスリート数 538,676 433,120 1,086,627 474,791 35,198 410,982

高校四年生学生アスリート数 153,907 123,749 310,465 135,655 10,057 117,423

NCAA学生アスリート数 17,984 16,186 70,147 32,450 3,964 23,365

NCAA一年生学生アスリート数 5,138 4,625 20,042 9,271 1,133 6,676

NCAA一年生学生アスリート数 3,996 3,597 15,588 7,211 881 5,192

NCAA学生アスリートからのドラフト数 46 32 254 678 7 101

高校からNCAAへの参加率 3.3％ 3.7％ 6.5％ 6.8％ 11.3％ 5.7％

NCAAからプロへの参加率 1.2％ 0.9％ 1.6％ 9.4％ 0.8％ 1.9％

高校からプロへの参加率 0.03％ 0.03％ 0.08％ 0.5％ 0.07％ 0.08％

 （吉田良治,2015b,pp.32）
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　プロスポーツの華やかな世界だけを見ていると、現実
の問題を見失ってしまう。競技力を高める努力と同様に、
引退後の人生を見据えた準備をしていくことが重要であ
る。アメリカの大学やプロスポーツを支える原動力は地
域のサポートである。スタジアムで応援するもの、家で
テレビ観戦するもの、企業の広告スポンサー、そしてス
ポーツ活動の充実のための施設整備への寄付、あらゆる
面でスポーツは社会から支えられている。その中でも
最も大きなパワーは、そのスポーツを経験した元アス
リートたちである。彼らが引退後の人生でも成功者とな
り、あらゆる面で社会の発展に寄与できるようになるこ
と、その一つに自分たちが身を寄せたスポーツ界の発展
である。2010年にデトロイト・ライオンズからドラフト
指名を受けたダムコング・スーは、ドラフト指名前に母
校ネブラスカ大学へ260万ドルの寄付を行った。スーは
その後の活躍で2015年には、６年間で１億1,400万ドル
の大型契約を結んだが、ドラフト指名前にNFLで活躍
できる確証はなかったはずである。それでも大学のス
ポーツや教育のために寄付をして支援することは、自分
を育ててくれた大学への恩返しである。彼にはスポーツ
で成功しない場合に備え、大学で建築工学を学んでいた
ことも、契約金に相当する額の大型寄付に繋がったと言
える。その内訳として、200万ドルは大学スポーツ施設
整備に、そして60万ドルは建築工学で学ぶ学生の奨学金
であった。この内訳から見えてくることは、アメリカの
大学スポーツでは学業とスポーツ両面を重視した人材育
成が行われ、、それが学生アスリートの意識にも深く根
付いていることが読み取れる。
　2014年から早稲田大学がアメリカの大学スポーツに倣
い、学生アスリートの人材育成として、学業成績により
練習や試合出場制限を設け、卒業後いかなる分野に進ん
でも活躍できる人材育成プログラムとして、早稲田アス
リートプログラム（WAP）を開始した。昭和の高度経
済成長時代は、大手企業からも大学体育会系の学生の需
要は大きかったが、バブル崩壊以降長引く不況と、厳し
い国際競争にさらされている中、一般学生でも容易に就
職が決まらない時代となり、ただ単にスポーツに打ち込
んだことが、新卒採用の決め手とはならない。今日ス
ポーツしかしてこなかった体育会系の学生に需要を満た
すのは、ブラックと呼ばれる低賃金で長時間労働を強い
る悪徳企業くらいだろう。大学の授業で学生が書く講義
レポートには、ひらがな数文字といったものも少なくな

く、小学生の作文にも劣るものが見受けられるように
なった。本来大学へ進むレベルでないものまで、大学が
受け入れなければ経営が成り立たない状況も見受けられ
る。企業が行う採用試験では、中学生レベルの一般教養
の問題に苦戦する学生も少なくなく、就職試験対策で中
学レベルの授業を行う大学も増えている。これでは日本
の将来を担う人材育成の場として、大学が機能している
とはとても言えない状態である。競技の練習や試合など、
ただでさえ時間の制約がある中、大学教育との両立をさ
せねばならないアスリートに至っては、一般学生以上に
厳しい環境にあると言えよう。しかし、スポーツさえし
ていれば何とかなった時代は終わりをつげ、アスリート
が競技引退後、スポーツ以外の分野に進んでも、自分の
力で切り開いていくための準備を整えるために、大学で
受ける教育も同時に全うすることが求められる。大学ス
ポーツはアスリートニート予備校であってはいけないの
である。
　これまでスポーツ偏重を行ってきた日本の大学やその
スポーツ指導者にとって、選手がスポーツに専念できる
環境を提供できなくなると、競技力の向上ができないと
考えるかもしれない。イギリスのタイムズ紙が毎年発表
する世界大学ランキングで、2015年に３位となったスタ
ンフォード大学の場合（東京大学は43位)、過去のオリ
ンピックにおいて128個の金メダルを含む、223個のメダ
ルを獲得している。世界で高い評価を受ける大学で学業
を優先しながら、スポーツ競技でも世界トップの成績を
収めることが可能なことを証明している。スポーツ競技
引退後には、スポーツとは無縁のビジネス界のトップ
を目指すことも珍しくはない。選手が競技を引退した
後、スポーツ以外のことはわからない、という人生を歩
ませてしまうと、引退後の人生で経済的な破綻に陥るだ
けでなく、元読売ジャイアンツのプロ野球選手、清原
和博のような“人生の致命的な過ちを犯すリスク”も
潜んでいる。スポーツで成功するしないに関わらず、
‶Champions for Life！！”誰もが人生の成功者の道を歩
めるよう、いずれ訪れる引退後の人生の基盤づくりとし
て、アスリートのセカンドキャリア支援の充実を図るこ
とが重要である。スポーツを支える最も大きな推進力は、
そのスポーツで育った人材である。彼らがスポーツで成
功するかどうかが重要なのではなく、スポーツ競技者を
引退した後、次の世代のために支援をする側に回ること
が重要なのだ。アメリカのトップアスリートの合言葉、
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‶私が若かったころ、周りの大人が教えてくれた。今度
は私がする番だ！”スポーツに関わったものが、人生で
の成功者となり、次の世代を支えるブースター（経済的
推進力）となりえることが、スポーツの発展に欠かすこ
とができないのである。
　AI（Artifi cial Intelligence）技術の向上により、現在
人の手で行われる職業の多くが、人工知能型ロボットに
とって代わられる時代になっていく。いわゆる第四次産
業革命の幕開けである。2016年１月の世界経済フォーラ
ム（WEF）によると、2020年までには世界中で500万人
(約710万人の雇用が消え、約210万人の雇用が新たに創
出される）が職を失うと予測している。オックスフォー
ド大学、シティグループ、野村総合研究所の共同研究で
は、向こう10～20年で中国の77%、アメリカの47％、日
本においても49%の既存の職業が、ロボット化されてい
るかもしれない。WEFが2016年１月に発表した“The 
Future of Jobs”によると、『今日小学校へ入学した世
代の65%は、今まだ存在していない仕事を職業とするこ
とになるだろう！』という。大きな変革期となる21世紀
を生き抜くために、新たな能力として21世紀スキルを身
につけることが急務となってきた。チェスや将棋ではす
でに人間はコンピュータに敗れ、まだあと10年はコン
ピュータが人間に勝つことはない、と言われていた囲碁
においても、2016年３月にその牙城が破られた。
　‶能力が劣ればその世界から去らねばならない！”ア
スリートならその意味はわかるであろう。一般の職種で
起こるAIと人間の生存競争に、スポーツしか知らない
ものが参入していく隙間は全くない。‶日本独特の体育
会系は就職に有利！"、という時代はもうすでに終わり
を告げている、と肝に銘じ、いつまでも“体育会神話"
という幻想を捨て、‶何とかなる！”という甘い考えは、
直ちに改めるべきであろう。

７．結　　論
　本研究では、2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クに向け、日本が東日本大震災の復興途上の中、世界的
な経済不況下という様々な悪条件にある状況で、新国立
競技場建設問題をはじめとしたオリンピック関連競技施
設整備とその財源、地域社会におけるスポーツが果たす
べき経済的な役割、そして選手強化と引退後のセカンド
ライフ支援のバランス等、様々な課題を克服するために、
1996年アトランタオリンピック開催時、ジョージア工科

大学をはじめとした地元大学スポーツ界が、オリンピッ
ク関連施設建設やアスリートの競技とセカンドキャリア
両面を重視した人材育成プログラムの構築、そしてプロ
スポーツにも匹敵する、地域経済をけん引するスポーツ
ビジネスを確立し、地方都市でも国に頼らずオリンピッ
クが開催できる実例を確認することができた。そこで活
かされたのは、第一の鍵のプロジェクト管理を活用する
ことである。また今日世界のスポーツ界で最も大きな
経済効果もたらす一つNFL・スーパーボウルにおいて、
試合に直接かかわるもの、間接的なものなど幅広い分野
での経済効果から、試合会場となる高コストのスタジア
ム建設やその維持・管理が十分可能となることも確認で
きた。つまりスポーツがビジネスとして成り立つという、
第二の鍵である。さらにスポーツビジネスの基盤である
アメリカのプロスポーツチームや大学スポーツが、個々
で自立運営できる仕組みを掘り下げていった。つまり第
三の鍵である。スポーツイベントやチームを支えるため
には、その地域ごとに十分な経済基盤があり、その基盤
の重要な要素である産業創成のための研究・開発や、優
秀な労働力を輩出する大学の存在も確認できた。つまり
第四の鍵である。これらのことを参考にし、これから日
本が4年間で整えるべきこととして、国など公的な補助
金を当てにするのではなく、独自に稼ぐ自立心を持ち、
具体的に独自でスポーツ運営を賄う力を付けていくこと
である。ビジネスとして自立できることも重要だが、ア
メリカのような桁違いな寄付の支援も見逃せない。日本
ではまだまだ寄付の文化が根付いていないが、寄付に対
する税制優遇の面で、控除される割合がアメリカに比べ
低いことも、日本で寄付が増えていかない要因の一つに
なっている。アメリカの寄付の文化は“Independent”
の国アメリカ合衆国建国の歴史、イギリスの支配を嫌い
独立したことからもわかるように、国に頼らない国民気
質と、何に使われるのかわからない税金より、自分がし
たいことへ寄付するという思想に基づいている。対象と
なるものが社会のためになるもので、かつ国や地方行政
ですぐ取り組むことができない場合、寄付がその取り組
みを後押しする一助となる。
　第五の鍵であるスポーツ競技者育成については、単に
競技力だけを向上させるのではなく、一般社会の一員と
して生きていく様々な能力を併せ持つ、人間力を養う人
材育成を整備することである。また近年問題となって
いる体罰について、指導者の在り方も問われるように
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なっている。政府はスポーツ指導者の質の向上を目指
し、‶スポーツの専門知識や指導の技能以上に、選手の
人間的な成長を促す上で必要な倫理観、規範意識”など
を重視した教育指針を2016年３月中に策定する。この指
針を基に2016年度から大学で指導者育成講義を行ってい
く。この講義の受講対象が大学生ということであり、本
来体罰防止を目的とする対象である、既存スポーツ指導
者に提供されるものではない。今回の教育指針を基にし
たコーチ理念や哲学を持つことは、スポーツ指導者に
とってまず最初に整えておかねばならない基礎部分であ
る。そして学び続ける姿勢や多様な思考を持ち、意思疎
通を図るなどのライフスキルは、選手が競技者引退後に
備えて整えるべきテーマではあるが、まず指導者が模範
を実践の中で示していくことが必要である。さらに体罰
防止をスポーツ界に浸透する上で重要なことは、スポー
ツマンシップの理解を深める必要がある。日本のスポー
ツ界ではまだスポーツマンシップの正しい理解と実践が
進んでいない。このことが日本のスポーツ界に体罰文化
を蔓延らせる大きな要因と言えよう。大学で行われる、
学生対象の講義とは別に、現在スポーツの指導を行って
いる指導者への研修も、単なる講義形式レベルだけでな
く、実践的なOJT形式の研修を充実させていくことが求
められる。

図９． 日本アメリカンフットボール協会が主催する、日本体育
協会公認指導者育成講習会で取り組む体罰防止研修。こ
ちらでもコーチ哲学が基本となっている

　スポーツマンシップを具体的に表す事例として、2006
年トリノオリンピックの女子クロスカントリーリレー競
技が上げられる。競技中カナダ選手がポールを折り、当
初2位にいた順位が4位まで後退した。その際近くにいた
ノルウェイコーチが予備のポールをカナダ選手に貸し与
えた。カナダ選手は4位から挽回し最終２位でゴールし

た。その結果一時２位に順位を上げていたノルウェイ選
手は4位となった。このコーチが取った行為で、自国選
手はメダルを逃したことになったが、それをとんでもな
い行為！と国内で吊るし上げる声が高まるか、それとも
このコーチをメダル以上に価値ある行為、と国の誇りに
思えるかで、スポーツマンシップがその国に浸透できて
いるかどうかが図られると言える。スポーツ界における
正しいスポーツマンシップ理解と実践が、共立社会（共
に豊かな社会生活）を実現するシチズンシップとして、
大きな相乗効果をもたらすことに繋がっていくのである。
　スポーツマンシップのないスポーツ、そしてコーチ哲
学のない指導者は、‶仏作って魂入れず”である。正し
いコーチ哲学を持ったスポーツ指導と、スポーツマン
シップを基にしたスポーツ文化を創造し、21世紀にふさ
わしい人材育成が日本国内に広まっていくことで、第五
鍵の人材育成の成功となる。

図10． 2016年に国が教育指針としてまとめているコーチングの
講義の先行事例として、2015年に追手門学院大学で２年
生を対象に実施したコーチング論の授業風景。リーダー
シックとコーチ哲学を基に、ライフスキルやスポーツマ
ンシップも含めた総合的な21世紀型人材育成プログラム
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Ｊリーグサッカークラブのファン・サポーターを対象とした観戦者調査
－ガンバ大阪クラブのホームゲーム観戦者の事例－
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A survey of attitudes of fans and supporters of a J.League soccer club
－A case study of home game spectators of Gamba Osaka club－

Takeshi MATSUI Juri TATSUMI Koki HIRATANI
Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University

Seiichi MATSUBAYASHI Kumi NIINA Daiki KAGAI
Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University Otemon Gakuin University

Abstract
In order to survey the characteristics of the fans and supporters of a professional soccer club (in the J. League), a questionnaire 

for assessment was developed and conducted to 503 randomly selected fans and supporters of Gamba Osaka club at the home 
stadium, Expo '70 Commemorative Stadium, on Nov. 22, 2015.

We analyzed the questionnaire data with chi-square analysis or Student's t-test to confirm the sex-based differences in the 
spectators' background, behavior, and attitude, and other results. As a result, the following main characteristics were revealed：

－The fans and supporters of Gamba Osaka club are mainly in their 30's to 40's, and gather at the stadium from across Japan. 
Most people (34%) are from the Hokusetsu area (north area of Osaka pref., near the stadium). They are mainly accompanied by 
family (43%) or friends (37%). The main mode of transportation is their own car (26%). They spectated 12 times at the home 
stadium and 5 times at away stadiums on average in the 2015 season.

－Compared with females, males have a longer experience (males: average 11 years, females: average 8 years, p<.001), and also 
know much more about the hometown activities of Gamba Osaka club (about 10% higher than females).

－Compared with males, females have more passion to watch their favorite players, and more enthusiastically  support them at 
the stadium. The rate of supporting their favorite players was signifi cantly higher in females (females：59%, males：33%, p<.001). In 
addition, a“powerful game”was also more important for female spectators (females：79%, males：70%, p<.05). 

－In both males and females, the rate of“spectator”sports activities was high (“spectator”：males, 97%；females, 90%, p<.01). 
However, actually“doing”sports and“supporting”sports activities showed a lower percentage, especially in females (“doing”：males, 
46%；females, 20%, p<.001／“supporting”：males, 3%；females, 0.4%, p<.05). As a whole, the rate of persons wishing join to Gamba 
Osaka-related sports classes and clubs showed a lower level (16% of men and 8% of women). We considered that improving the 
hometown activities, and making them accessible to every fan and supporter will be challenges for the future.

From these results, it is suggested that benefi cial ways and means for increasing spectators include the recognition of sex-based 
diff erences and regular sports activities, involving“doing”and“supporting”sports.

キーワード：Ｊクラブ，ファン，サポーター，観戦者，アンケート調査
Keywords：J.Club，Fan，Supporter，Sports Spectator，Questionnaire Survey
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１．緒言
１．１　

　日本体育協会１）は、21世紀の国民スポーツ振興を図
るための基本理念として、｢生涯スポーツ社会」の実現
を挙げている。豊かで活力のある「生活／暮らし」を目
指し、国民一人ひとりが、各ライフステージで、スポー
ツライフスタイルを構築していく。そのためには、国民
が自己の能力・適性、興味・関心等に応じ、主体的にス
ポーツ文化を豊かに享受できるようにするための能力の
育成や社会環境の醸成が必要であるとしている。そして、
具体的な振興方策の視点として、スポーツ文化享受スタ
イルとしての「するスポーツ」｢みるスポーツ」｢支える
スポーツ」の振興を掲げている。
　｢するスポーツ」活動は、アスリートとして競技の高
みを目指す者、日常的なゲームを楽しむ者、健康・体力
作りを目指す者、およびスポーツの愛好者などが享受す
る活動として捉えることができる。この様な個々のニー
ズ、能力、ライフステージ等を踏まえて、多様な視点か
らスポーツの実施を考慮する必要があることが指摘され
ている１)。
　｢みるスポーツ」活動は、トップアスリートやプロア
スリートのパフォーマンスを観て感動や楽しみを得るこ
とを主な目的としている。感動や楽しみは人々のスポー
ツ活動への参加を促進する原動力となっている。また、
｢みるスポーツ」は人々に充実感やゆとりを与えるなど、
生活の質的向上をもたらす点でも有意義であると考えら
れている１)。
　｢支えるスポーツ」活動は、スポーツ指導ボランティ
アや競技大会ボランティアなどに代表される活動である。
自己の技術や能力を用いて活動に貢献する場合には、自
己実現につながる。そのため、｢支えるスポーツ」活動
の価値や意義が広く人々に認識されている。また、ス
ポーツボランティアは活動内容や役割分担が多岐に渡る
ため、人材養成が不可欠であり、人材登録システムや組
織的な活動体制なども必要となる。
　これらの「する」｢みる」｢支える」スポーツ活動の考
え方は、文部科学省が2010年に打ち出した「スポーツ立
国戦略｣２)、2012年の「スポーツ基本計画｣３)においても
取り入れられ、そこでは「する人」｢観る人」｢支える
(育てる）人」に着目した、スポーツ推進の基本方針が
掲げられている。具体的に、｢する人」については、成
人の週１回以上のスポーツ実施率が３人に２人（65パー

セント程度)、週３回以上のスポーツ実施率が３人に１
人（30パーセント程度）となることを政策目標として
いる３)。｢支える（育てる）人」については、スポーツ
活動推進のためのスポーツボランティアの普及、ならび
に地域におけるスポーツ指導者の養成・活用の側面から、
具体的施策を提言している。一方、｢観る人」について
は、直接的な提言はなく、観ることの対象となる選手等
に焦点を当て、国際競技力の向上、選手強化の環境整備、
あるいは国際競技大会の誘致・開催などの側面から、間
接的に施策を示している。
　Ｊクラブのファン・サポーターは、これらのスポーツ
振興方策との関連でみた場合、｢観る人」に相当するで
あろう。しかしながら、スタジアムにおいては、試合中
に応援することで好きなチームを支えたり、サポーター
同士の交流、情報交換などによって相互に支え合ったり
することも多い。また、熱心なサポーターの中には、試
合中に選手と一緒に戦っていると考えている者もいる。
これらのことから、スタジアムにおけるファン・サポー
ターは、単なる「観る人」ではなく、スタジアムでの活
動を「する人」であり、｢楽しむ人」でもあるといえる。
　一方、クラブ経営や「みるスポーツ」を盛り上げると
いう視点からすると、ファン・サポーターをはじめと
する多くの観戦者がスタジアムに集まることが望まれ
る。辻と二宮４）は、スタジアムの平均集客率が高いク
ラブと低いクラブの２群に分けて、入場者数決定要因の
分析を行った。その結果、集客率の違いにより入場者数
を増加させるための施策が異なること示唆した。例とし
て、集客率が高いクラブでは、シャトルバス（増便）や
天候（雨の日限定サービス）への施策が、集客率が低い
クラブでは、地元出身選手（積極的な補強）やチケット
価格（値下げ）への施策が有効であることを示している。
また、両方のクラブに共通する施策として、試合当日の
イベントやサービスを充実させることが入場者の増加に
つながることを示している。Ｊリーグは「百年構想」に
基づいて、地域と一体になったクラブづくりを目指し、
ホームタウン活動５）を積極的に行っている。サッカー
にとどまらない、多様な運動・スポーツなどの取り組み
と、それによる地域の活性化を実現することを目指して
いる。こうした地域密着の取り組みは、スタジアムでの
新規観戦者の開拓や現在の観戦者の定着につながると考
えられる。中でも、地域における「するスポーツ」の振
興が、スタジアムでのサポーターの増加や「みるスポー
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ツ」の振興において有効であると内海６）は指摘してい
る。藤口７)（1996年当時のレッズ運営部長）は、雑誌イ
ンタビューのコメントで、｢クラブと観客は売る側と買
う側という関係ではなく、｢ともに試合に参加する」関
係だと考えている。そういう考え方でないと、地元住民
の日常生活に食い込んでいけない」と述べている。つま
り、ともに試合参加するという意識によって顧客の観戦
行動が日常化し、チームの成績に左右されない固定客と
なることを目指している。
　以上のことから、Ｊクラブのファン・サポーターは、
自らが「観る人」としてスポーツ（サッカー）を楽しみ、
好きなチームへのチームアイデンティティを感じて積極
的に行動し、クラブの試合や経営をも支える、重要な存
在であると考えられる。毎年公表される、Ｊリーグの
｢スタジアム観戦者調査」８）の結果から、各クラブの観
戦者としてのファン・サポーターの特徴が把握できる。
この調査では、観戦者のプロフィール、スタジアム観戦
の動機、③観戦行動の特徴などのデータが採取され、毎
年公開されている。本研究では、「スタジアム観戦者調
査」と共通する項目を部分的に取り入れるとともに、ガ
ンバ大阪に関連した項目やファン・サポーター自身の日
常スポーツ活動にも着目して、アンケートを構成した。
また、各項目における男女の違いにも着目した。

１．２　研究目的

　本研究は、ガンバ大阪のファン・サポーターの特徴に
ついて、プロフィール、観戦における頻度・動機・魅力、
ホームスタジアムへのアクセス、自身の日常スポーツ活
動、スタジアムでの楽しみ、などの視点から明らかにす
ることを目的とした。

２．研究方法
２．１　研究対象

　本研究は、2015年11月22日に万博記念競技場（ガンバ
大阪のホームグラウンド）に試合観戦で来場した、ガン
バ大阪のファンならびにサポーターを対象とした。

２．２　調査方法と項目

　試合当日、試合開始の約6時間前から開場を待つ観戦
者に、本研究のスタッフが声がけをして調査への協力を
呼びかけた。協力者には、質問紙を手渡して自記式にて
その場で記入をしてもらった。その間、スタッフは待機

し、質問項目への問い合わせに対応するとともに、記入
完了後に用紙を回収した。スタッフ（22名）は対象者へ
の声がけの際に、一定の年齢層ならびに性別に偏らない
よう配慮して調査を行った。また、当日の対戦相手チー
ム、モンテディオ山形のファン・サポーターを対象とせ
ず、ガンバ大阪のファン・サポーターに絞り込むため、
ガンバ大阪のホームエリアの入場口に並ぶ者、ガンバ大
阪の応援用ユニフォームを着ている者などを中心に調査
協力の声がけをした。
　調査項目は、対象者の個人的属性（性別、年代、ファ
ン・サポーター歴、居住エリア、同伴者、交通手段)、
自身のスポーツへの関わり、ガンバ関連のスポーツ教
室・クラブのニーズ、観戦者を増やすための工夫、好き
なサッカー選手、今シーズンの観戦回数、スタジアムで
の試合以外の楽しみ、サッカーやＪクラブのイメージ、
観戦の魅力、追手門学院大学との連携活動に関する認知
などとした。

２．３　分析方法

　得られた回答は519名分であった。その中で、｢ガンバ
大阪のファン・サポーターですか」という設問に「は
い」と回答した者、503名のデータを本研究の分析に用
いた。なお、ＪリーグのData Siteホームページにおけ
る公式発表９）によれば、当日の観客数は18,219名であ
り、519名は2.8％に相当する。
　各回答データの分析においては、居住エリア、試合会
場への交通手段、その他の記述式項目を除き、性別比較
を基本とした。両群の差は、カイ二乗検定または、ｔ検
定によって確認し、統計処理には統計分析ソフト（IBM 
SPSS Statistics version 19）を用いた。

３．結果及び考察
３．１　対象者の属性

ａ．性別と年代（図表１,２,３）

　本調査の対象者である、ガンバ大阪のファン・サポー
ター（503名）のうち、男性は245名、女性は251名で
あった（図表１)。年代とのクロス集計は図表１に示す
通りであり、男女とも40歳代が最も多かった（男性：
30.6%，女性：33.5%)。男性は次いで20歳代（24.1%)、
30歳代（22.0%）の順、女性は30歳代（24.7%)、20歳
代（21.1%）の順でであった。男女とも30・40歳代の合
計が全体の過半数（52～58%）を占めていた。男女合計
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では55.5%であり、2015年度のＪリーグスタジアム観戦
者調査８）のデータ（30・40歳代合計56.6%）と同様な値
であった。年齢について、本研究では「年代」として
データを採取したが、Ｊリーグスタジアム観戦者調査８）

では、｢年齢」を用いている。Ｊリーグ全体、ガンバ大
阪ともに、観戦者の平均年齢が年々上昇する傾向にあり、
2006年から2015年までの10年間で平均年齢は、５～６歳、
上昇している（図表２)。同調査における男女の割合に
関するデータ（図表３）では、徐々に女性の割合が減り
(10年間で約３％の減少)、Ｊリーグ全体のデータでは、
４割を切っている。ガンバ大阪は、年毎のばらつきが大
きいものの、同様に４割を下回り、35％まで落ち込んで
いる。10年間で約10％、減少している。

図表１　ファン・サポーターの年代と性別
男　性

n＝245(100%)
女　性

n＝251(100%)
全　体

n＝496(100%)
19 歳 以 下 20( 8.2) 11( 4.4) 31( 6.3)
20 ～ 29 歳 59(24.1) 53(21.1) 112(22.6)
30 ～ 39 歳 54(22.0) 62(24.7) 116(23.4)
40 ～ 49 歳 75(30.6) 84(33.5) 159(32.1)
50 歳 以 上 37(15.1) 41(16.3) 78(15.7)

n.s.(x 2＝4.129，d.f.＝4)
※ 全データ（503名）から年代未回答４名、性別未回答３名、計７名を

除いたデータ

図表２　Ｊリーグスタジアム観戦者調査にみる
　　　　ガンバ大阪観戦者の平均年齢（10年間の推移）

（文献８のデータから著者作図)

図表３　Ｊリーグスタジアム観戦者調査にみる
　　　　ガンバ大阪観戦者の男女割合（10年間の推移）

（文献８のデータから著者作図)

ｂ．ファンクラブの加入ならびにファン・サポーター歴

　（図表４,５）

　対象者のうち、ファンクラブ加入者は約８割、そのう
ちプラチナ・年間パス会員は約６割を占めていた（図表
４)。性別による差はみられなかった。一方、ファン・
サポーター歴については、男性が11.1±7.1年（平均値
±標準偏差)、女性が8.3±6.2年であり、ｔ検定の結果、
有意な差がみられ、女性に比べて男性のファン・サポー
ター歴が長い傾向にあった（p<.001)。また、図表５か
ら、男女とも「10年」の人数が多いこと、1996年以前の
｢パナソニックガンバ大阪」時代、および1992年以前の
｢松下電気産業サッカー部」時代からのファン・サポー
ターが一定数いることが確認できる。2015年度のＪリー
グスタジアム観戦者調査では、ガンバ大阪のサポーター
歴10年以上の観戦者は57.1％であることが示されている。
本研究におけるサポーター歴10年以上の観戦者は、それ
よりも低く、51.1％（255名）であった。スタジアム観
戦者調査８）において、ガンバ大阪は、Ｊ１・18チーム
中、10番目の率であり、浦和（76.8％)、新潟（73.3％)、
仙台（72.1％)、清水（70.1％）の各クラブと比べて差
が大きい。ガンバ大阪は、他と比べて若いサポーター
(歴の浅い者）が多いと解釈することもできるが、詳細
な分析が今後必要であると思われる。

図表４　ファンクラブへの加入と会員の種別

ファンクラブに加入していますか？

は　い いいえ 合　計

男 性 196(82.0) 43(18.0) 239(100)

女 性 198(80.5) 48(19.5) 246(100)

合 計 394(81.2) 91(18.8) 485(100)

n.s.(x 2＝0.184，d.f.＝1)

プラチナ・年間パス会員 レギュラー・ライト会員 合　計

男 性 129(66.5) 65(33.5) 194(100)

女 性 115(59.6) 78(40.4) 193(100)

合 計 244(63.0) 143(37.0) 387(100)

n.s.(x 2＝1.983，d.f.＝1)
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図表５　ファン・サポーター歴 ｃ．居住エリアと来場同伴者（図表６,７,８）

　図表６および７に示すように、大阪北摂エリアから
の来場者が多く（34.0%)、大阪府全体で約６割の来場
者がある（59.7%)。その他、大阪府を除く近畿エリア
(15.0%）と関東（13.0%）からの来場者が多い。大阪
北摂では、40および50歳代で家族と一緒に来場する者が
多く、大阪市からは、20～40歳代で友人と来場する者が
多い。その他の大阪エリア、近畿エリア（大阪府除く）
および関東エリアでは、20・30歳代での友人同伴が多い。
家族と友人の両方と一緒に来場するのは、近畿エリアま
での者が多く（86%)、そのうち北摂エリアの10名が最
も多かった。年代別では同エリアの40歳代の４名が最も
多かった。全体的には、家族同伴が215名，43.1%、友
人同伴が183名，36.7%、一人が50名，10.0%、家族と
友人が29名，5.8%であった。
　来場同伴者を性別で比較すると、両者の傾向には差が
みられ（p<.01)、男性は女性に比べて、一人で観戦す
る者が多い傾向にある（図表８)。

図表６　対象者の居住エリア別にみた年代と来場同伴者のクロス表

居　　住　　エ　　リ　　ア 年　　代 来　　場　　同　　伴　　者 合計家族と 友人と ひとりで その他 家族と友人 無回答
１ 大阪北摂 年代 10歳未満 4 0 0 0 0 0 4
　 吹 田 市：50　　箕 面 市：8
　 茨 木 市：44　　摂 津 市：4
　 高 槻 市：34　　池 田 市：3
　 豊 中 市：31　　豊 能 郡：2

10代 10 0 1 0 0 0 11
20代 8 8 0 0 0 1 17
30代 13 18 3 1 2 0 37
40代 37 20 4 3 4 1 69
50代 17 4 3 0 2 0 26
60代 4 1 1 0 2 0 8
70代 1 2 0 0 0 0 3

合計 94 53 12 4 10 2 175
２ 大 阪 市：62 年代 10代 1 0 0 0 0 0 1

20代 2 8 2 1 2 0 15
30代 4 8 1 1 0 0 14
40代 5 9 4 0 2 1 21
50代 3 2 1 0 0 0 6
60代 3 1 0 0 0 0 4

合計 18 28 8 2 4 1 61
３ 大 阪 府（大阪北摂・大阪市以外) 年代 10代 2 0 0 0 1 3
　 堺　　市：13　　　　　　富田林市：４
　 東大阪市：12　　　　　　柏 原 市：３
　 守 口 市：６　　　　　　和泉市・熊取町：２　
　 河内長野市・門真市・　　泉大津市・寝屋川市・交野市・岸和田市・
　 枚方市：５　　　　　　　四條畷市・大東市・八尾市：１

20代 7 12 3 3 3 28
30代 5 7 2 0 0 14
40代 6 5 2 0 1 14
50代 2 2 0 0 0 4

合計 22 26 7 3 5 63
４ 大 阪 府（地域不明） 年代 20代 0 1 0 1

30代 1 2 0 3
40代 0 1 0 1
50代 2 0 1 3

合計 3 4 1 8
５ 近　　畿 年代 10歳未満 2 0 0 0 0 0 2
　 兵 庫 県：33　　滋 賀 県：８
　 奈 良 県：18　　和歌山県：６
　 京 都 府：13

10代 1 0 1 0 0 0 2
20代 6 12 0 0 0 0 18
30代 6 10 1 2 2 0 21
40代 7 7 3 0 2 3 22
50代 6 1 1 0 2 0 10
60代 2 0 0 0 0 0 2

合計 30 30 6 2 6 3 77
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図表７　対象者の居住エリア 図表８　来場同伴者の男女比較

来場同伴者（n＝)
合計

家族と 友人と ひとりで その他 家族と友人 無回答
男 性 102 84 38 7 12 3 246
女 性 114 97 13 6 18 6 254
合 計 216 181 51 13 30 9 500

※その他の内容　
　FC，チーム，クラブ，部活，サポーター，仕事，彼氏，恋人，カップル

x2＝16.008，d.f.＝５，＊＊p<.01

　Ｊリーグスタジアム観戦者調査８）における観戦同伴
者の動向は、図表９に示す通りである。Ｊリーグ全体で
は、家族同伴の観戦者が多く、友人同伴が少ない（概ね
５：３)。しかし、ガンバ大阪は、2008年のピーク時に
比べて、10％以上、家族同伴の割合が減少し、相対的に
友人同伴の割合が増えている。図表６から、友人同伴は
20・30歳代が多く、前述したように、大阪市内、近畿
(大阪府除く)、関東エリアからの者が多い傾向にある。

居　　住　　エ　　リ　　ア 年　　代 来　　場　　同　　伴　　者 合計家族と 友人と ひとりで その他 家族と友人 無回答
６ 関　　東 年代 10代 1 0 2 0 0 3
　 東 京 都：29　　埼 玉 県：７
　 神奈川県：17　　群馬県・茨城県：２
　 千 葉 県：10　　栃 木 県：１

20代 6 12 2 2 0 22
30代 4 10 3 0 0 17
40代 6 8 2 0 1 17
50代 5 2 1 0 0 8

合計 22 32 10 2 1 67
７ 東　　海 年代 10代 3 0 0 0 3
　 愛 知 県：12
　 三 重 県：７
　 静 岡 県：３

20代 4 3 0 0 7
30代 3 2 1 0 6
40代 2 2 1 1 6

合計 12 7 2 1 22
８ 北　　陸 年代 10代 1 0 0 1
　 石 川 県：４
　 富 山 県：３
　 福 井 県：２

20代 0 1 0 1
30代 0 0 2 2
40代 2 0 0 2
50代 2 0 1 3

合計 5 1 3 9
９ 中 四 国 年代 10代 1 0 0 1 2
　 岡 山 県：５
　 愛媛県・山口県：２
　 広島県・島根県：１

20代 1 1 1 0 3
30代 0 0 1 0 1
40代 4 1 0 0 5

合計 6 2 2 1 11
10 国内その他 年代 30代 1 1
　 北海道・宮城県：１ 80代 1 1

合計 2 2
11 海　　外 年代 40代 2 2

合計 2 2
12 無 回 答 年代 40代 1 1 2

合計 1 1 2

合　　　　　計

年代 10歳未満 6 0 0 0 0 0 6
10代 20 0 4 0 1 1 26
20代 34 58 8 6 5 1 112
30代 36 57 13 4 6 0 116
40代 72 53 17 3 9 7 161
50代 37 11 6 0 6 0 60
60代 9 2 1 0 2 0 14
70代 1 2 0 0 0 0 3
80代 0 0 1 0 0 0 1

合計 215 183 50 13 29 9 ※499
※豊中、堺、大阪、神奈川県、和歌山県に各１名の年代不明者がいるため、年代とのクロスデータは、５名減となる
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こうした同伴者の傾向は、広域にファン・サポーターが
いるガンバ大阪の特徴といえる。

図表９　Ｊリーグ スタジアム観戦者調査にみる
　　　　ガンバ大阪観戦者の観戦同伴者（10年間の推移）

（文献８のデータから著者作図)

３．２　本日の試合の観戦理由（図表10）

　試合の観戦理由として、８割以上の者が挙げた「好き
なクラブを応援したいから」および、約７割が挙げた
｢サッカー観戦が好きだから」の上位２点について
は、男女の差が認められなかった。３位の「好きな選

手を応援したいから」は、有意に女性の方が男性を上
回っていた（p<.001)。これら上位３つの観戦理由は、
2015年度のＪリーグスタジアム観戦者調査８）において、
ガンバ大阪が１位となっている項目であり、選手のファ
ンとして、また、クラブのサポーターとしてスタジア
ムで応援しながらサッカーを観戦することが好きであ
るという、ガンバ大阪観戦者の特徴をよく表している。
４位以下の理由で、有意な差が認められたのは、｢地
元のクラブだから（p<.001)｣、｢レジャーとして楽し
いから（p<.05)｣、｢スケジュールの都合がよかったか
ら（p<.05)｣、｢応援しているクラブの成績が良いから
(p<.01)｣、｢応援しているクラブが地域に貢献している
から（p<.01)」の５つであり、いずれも男性の割合が
高かった。サッカーチームのファン・サポーターとして、
大いに当てはまる観戦理由である、上位２点を除くと、
女性は、好きな選手がいること、男性は地元クラブに愛
着心を持つことが観戦の強い動機づけとなっていること
が明らかとなった。

図表10　本日の試合の観戦理由
男　性
n＝246

女　性
n＝254 x２ d.f.

１．好きなクラブを応援したいから 81.7 84.3 0.573 n.s. 1
２．サッカー観戦が好きだから 74.0 67.7 2.374 n.s. 1
３．好きな選手を応援したいから 33.3 58.7 32.254 ＊＊＊ 1
４．地元のクラブだから 43.5 22.4 25.134 ＊＊＊ 1
５．レジャーとして楽しいから 25.2 17.7 4.164 ＊ 1
６．スケジュールの都合がよかったから 21.5 13.4 5.788 ＊ 1
７．応援しているクラブの成績が良いから 22.8 11.4 11.403 ＊＊ 1
８．スタジアムでのイベント・グルメ企画が楽しそうだから 15.9 12.6 1.087 n.s. 1
９．友人や家族に誘われたから 13.4 9.4 1.946 n.s. 1
10．応援しているクラブが地域に貢献しているから 14.6 6.3 9.317 ＊＊ 1
11．今日の対戦相手との試合が魅力的だから 5.3 2.4 2.919 n.s. 1
12．チケットをもらったから 2.8 2.4 0.115 n.s. 1
13．周囲で盛んに話題になっているから 3.7 1.6 2.143 n.s. 1
（複数回答） (％) (％) ＊＊＊p<.001，＊＊p<.01，＊p<.05
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３．３　試合会場への交通手段（図表11,12）

　今回、調査を実施した試合は、ガンバ大阪のホームス
タジアム、万博記念競技場でのリーグ最終試合であり、
次シーズンからは隣接する新スタジアムで試合が行われ
る。そのため、今回は新スタジアムへの交通手段（予
定）を併せて調査した。利用した公共交通機関、自家用
車、自転車、バイク等の交通手段を尋ねたところ、本日
の交通手段として挙げられた上位５つは、｢車(25.6%)｣、
｢電車＋モノレール（18.5%)｣、｢モノレール(13.9%)｣、
｢自転車（9.7%)｣、｢電車（6.4%)」であった（図表11)。
割合は若干、変わるが、新スタジアムへの交通手段も

｢車（22.9%)｣、｢電車＋モノレール(15.3%)｣、｢モノ
レール（13.1%)｣、｢自転車（8.7%)｣、｢電車（6.4%)｣
の順であった（図表11)。
　図表12に示す通り、今回の来場で利用した交通機関
ならびに移動方法別にみた場合、モノレールの利用が
最も多く（29.2%)、以下、電車（26.1%)、車（21.0%)、
自転車（9.0%)、バス（7.4%）が上位であった。同
様に新スタジアムへの交通手段についてもモノレー
ル（29.2%)、電車（24.5%)、車（21.8%)、自転車
(10.0%)、バス（7.7%）が上位であった。

図表11　試合会場への交通手段　－本日の試合（万博記念競技場）と新スタジアムについて－

本 日 の 交 通 手 段 新 ス タ ジ ア ム へ の 交 通 手 段
交 通 機 関 ・ 移 動 方 法 n＝ % 交 通 機 関 ・ 移 動 方 法 n＝ %

電車 32 6.4 電車 32 6.4
電車＋モノレール 93 18.5 電車＋モノレール 77 15.3
電車＋モノレール＋バス 14 2.8 電車＋モノレール＋バス 18 3.6
電車＋モノレール＋バス＋タクシー 1 0.2 電車＋モノレール＋バス＋車 4 0.8
電車＋モノレール＋車 2 0.4 電車＋モノレール＋バス＋自転車 1 0.2
電車＋モノレール＋自転車 2 0.4 電車＋モノレール＋タクシー 1 0.2
電車＋モノレール＋フェリー 2 0.4 電車＋モノレール＋車 14 2.8
電車＋モノレール＋飛行機 2 0.4 電車＋モノレール＋車＋バイク 1 0.2
電車＋バス 20 4.0 電車＋モノレール＋バイク 1 0.2
電車＋バス＋車 2 0.4 電車＋モノレール＋自転車 3 0.6
電車＋タクシー 3 0.6 電車＋モノレール＋フェリー 2 0.4
電車＋車 1 0.2 電車＋モノレール＋飛行機 2 0.4
電車＋自転車 7 1.4 電車＋バス 15 3.0
電車＋自転車＋徒歩 1 0.2 電車＋バス＋車 2 0.4
電車＋徒歩 1 0.2 電車＋タクシー 1 0.2
モノレール 70 13.9 電車＋車 4 0.8
モノレール＋バス 3 0.6 電車＋自転車 5 1.0
モノレール＋車 11 2.2 電車＋自転車＋徒歩 1 0.2
モノレール＋自転車 1 0.2 モノレール 66 13.1
モノレール＋飛行機 4 0.8 モノレール＋バス 2 0.4
バス 10 2.0 モノレール＋バス＋自転車 1 0.2
バス＋車 1 0.2 モノレール＋車 15 3.0
バス＋自転車 1 0.2 モノレール＋車＋自転車 2 0.4
車 129 25.6 モノレール＋自転車 3 0.6
車＋自転車 1 0.2 モノレール＋自転車＋徒歩 2 0.4
バイク 14 2.8 モノレール＋飛行機 4 0.8
バイク＋自転車 1 0.2 バス 6 1.2
バイク＋徒歩 1 0.2 バス＋車 3 0.6
自転車 49 9.7 バス＋自転車 5 1.0
徒歩 13 2.6 バス＋夜行バス 1 0.2
ジョギング 1 0.2 車 115 22.9
飛行機 6 1.2 車＋自転車 4 0.8
無回答３名＋その他の手段不明１名 4 0.8 バイク 13 2.6

合計 503 100.0 バイク＋自転車 1 0.2
自転車 44 8.7
自転車＋徒歩 3 0.6
徒歩 17 3.4
飛行機 2 0.4
無回答９名＋手段未定１名 10 2.0

合計 503 100.0
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図表12　交通機関・移動方法別の人数

－本日の試合（万博記念競技場）と新スタジアムについて－
本日の交通手段 新スタジアムへの交通手段（予定)

交通機関・移動方法 n＝ % 交通機関・移動方法 n＝ %
モノレール利用者計 205 29.2 モノレール利用者計 219 29.2
電車利用者計 183 26.1 電車利用者計 184 24.5
車利用者計 147 21.0 車利用者計 164 21.8
自転車利用者計 63 9.0 自転車利用者計 75 10.0
バス利用者計 52 7.4 バス利用者計 58 7.7
徒歩・ジョギング計 17 2.4 徒歩・ジョギング計 23 3.1
バイク利用者計 16 2.3 バイク利用者計 16 2.1
飛行機利用者計 12 1.7 飛行機利用者計 8 1.1
タクシー利用者計 4 0.6 タクシー利用者計 2 0.3
フェリー利用者計 2 0.3 フェリー利用者計 2 0.3

合計 701 100.0 合計 751 100.0

３．４　新スタジアムへのアクセスに関する課題

 （図表13）

　新スタジアムへのアクセスに関する課題として挙がっ
た上位６つは、｢試合前後の周辺道路の渋滞対策｣、｢最
寄り駅・バス停からの距離｣、｢駐車場の使いやすさ｣、

｢駐車場の広さ｣、｢バスの本数｣、｢周辺道路の安全」で
あり、これらの項目においては、男女の差がみられな
かった。次点の「駐輪場の使いやすさ」と「駐輪場の広
さ」については、男性が女性に比べて有意に高い割合を
示した（p<.01)。近隣にショッピングモールの「らら
ぽーとEXPOCITY」がオープンし、新スタジアム周辺
の混雑が予想されているため、周辺道路の渋滞を危惧す
る意見が多いと考えられる。また、２番目に「最寄り
駅・バス停からの距離」が課題として挙げられているが、
実際に駅からの移動距離は、新スタジアムの場合、これ
までの約４倍になる。万博記念競技場へのアクセスは、
モノレールの「公園東口駅」から220mの距離であった
が、同駅から新スタジアムへは850mとなる。また、｢万
博記念公園駅」から公道を通行した場合の距離は約1.2
㎞となる。このように駅からの移動距離が延長すること
は、モノレールを利用してきた来場者にとっては、大き
な課題になると思われる。

図表13　新スタジアムへのアクセスに関する課題
男　性
n＝246

女　性
n＝254 x２ d.f.

１．試合前後の周辺道路の渋滞対策 59.8 57.1 0.367 n.s. 1
２．最寄り駅・バス停からの距離 44.3 49.2 1.207 n.s. 1
３．駐車場の使いやすさ 36.2 32.3 0.843 n.s. 1
４．駐車場の広さ 24.0 20.9 0.699 n.s. 1
５．バスの本数 23.6 19.3 1.365 n.s. 1
６．周辺道路の安全 17.1 18.5 0.175 n.s. 1
７．駐輪場の使いやすさ 15.9 6.7 10.545 ＊＊ 1
８．駐輪場の広さ 13.0 4.3 11.971 ＊＊ 1
９．その他 4.9 3.9 0.263 n.s. 1

（複数回答） (％) (％) ＊＊p<.01
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３．５　日常のスポーツ活動（図表14,15）

　サーカースタジアムにおけるファン・サポーターは、
｢観る人」としてスポーツと関わっていると考えられる。
しかし、｢する」や「支える」活動への関わりがどの程
度あるのかについては、不明である。そこで、本研究で
は、ファン・サポーターが普段取り組んでいる「する」
｢観る」｢支える」の各スポーツ活動について調査した。
　図表14に示すように、３つの活動とも、男性が女性
に比べて割合が多いこと（p<.001，p<.01，p<.05)、
「観る」ことにおいては男女とも９割を超える高率で
あることが明らかとなった。一方、｢する」スポーツに
ついては、男性の約半数、女性の５分の1の実践に止
まっており、｢観る」と比較すると、40～70％低い割合
となっている。１ヶ月あたりのスポーツ実施は、男性が
6.5±7.2回（平均値±標準偏差)、女性が5.9±4.3回で
あった（図表15)。平均的に、週に１回はスポーツを実
施していることがわかる。このことから、本研究の対
象者における、週１回スポーツの実施率は、男性45％、
女性20％であり、前述のスポーツ基本計画３）の目標値、

図表15　｢普段よくスポーツを行っている」と答えた人の
　　　　１ヶ月あたりの実施回数

男性（n＝110) 女性（n＝51)

平　均 6.5 5.9

Ｓ　Ｄ 7.2 4.3

（回／月）

３．６　ガンバ関連のスポーツ教室・クラブ（図表16)

　Ｊリーグでは、毎年、各チームの地域スポーツ振興活
動および介護予防事業を支援する取り組みを行ってい
る10,11)。2015年度は合計26チームが実践し、地域関連の
事業が48件、介護予防関連が11件、実施された。また、
2016年度は、地域が42件、介護予防が９件、事業承認さ
れている。これらの中で、約半数の事業が日常的に展
開されている（2015年25件、2016年23件)。また、2015、
2016年の２年連続で計画されているものは、①チーム支

65％を大きく下回っている。Ｊクラブの誘致、発足に
よって地域住民のサッカー以外の運動やスポーツ活動へ
の影響がみられ、運動実施頻度が増えたとする報告もあ
る12)。クラブの貢献によって、｢観る人」が「する人」
にもなり、地域の運動・スポーツの機運が高まることが
期待される。
　スポーツボランティアとして、｢支える」スポーツ
を実践する者は、｢する」よりもさらに低い割合であ
り、男性で３％（７名)、女性で0.4％（１名）であった。
ガンバ大阪クラブをファン・サポーターとして支え、ス
タジアムで応援する活動も、｢支える」スポーツの一つ
の機会であると考えられるが、地域の大会・イベント、
スポーツクラブなどの活動を計画的に支える、明確なス
ポーツボランティアの実践者が少ない現状が明らかと
なった。今後は、このことの要因を探るべく、スポーツ
ボランティアの機会に関する認知度や興味などの点から、
ファン・サポーターの「支える」スポーツの状況を明ら
かにしていきたい。

援７件（バレーボール、トライアスロン、ビーチバレー、
障がい者サッカーなど)、②教室支援14件（健康体操、
ハイキング、ウォーキング、ウィンドサーフィン、ビー
チサッカー、ロードレース、ラグビー、障がい者サッ
カー、バスケットボール、ヨガ、ストレッチ等)、③大
会支援４件（マリンスポーツ関連、ビーチバレーボール、
ラグビー、フットサル）である。ガンバ大阪は、障がい
者サッカー大会の開催を年間２回実施している。
　こうした背景から、他チームが実施しているような異
種目を含み、多世代が参加可能な取り組みについての希
望を調査した。具体的には、｢ガンバ大阪関連のスポー
ツ教室・クラブ」があるとするならば、入会を希望する
かという形で尋ねた。図表16上段に示すように、入会を
希望する者は、男性16％、女性８％であり、男性が多い
傾向にあった。希望する具体的なスポーツ種目として、

図表14　スポーツとの関わりについて

男　性 女　性 x２ d.f.
・普段よくスポーツを行っている（する） （%） 45.5 20.2 36.065 ＊＊＊ 1

回答者全体 n＝242 n＝253

・普段よくスポーツを観ている（テレビ視聴含む）（みる） （%） 97.0 90.1 9.446 ＊＊ 1
回答者全体 n＝236 n＝243

・普段よくスポーツのボランティアをしている（ささえる） （%） 3.0 0.4 4.813 ＊ 1
回答者全体 n＝233 n＝242

＊＊＊p<.001，＊＊p<.01，＊p<.05
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図表16の下段に示すものがあげられた。一方、希望しな
い者の割合は男女とも、希望する者を上回り、特に女性
の割合が高かった（男性40％，女性47％)。また、どち
らともいえないと答えた者は、男性44％、女性45％であ
り、ガンバ関連のスポーツ教室・クラブに関する具体的
なイメージが設問において分かりにくかった可能性もあ
る。質問方法について、具体的な活動やスポーツ種目を
例示するなどの工夫が必要であり、今後の改善点と考え
られる。全体的には、男女比較で、希望する者と希望し
ない者の傾向が異なり、有意な差がみられた（p<.05)。
この差は、図表14に示したように、女性のスポーツ実施
率が低いことに起因していると思われる。

図表16　ガンバ関連のスポーツ教室・クラブがある場合の
　　　　入会希望について

男　性
n＝219

女　性
n＝211

はい 16.0 8.1
いいえ 39.7 46.9
どちらともいえない 44.3 45.0

(％) (％)
x２＝6.879 d.f.＝1，＊p<.05

｢はい」と答えた人が希望するスポーツ種目・活動
男性： フットサル（４名)、スイミング（２名)、サッカー／健康体操／

ヨガ／テニス／バドミントン／バレーボール／野球／大人クリ
ニック／何でも可（各１名）

女性： フットサル（２名)、サッカー／ダンス／テニス／バスケット
ボール／ラグビー／パワーリハビリ／エクササイズ／何でも可
（各１名）

３．７　好きなプロサッカー選手（図表17）

　今回の調査では、サッカー界全体とガンバ大阪の２つ
のカテゴリーで、好きなプロサッカー選手（OB・OG含
む各１名）を尋ねた。図表17に、各カテゴリーの回答者
数の１％以上の者から名前があがった選手をリストアッ
プした。遠藤選手と宇佐美選手は、両カテゴリーにおい
て１、２位を占め、中でも遠藤選手は２～３割以上の者
から、好きな選手としてあげられている。図表中には、
男女の合計人数を示しているが、男女別にみると、サッ
カー界全体の中で遠藤選手を選んだ人は、女性が多い
（59％)。一方、宇佐美選手は、男性が多かった（69％)。
ガンバ大阪のカテゴリーでもこの傾向は変わらず、遠藤
選手は女性が53％、宇佐美選手は男性が65％であった。
　サッカー界全体の３位の宮本選手はOBであるが、現
在も女性ファンが高く、68％を占めていた。ガンバの３
位、二川選手は男性ファンが多く、57％であった。

図表17　好きなプロサッカー選手

サ ッ カ ー 界 全 体 ガ ン バ 大 阪
順位 選　　手 n＝ （%） 順位 選　　手 n＝ （%）
1 遠 藤 保 仁 84 22.3 1 遠 藤 保 仁 135 29.3
2 宇佐美　貴　史 32 8.5 2 宇佐美　貴　史 66 14.3
3 宮 本 恒 靖 24 6.4 3 二 川 孝 広 51 11.1
4 メ ッ シ 18 4.8 4 倉 田 　 秋 40 8.7
5 二 川 孝 広 13 3.4 5 阿 部 浩 之 28 6.1
6 クリスティアーノ・ロナウド 10 2.7 6 東 口 順 昭 18 3.9
6 加 地 　 亮 10 2.7 6 岩 下 敬 輔 18 3.9
8 家 長 昭 博 9 2.4 8 西 野 貴 治 17 3.7
9 三 浦 知 良 7 1.9 9 明 神 智 和 15 3.3
9 ネ イ マ ー ル 7 1.9 10 藤 春 廣 輝 9 2.0
11 倉 田 　 秋 6 1.6 11 米 倉 恒 貴 7 1.5
11 明 神 智 和 6 1.6 11 オ ・ ジ ェ ソ ク 7 1.5
13 長谷部　　　誠 5 1.3 13 丹 羽 大 輝 6 1.3
13 東 口 順 昭 5 1.3 14 大　森　晃太郎 5 1.1
13 本 田 圭 祐 5 1.3 14 宮 本 恒 靖 5 1.1
16 ル ー ニ ー 4 1.1 そ の 他 33 7.2
16 阿 部 浩 之 4 1.1 回 答 者 全 体 460 100.0
16 香 川 真 司 4 1.1

そ の 他 124 32.9
回 答 者 全 体 377 100.0

※回答者全体人数の１%以上の得票選手をリストアップした
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３．８　スタジアムの観客を増やすための工夫

 （図表18）

　試合スタジアムの観客動員数を増やすことは、チーム
の最重要課題の一つと考えられ、各チームが様々な工夫
を行っている。今回の調査では、工夫に関する具体的な
意見を記載してもらい、図表18に、カテゴリー別の人数、
割合、主な内容を記載した。項目的には、チケット、イ
ベント、アクセスに関する工夫が10％を上回り、上位を
占めた。具体的には、チケットの価格設定・特典、試合
待ち時間における女性ならびに子ども向けイベントの開

３．９　年間試合観戦回数（図表19,20,21）

　図表19に示すように、2015年度の試合観戦回数は、
ホームで平均12回、アウェーで５回であった（０回の者
を除いた平均値)。これらの平均値には男女の差がない。
しかし、ホームの20回以上の観戦者には女性が多く、ア
ウェーの10回以上の観戦者には男性が多いという特徴が
みられた。ホームとアウェーを合算すると、男性は15.2
±9.2回（平均値±標準偏差，n＝238）、女性は15.1±
9.0回（n＝257）であり、同様に男女間で有意な差はみ
られない。
　Ｊリーグスタジアム観戦者調査のデータ８）から作成
した図表20から、ガンバ大阪の観戦者は、Ｊリーグの平
均的な観戦回数に近似していることがわかる（約12回)。
ただし、2011年の東日本大震災の年には観戦回数が増え、
Ｊ２でプレーをした2012年には、観戦回数が大幅に落ち
込んだ（約６回)。また、Ｊ１リーグ、ナビスコ杯、天
皇杯で優勝した2014年は、Ｊリーグ平均を上回っている。
　なお、本研究では、2ndステージの最終節でアンケー

催、バス増便、駐車場の利便などであった。その他、図
表18に示すように、PR、試合、TV放送、施設・環境、
チーム、サービスなどの項目でも様々な有用な意見が述
べられている。テレビでのPR、地上波放送を増やすこ
となどは、テレビを通じて日常的にガンバ大阪に触れる
機会が増え、効果的であると思われる。また、マナーの
良さ、来場しやすい雰囲気、地域貢献など、間接的では
あるが、スタジアムやチームの魅力に繋がる重要な部分
についても言及されている。

トを行い、2015年度の回数を尋ねている。そのため、
(2015年度の観戦回数を2016年度に尋ねる）スタジアム
観戦者調査のデータ８）と当該年度における比較が、現
時点ではできない。しかし上記の観戦回数の合算値（平
均値）から判断すると、2015年度のスタジアム観戦回数
は増加していると思われる。
　ホームゲームについて、会員種別と観戦回数の関連
をみてみると、プラチナ・年間パスの者は、10回未満
が少なく、10，15，20回に集中している（図表21)。一
方、レギュラー・ライトの者は、10回未満の回数がプラ
チナ・年間パスの者に比べて多い傾向にある。年間パス
の制度が観戦行動に有効につながっていると考えられる。

図表18　スタジアムの観客を増やすための工夫について

項　　目 n＝ (%) n＝(男性) n＝(女性) 主　　　　　な　　　　　内　　　　　容
チケット 81 29.3 46 35 チケット価格・子ども料金・特典・年パス価格・割引など
イベント 35 12.7 16 19 試合の待ち時間・女性向け・子ども向け・教室・スタジアム外・選手参加など
アクセス 29 10.5 18 11 バス増便・駐車場の利便・エキスポシティーとの連携など
PR 26 9.4 16 10 テレビを通じてPR・地元地域へPR・試合日程や話題をPRなど
試合 20 7.2 14 6 勝利・楽しい応援・魅力的なサッカー・外国チームとの試合・親善試合・日程など
TV放送 13 4.7 7 6 地上波での放送・中継を増やす・独占中継など
施設・環境 11 4.0 6 5 ミュージアム・競技場環境・スタジアム周辺環境・子どもも楽しめる場など
チーム 11 4.0 7 4 強化・強い選手・監督など
サービス 11 4.0 3 8 グッズ・選手とのふれあい・ファンサービス・特典など
その他 10 3.6 5 5 Ｊリーグ全体を盛り上げる・当日に行きやすい手軽さ・マナーの良さ・来やすい雰囲気・地域貢献など
グルメ・飲食 8 2.9 5 3 スタジアムグルメの充実・B級グルメ・グルメプラスチケットなど
工夫不要・不明 7 2.5 4 3
他の組織との連携 6 2.2 4 2 エキスポシティ及びららぽーととの連携・エキスポシティ割引券付きなど
入場方法 5 1.8 3 2 入場待ち改善・整理券など

合　　計 273 98.9 154 119
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図表20　Ｊリーグ スタジアム観戦者調査にみる
　　　　ガンバ大阪観戦者の年間平均観戦回数（９年間の推移)

（文献８のデータから著者作図)

図表21　会員種別とホーム観戦回数の関連

３．10　ホームスタジアムでの楽しみ（図表22）

　ホームスタジアムでの楽しみがあると答えた者は、男
性が34％、女性が23％であり、男性の方が女性に比べ
て有意に高い割合であった（p<.05)。回答記述のキー
ワードで判断し、図表22に示す項目別に整理したところ、
試合以外の楽しみとしては、仲間や同伴者との交流、グ
ルメ関連の項目が多かった。飲食関連には同様な内容を
示す項目もあるが、キーワードを活かして集計した。交
流、グルメ、スタジアムグルメ、美味Ｇ横丁の４項目に
おいて約12～17％の回答が得られた。その他の項目は
10％未満であった。特に、イベントや場内施設を利用し
たプログラムなどの企画を回答した者は、3.9%以下で
あった。全体的に見ると、人数や時間において限定的な
ものよりも、気軽に誰でも確実に楽しめる事柄に人気が
あるといえる。

図表19　ホームとアウェーでの観戦回数
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３．11　クラブ、サッカー、選手が果たす貢献・役割

 （図表23）

　図表23に示すように、Ｊクラブ及びガンバ大阪がホー
ムタウンで重要な役割あるいは大きな貢献を果たしてい
ると感じているファン・サポーターは、男女とも70%を
超えている。一方、｢サッカーは若い人の生活に良い影
響を与えている」及び「サッカー選手は社会の模範とし
て重要な役割を果たしている」と感じている人は、それ
ぞれ40%台前半であった。これらの項目においては、有
意な男女差は認められなかった。
　ファン・サポーターの多くは、チームのホームタウン
等での社会貢献について認識しているものの、サッカー
自体や選手が社会に及ぼす好影響について、つまり、よ
り広い視野での社会貢献については認識が低いことが明
らかとなった。この点が今後、さらに多くのファン・サ
ポーターに認識されるよう、取り組み等を工夫していく
ことが重要であると考えられる。また、本研究では、Ｊ

リーグスタジアム観戦者調査８）における質問と同じ項
目を用いているが、全体的にＪリーグの調査の方が、こ
れらの項目への認識が高い。2015年度の調査では、｢Ｊ
クラブは、ホームタウンでの大きな貢献をしている｣
が89％（｢大いにあてはまる」と「あてはまる」を合わ
せた値)、｢Ｊクラブは、それぞれのホームタウンでの
重要な役割をはたしている」が87％、｢サッカー選手は、
社会の模範として重要な役割を果たしている」が75％、
｢サッカーは、若い人たちの生活に、いい影響を与える
ことができる」が83％であった。これらと比較すると、
図表23に示すように、本研究の結果は、割合が低い。Ｊ
リーグ調査が各質問に対してリッカート尺度を用いてい
ること、本研究が４つの設問をまとめて提示し、複数回
答方式で行っていることなどの違いが影響していると思
われる。

図表22　ホームスタジアムでの楽しみについて
男性

n＝233
女性

n＝224 x２ d.f.

・ホームスタジアムで試合以外に何か楽しめることがある 33.9 23.2 6.384 ＊p<.05 1
(％) (％)

＜楽しめることがある人の内訳＞

項　　　目 全　体
n＝ (%) 男　性

n＝
女　性
n＝ 主　　　　な　　　　内　　　　容

交流 56 16.7 25 31 サポーター・友人・仲間・みんな → 会う・ワイワイ・集う・ふれあい・おしゃべりなど
グルメ 51※ 15.2 27 21 B級・ご当地・地域

スタジアムグルメ 44 13.1 19 25
美味Ｇ横丁 39 11.6 13 26
食べ物 21 6.3 8 13
その他 19 5.7 10 9 ガチャ・ゲーム・子どもチア・抽選会・待ち時間・外周ラン・練習見物など
飲食・食事 17 5.1 9 8
イベント 13 3.9 3 10 観光・子どもが遊べるもの・ファンクラブイベントなど
ごはん 13 3.9 5 8
飲酒 12 3.6 10 2 ビール・酒
グッズ 8 2.4 2 6

エンジョイパーク・キッズパーク 7 2.1 2 5 フワフワ・サッカー・遊び
スペース 7 2.1 4 3 植え込み・グラウンド・スタジアムの空間など
ハイタッチ会 6 1.8 2 4
Ｇステージ 5 1.5 2 3 ライブ
雰囲気 5 1.5 4 1 スタジアム

エキスポシティ 4 1.2 1 3
売店・買い物 2 0.6 1 1
応援 3 0.9 2 1
不明 2 0.6 1 1
合計 334※ 100.0 150 181

※性別未回答の者３名を含むため、男女の合計値を上回る
＜楽しめることがない人の具体的要望＞

・サッカー教室・時間がつぶせるもの・100円のドリップコーヒーの販売・北摂のグルメを集める・visionに過去のプレーを映す・グッズの充実・その他
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３．12　スタジアムでのサッカー観戦の魅力（図表24)

　ファン・サポーターがスタジアム観戦で最も魅力的に
感じていることは、試合の熱気であることが明らかと
なった。男女とも85%が回答している。次に多い回答数
であったのがファン、サポーター同士で一緒に盛り上が
ることができるという点であり、約80%が回答している。
以下、試合の迫力、プロ選手の高度なプレー、好きな選

手をずっと観ることができる、という順番であり、特に、
試合の迫力と好きな選手を観るという点については、男
女間での有意な差がみられた（p<.05，p<.01)。いず
れも、男性に比べて女性において約９～12％、回答が多
かった。これらの点に女性の観客動員を増やすためのヒ
ントがあると考えられる。

図表23　クラブ、サッカー、選手が果たす貢献、役割について
男　性
n＝246

女　性
n＝254 x２ d.f.

１．Ｊクラブは、それぞれのホームタウンで重要な役割を果たしている 72.0 74.4 0.385 n.s. 1
２．ガンバ大阪は、ホームタウンで大きな貢献をしている 70.3 70.5 0.001 n.s. 1
３．サッカーは、若い人たちの生活に、いい影響を与えることができる 43.1 43.7 0.019 n.s. 1
４．サッカー選手は、社会の模範として重要な役割を果たしている 43.5 39.4 0.877 n.s. 1
（複数回答） (％) (％)

図表24　スタジアムでのサッカー観戦の魅力
男　性
n＝246

女　性
n＝254 x２ d.f.

１．試合の熱気を感じることができる 85.4 85.8 0.022 n.s. 1
２．ファン、サポーター同士で一緒に盛り上がることができる 78.5 81.5 0.722 n.s. 1
３．試合の迫力を感じることができる 70.7 79.1 4.705 ＊ 1
４．プロ選手の高度なプレーの全体が見られる 50.0 57.5 2.813 n.s. 1
５．好きな選手をずっと観ることができる 43.1 55.5 7.715 ＊＊ 1
６．その他 1.2 2.8 1.505 n.s. 1
（複数回答） (％) (％) ＊＊p<.01，＊p<.05
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３．13　ガンバ大阪と追手門学院大学の連携活動の認知度

（図表25）

　ガンバ大阪のオフシャルパートナーとして、追手門学
院大学は、スタジアム内外で様々な連携活動を行ってい
る。今回の調査では、６つの活動についての認知度を調
査した。最も高い認知度であったのが、ユニフォーム等
へのロゴ記載ならびに競技場内での看板設置であり、約
４分の３の者が認知していた。２番目は、来場者にゴミ
分別を呼びかける「エコボランティア」の活動であり、
68～71％の回答が得られた。これら２つについては男女

４．まとめと今後の課題
　本研究は、ガンバ大阪のファン・サポーターの特徴に
ついて、プロフィール、観戦における頻度・動機・魅力、
ホームスタジアムへのアクセス方法、自身の日常スポー
ツ活動、スタジアムでの楽しみ、などのアンケート調査
結果から明らかにすることを目的とした。
　ガンバ大阪のファン・サポーターであると回答した
者、503名のデータを分析した。記述式項目を除く各回
答データにおける男女の差をカイ二乗または、t検定に
よって分析した。その結果、以下のようなガンバ大阪の
ファン・サポーターの特徴が明らかとなった。
１）40歳代が最も多く、男女とも約30％であった。また、

30、40歳代を合わせると、50数％を占める。約80%が

間の有意な差が認められなかった。一方、追手門学院高
等学校でのガンバユース選手の受け入れ、ガンバ大阪ア
カデミーコーチによるサッカー教室、追手門学院大学生
によるインターンシップ、大学サッカー部へのガンバ
コーチの派遣については、男女間での有意な差が認めら
れ（p<.05，p<.01)、いずれの項目も女性に比べて男
性の方が約10％高い割合を示した。すなわち、スタジア
ム外での連携活動では、男性における認知度が高いこと
が明らかとなった。

ファンクラブに入会しており、プラチナ・年間パス会
員は約60％であった。ファン・サポーター歴は男性
が平均11年、女性が８年で、有意に男性が長かった
(p<.001)。

２）大阪北摂エリアからの来場者が多く（34％)、同エ
リアからは、40・50歳代で家族同伴の者が多い（54名
／北摂全体94名中)。また、30・40歳代で友人同伴の
者も多い（38名／北摂全体53名中)。全エリアでみる
と、家族同伴が43％、友人同伴が37％、一人が10％、
家族と友人が６％であった。

３）試合の観戦理由として、男女とも80％以上が「好き
なクラブを応援したいから｣、約70％が「サッカー観
戦が好きだから」を挙げた。｢好きな選手を応援した

図表25　ガンバ大阪と追手門学院大学の連携活動の認知度
男　性
n＝246

女　性
n＝254 x２ d.f.

１． オフィシャルパートナーとして、選手のユニフォーム（パンツ）に、｢追手門
学院｣のロゴを記載。競技場内に大学名の看板を設置 76.4 76.4 0.000 n.s. 1

２． 学生企画による万博記念競技場内外での環境保全啓発活動、｢エコボラン
ティア」→ 来場者にゴミの分別を呼びかけている 68.7 71.3 0.390 n.s. 1

３．追手門学院高等学校でのガンバ大阪ユース選手受け入れ 48.0 38.6 4.486 ＊ 1
４．ガンバ大阪アカデミーコーチによる、本学主催サッカー教室の開催 35.4 24.4 7.171 ＊＊ 1
５．学生のガンバ大阪におけるインターンシップ 32.9 22.0 7.436 ＊＊ 1
６．追手門学院大学サッカー部にガンバのコーチを派遣（週６日） 19.5 10.2 8.527＊＊ 1
（複数回答） (％) (％) ＊＊p<.01，＊p<.05
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いから」は、女性（59％）が男性（33％）に比べて有
意に多かった（p<.001)。

４）会場への交通手段は、｢車｣、｢電車＋モノレール｣、
｢モノレール」が上位を占め、新スタジアムへの交通
手段も同様であった。最も利用が多い交通機関は、モ
ノレールであった（29％)。新スタジアムへのアクセ
スの課題としては、｢試合前後の周辺道路の渋滞対策｣、
｢最寄り駅・バス停からの距離｣、｢駐車場の使いやす
さ」が上位であった。

５）ファン・サポーターの「観る」活動は、男女とも
90%を超え、｢する」スポーツは、男性が約50％、女
性が約20％であった。｢する」スポーツの一ヶ月あた
りの実践回数は、男性で約７回、女性で約６回であっ
た。｢支える」スポーツは、男女とも３％以下であり
(男性３％、女性0.4％)、スポーツボランティアの実
践者が少ない現状が明らかとなった。｢観る」｢する｣
｢支える」のいずれの活動も男性が女性に比べて割合
が高かった（p<.001，p<.01，p<.05)。

６）ガンバ大阪関連のスポーツ教室・クラブがあるとす
るならば、入会を希望する者は、男性16％、女性８％
であり、女性は希望しない者の割合が高かった（男性
40%、女性47％，p<.05)。どちらともいえない者も
希望しない者と同様な割合であった（男性44%、女性
45％)。

７）好きなプロサッカー選手の上位に、遠藤保仁選手と
宇佐美貴史選手が挙げられた。サッカー界全体とガン
バ大阪の２つのカテゴリーにおいて、両選手が１・２
位を占め、遠藤選手は女性ファンが多く、宇佐美選手
は男性ファンが多いという傾向が見られた。

８）スタジアムでの観戦回数は、ホームで平均12回、ア
ウェーで５回であった。観戦回数に男女の差は見られ
ないが、ホームの20回以上の観戦者には女性が多く、
アウェーの10回以上の観戦者には男性が多い。レギュ
ラー・ライトの会員に比べてプラチナ・年間パスの会
員は、観戦回数が多い。

９）ホームスタジアムでの観客を増やすための工夫とし
て、チケット、イベント、アクセスに関する意見が上
位を占め、それぞれ10％を上回った。また、ホーム
スタジアムでの楽しみがある者は男性で34％、女性
で23％であり、男性の方が有意に高い割合を示した
(p<.05）。楽しみについて、キーワードで分類した
結果、交流、グルメ、スタジアムグルメ、美味Ｇ横丁

の４つが10％を上回った。イベントや場内施設でのプ
ログラムなどの企画については４％以下のものが多
かった。これらのことから、現在のイベントが楽しみ
となっていない現状と、イベントの工夫への期待が高
いことが明らかとなった。

10）ファン・サポーターの多くは、チームのホームタウ
ン等での社会貢献について認識しているものの（約
70％)、サッカー自体や選手が社会に及ぼす好影響を
感じている者は少ない（約40％)。これらの認識にお
いて、男女の差は見られなかった。

11）スタジアム観戦で最も魅力的なことは、｢試合の熱
気」であり（男女とも85％以上)、ついで「ファン・
サポーター同士で一緒に盛り上がることができるこ
と」が挙げられた（約80％)。｢試合の迫力」と「好き
な選手を観ることができる」に関しては男女差が有意
であり（p<.05，p<.01)、男性に比べて女性におい
て約９～12％高い割合であった。

12）ガンバ大阪と追手門学院大学の連携活動の認知にお
いて、｢ユニフォーム等へのロゴ記載ならびに競技場
内での看板設置」および「来場者にゴミ分別を呼びか
ける「エコボランティア」の活動」が高い割合であっ
た（68～76％)。これら２つについては男女間の有意
な差がみられなかったが、スタジアム外での連携活動
(追手門学院高校でのガンバユース受け入れ、サッ
カー教室やインターンシップの実施など）では、男性
における認知度が女性に比べて約10％高かった。

　以上のことから、ガンバ大阪のファン・サポーターの
属性や観戦行動などの特徴が男女別に明らかとなり、特
に、これまでに焦点が当てられなかったファン・サポー
ター自身の日常スポーツ活動の状況や興味についても明
らかにすることができた。今後の課題として、観戦者数
の増加およびホームタウン活動（連携活動）の充実に繋
がる方策を継続的に検討していくことが重要であると思
われる。例えば、ホームタウンにおいて多世代の地域住
民が一緒に、｢する」スポーツを楽しみ、交流を通じて、
徐々にガンバ大阪の試合を「観る」人が増えていく仕組
み、多世代の人々が一緒にスタジアムでガンバ大阪を
｢支える」ことができ、かつ楽しむことができる仕組み
などの検討が望まれる。
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【追手門学院大学スポーツ研究センター紀要】刊行内規

（目的）
第 １条　追手門学院大学スポーツ研究センター紀要（以下「紀要」という）は、追手門学院大学スポーツ研究センター

における活動成果の発表を主な目的として、これを刊行する。

（編集等の機関）
第 ２条　紀要の企画、原稿の募集および編集は、スポーツ研究センター紀要編集委員会（以下「委員会」という）が行

い、発行はスポーツ研究センターが行う。
２．所員全員が編集委員となり、編集委員長はセンター長が兼務する。

（執筆者の資格）
第３条　執筆の資格を有する者は次の各号に掲げる者とし、執筆は公募とする。
　⑴　スポーツ研究センター所員
　⑵　スポーツ研究センター研究員
　⑶　センター会議にて推薦または承認を得た者

（原稿の要件）
第４条　紀要に執筆する原稿の要件は、次の各号のとおりとする。
　⑴　他誌に未掲載の原著論文であること。
　⑵　完成原稿であること。
　⑶　原稿の種類は次のいずれかに該当するものであること。
　　　　①論文
　　　　②研究ノート
　　　　③資料
　　　　④書評
　　　　⑤紀要の編集上必要と認められるもので、センター会議にて承認を得たもの

（原稿の採択）
第５条　委員会は、執筆原稿の掲載についての判断を行う。

（紀要の発行）
第６条　紀要は、各年度1回発行することとし、各年度の原稿募集・執筆期限・発行日等は委員会が決定し、公表する。

（原稿の形式）
第７条　紀要に執筆する原稿の形式は、委員会が定める「スポーツ研究センター紀要執筆要領」によるものとする。

（校正）
第８条　校正は著者校正とし、校正期限を遵守し、校正時に大幅な訂正を行わないこととする。
２．執筆者が前項の規定に反した場合、第5条の規程を準用する。
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（抜刷）
第９条　抜刷は、論文、研究ノート、資料ごとに50部を贈呈し、増刷分の費用は申込者の負担とする。

（著作権）
第10条　紀要のすべての掲載物の著作権は、追手門学院大学スポーツ研究センターに帰属するものとする。

（改廃）
第11条　この内規の改廃は、委員会の議を経て、センター会議で行う。

附　則
　この内規は、2015年10月１日から施行する。
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